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は   し   が   き 

金沢工業大学「電気・光・エネルギー（EOE）応用研究センター」は，文部科学省に

より平成 20 年度から実施された「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」に選定され，

その補助金を受けて平成 23 年 4 月に設立された。当該研究センターの設立に伴い，施

設と装置の整備を平成 24 年 3 月に完了すると共に，5 年間の研究計画に基づいて，研

究プロジェクト：「電磁界変換技術の産学知識融合と構造化教育の統合工学研究開発（強

電磁界から弱電磁界まで）」が活動を開始し，以下の三つの研究課題， 
研究課題[Ⅰ]： 高電界エネルギー変換・応用システムの開発研究 

研究課題[Ⅱ]： 磁気応用エネルギー変換・貯蔵・環境保全技術の開発研究 

研究課題[Ⅲ]： 光・電子デバイス・システムの開発研究 
に鋭意取り組んできた。過去 5 年間の研究活動で得られた成果は，いずれも強電磁界か

ら弱電磁界の広範囲な領域に跨る重要かつ貴重な基盤技術要素であり，応用と実用化の

可能性が高く産業界からも大いに注目されるに至った。これらの研究成果は，4 冊の「研

究成果報告書（Vol. 1～Vol. 4）」に纏められ刊行されている。 
 本研究センターは，当初より産学連携と人材育成の観点から産学間に必要な「共同と

共創」の精神を持ち，様々な強弱電磁界エネルギー変換に必要な基盤技術の創製と社会

への還元，および大学と企業の「緊密な連携」の下に社会が求める人材を養成すること

を目的としている。研究期間内には，西川 勝委員長他，碩学の 3 名からなる「外部評

価委員会」を設け，平成 25 年 7 月に本研究センターの進捗状況をご視察頂き，専門の

立場から適切なご評価と貴重なご意見，ご指導を頂いた。研究センターの設立から 5 年

間に渡り，学外研究機関，民間企業，学内研究室間の研究協力体制の強化，国内外の著

名な講師による講演会などを実施し，研究活動と並行して修士・博士課程学生，学部学

生，企業の若手技術者の人材育成に努めてきました。平成 27 年度が本研究センター事

業活動の最終年度となるに当たり，ここに「研究成果最終報告書」を取り纏める次第で

ある。 
 過去 5 年間の研究活動によって獲得できた多くの成果は，いずれも強弱電磁界エネル

ギー変換に関する基盤技術から実用的応用技術に跨る。しかし，技術の進歩は日進月歩

であるので，今後も研究を続行し，これまでに本研究センターで築いてきた産学連携体

制の循環ループを更に活性化すると共に人材育成の構造化システムの更なる充実を図

って行く。また，これまでに獲得した多くの研究成果をより発展させ，社会的ニーズに

適合した実用的研究の推進と社会への還元を目指し邁進して行く。 
なお，本報告書は，研究課題[Ⅰ]～[Ⅲ]の研究成果を順次纏めて記載し，各研究課題

の最後に過去 5 年間の研究成果リストをそれぞれ収録した。 
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１．研究組織，研究施設・設備および評価体制 

当該「電気・光・エネルギー（EOE）応用研究センター」の研究組織，主要施設・設

備と使用者数・利用時間，および研究評価体制について以下に記載する。 

 

１．１  研究組織 

EOE 応用研究センターは，以下に示す研究員 12 名で構成されている。 
＜研究代表者（所長兼務）＞：工学部・教授・工学博士   花岡 良一 

＜研究員＞ 

工学部・教授・工学博士      花岡 良一  
工学部・教授・工学博士      宮城 克徳 

  工学部・教授・工学博士      金丸 保典 

工学部・教授・工学博士      深見 正  （第 1 グループ長） 
工学部・教授・工学博士      小原 健司 

  工学部・教授・工学博士      南 内嗣 

工学部・教授・工学博士      山口 敦史  
工学部・教授・工学博士      坂本 康正 （第 2 グループ長） 

  工学部・教授・工学博士      宮田 俊弘 

工学部・教授・工学博士      島 和男  
工学部・准教授・工学博士     大澤 直樹 

  工学部・准教授・工学博士     深田 晴己 

＜共同研究員＞ 

 富山工業高等専門学校 教授    西  敏行 

＜派遣研究員＞ 
石川県警察本部刑事部科学捜査研究所  山本 博法 

 
当該研究センターを組織化し円滑に運営する目的で，各々の研究員には，それぞれ役

割が決められ，その責任を担う体制が整えられている。これらの役割分担と責任体制に

ついては，図 1.1-1 の「役割分担組織図」として示す通りである。研究代表者（花岡良

一）は，当該研究センターの所長を兼務し，センター内の研究管理，予算配分管理（大

学研究支援課と連動），センター内環境・安全管理，大学への提出書類管理など，セン

ター内全体の総括的役割と責任を担っている。また，プロジェクトの研究体制として，

研究課題[Ⅰ]～[Ⅲ]は，以下の 2 グループで組織化され，研究員は明確な役割分担と責

任の下に運営されている。 
＜第１グループ＞ ：【研究課題[Ⅰ]】および【研究課題[Ⅱ]】 
＜第２グループ＞ ：【研究課題[Ⅲ]】 
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研究プロジェクトに参加する研究者として，上記 12 名の研究員以外に，共同研究者

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第２グループ   グループ長：坂本康正 

 

第１グループ  グループ長：深見 正 

 【研究課題[Ⅰ]】 高電界エネルギー変換・応用システムの開発研究 

（17号館，19号館） 

（研究管理）責任者：花岡良一 

担当者：花岡良一，宮城克徳，大澤直樹 

（装置・薬品・安全管理運営業務）責任者：宮城克徳   

委員：花岡良一，大澤直樹，西 敏行，山本博法, 担当学生全員 
 

【研究代表者】 花岡良一(教授，研究代表者；所長（兼務）） 

センター内の研究管理，予算配分管理（大学研究支援課と連動），センター内環境・安全管理，大学への提出書類管理

など，センター内全体の総括 

【研究課題[Ⅲ]】 光・電子デバイス・システムの開発研究 

(40号館： 光電相互変換デバイスシステム研究開発センター,  

所長：南 内嗣) 

（研究管理）責任者：坂本康正 

担当者：坂本康正，南 内嗣，山口敦史，宮田俊弘，深田晴己 

（装置・薬品・安全管理運営業務） 責任者：深田晴己   

委員：南 内嗣，山口敦史，宮田俊弘，担当学生全員 

役割分担 

＜プロジェクトに参加する研究者＞ 

[研究員:12 名] ： 花岡良一 (教授），宮城克徳 （教授），金丸保典 （教授），深見 正 （教授），小原健司 （教授），南 内嗣 （教授），山口敦史 （教授）， 

坂本康正 （教授），宮田俊弘 （教授），島 和男 （准教授），大澤直樹 （准教授），深田晴己 （准教授） 

[共同研究者 1 名] ： 西 敏行（富山工業高等専門学校），  [派遣研究員 1 名] ： 山本博法（石川県警察本部刑事部科学捜査研究所） 

[学生] ： 外国人博士課程学生 1 名（インドネシア），修士課程学生 40 名，卒業研究学部生 （10～16 名／各研究員研究室） 

【研究課題[Ⅱ]】 磁気応用エネルギー変換・貯蔵・環境保全技術の 

開発研究（17号館） 

（研究管理）責任者：深見 正                                                                               

担当者：深見 正，金丸保典，島 和男，小原健司 

（装置・薬品・安全管理運営業務） 責任者：島 和男   

委員：深見 正，金丸保典，小原健司，担当学生全員 
 

センター内管理責任者 

花岡良一，金丸保典 
研究報告書発行取り纏め業務 

代表者：島 和男 

分担者：大澤 直樹，深田 晴己 

研究報告書Vo1.1を平成 

25年5月1日に発行 

金沢工業大学研究支援課 

予算管理 

図 1.1-1  EOE 応用研究センター役割分担組

 

図 1.1-2  プロジェクトの研究体制と大学院・学部教育，産学連携との

 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２グループ 

 

大学院教育 

第１グループ 

 
 
【研究課題[Ⅰ]】 高電界エネルギー変換・応用システムの開発研究 

[課題1]：気体・液体・固体誘電体中の電気絶縁特性と放電応用技術
の高度化研究 

[課題2]：電気流体力学（EHD）現象のメカニズム解明と工業的応用 

[課題3]：電気・磁気レオロジー（ER・MR）流体の実用的な開発と工

業的応用 

【研究課題[Ⅱ]】 磁気応用エネルギー変換・貯蔵・環境保全技術の

開発研究 

[課題1]：環境負荷低減に役立つ発電機・モータ技術の開発 
[課題2]：駆動用磁気エネルギーを無線により供給するマイクロマ 

シンの開発 
[課題3]：超電導応用によるエネルギー貯蔵と水浄化技術の開発 

産学連携 

【研究課題[Ⅲ]】 光・電子デバイス・システムの開発研究 

[課題1]：環境調和型光・電子デバイス・システムの研究開発 

電子デバイス・

ディスプレイ工

学研究 

＜研究プロジェクト名＞ 

電磁界変換技術の産学知識融合と構造化教育の統合工学研究開発 (強電磁界から弱電磁界まで) 

学部教育 

産学連携 

電気エネルギ

ー応用工学研

究 

学部学生 

学部学生 

プロジェクト

デザインⅢ 

(卒業研究) 

人材養成 

人材養成 

プロジェクト

デザインⅢ 
(卒業研究) 

 

研究プロジェクト：  

電磁界変換技術の産学知識 

融合と構造化教育の統合 

工学研究開発（強電磁界か 

ら弱電磁界まで） 

 

：研究グループ間の有機的連動 
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1 名，派遣研究員 1 名を外部から受け入れ，研究課題に取り組んでいる。また，PD と

RA はいないが，大学院生（修士課程学生：約 40 名，外国人博士課程学生 1 名（インド

ネシア：2015 年 9 月学位取得）），および卒業研究学部生（10～16 名／各研究員研究室）

が，研究に取り組んでいる。なお，上記研究課題は，本学の大学院教育カリキュラム「電

気電子工学専攻」の専修科目：「電気エネルギー応用工学研究」および「電子デバイス・

ディスプレイ工学研究」および学部教育カリキュラム「プロジェクトデザインⅢ」と直

結し，修士・博士課程学生，学部学生の指導を通じて，チーム間の相互乗入れ的連携体

制となっており，その中に関連企業との共同研究を通じた人材交流が進められている。

図 1.1-2 は，プロジェクトの研究体制と大学院・学部教育，産学連携との関連を示す。

また，産学連携研究に関するアーキテクト的支援は，金沢工業大学「研究支援課」が担

っており，大学と産業界を結ぶ窓口として，社会や企業のニーズを的確に把握し，共同

研究，委託研究など，産学連携による研究活動の推進に努めている。 

 

１．２  主要施設・設備と使用者数・利用時間 

当該研究センターは，17 号館，19 号館，40 号館に跨り，研究・教育に必要な面積は

十分確保され，設備の整備も行き届いており高い頻度で活用されている。 
○<17 号館>：【研究課題[Ⅰ]】および【研究課題[Ⅱ]】の研究に使用されている。 

研究施設の面積：2482 m2（26 室）， 
使用者数：研究所員 7 名（大学院生：約 25 名/年，学部生：約 77 名/年） 
設備の名称（利用時間数）： 

「電気絶縁・EHD・ER・MR 特性評価システム」（平均 25 時間／週） 
「磁気応用エネルギー変換機器評価システム」（平均 27 時間／週） 

○<19 号館>：高電圧実験棟として，【研究課題[Ⅰ]】の高電圧利用研究課題に使用され

ている。 
研究施設の面積：340 m2（4 室）， 
使用者数：研究所員 3 名（大学院生：約 5 名/年，学部生：約 12 名/年） 
設備の名称（利用時間数）： 

「電気絶縁・EHD・ER・MR 特性評価システム」（平均 18 時間／週） 
○<40 号館>：【研究課題[Ⅲ]】の研究に使用されている。 

研究施設の面積：2548 m2（25 室）， 
使用者：研究所員 5 名（大学院生：約 10 名/年，学部生：約 55 名/年） 
設備の名称（利用時間数）： 
「光半導体素子・デバイス開発評価システム」（平均 24 時間／週） 
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１．３  自己評価および外部評価体制 

＜自己評価＞ 

 当該研究センターでは，【研究課題[Ⅰ]】～【研究課題[Ⅲ]】の各研究課題を遂行す

る中で，学生と研究員が一体となり，定期的にセンター内会議や学生による研究成果報

告会などを開催し，研究の進捗状況や問題点の明確化とその解決に取り組みながら自己

評価を行ってきた。また，関連企業の技術者との間で研究成果報告や新たな提案に関す

る議論を繰り返してきた。これらの活動によって，技術的なシーズはかなり確立され出

願特許件数も増加の傾向を維持しており，応用範囲の拡大にも繋がっている。センター

内でのミーティングやこれまでに築いてきた産学連携体制は，研究の活性化と人材育成、

並びに科学技術の発展に直結するものと考えており，今後も持続して行く所存である。 

 

＜外部評価＞ 

 EOE 応用研究センターの目標を達成する上で，研究活動，研究体制等の状況につい

て総合的な評価を行い，漸進的な改善と成果の向上，並びに研究活動の活性化を図る目

的として，碩学の外部評価委員 4 名で構成される「外部評価委員会」を設置し,  平成

25 年 7 月に評価委員会を開催した。実施されている研究課題[Ⅰ]，[Ⅱ]，[Ⅲ]につい

て，プロジェクトリーダより進捗状況の説明後，研究センターの学部・大学院生を中心

としたポスターセッションを行い，研究装置・設備，研究状況などを視察して頂いた。

その後，全研究所員同席の下で個々の研究状況ならびに研究所全体の状況を対象とした

質疑応答を適宜行った。最後に，評価委員長より貴重な提言・提案を頂いた。以下に「外

部評価委員」と「評価委員会報告書の概要」について記載する。 
 

＜外部評価委員名簿＞ 
 

委員長：西川 勝 （東京大学名誉教授，文部科学省 技術参与，原子力安全研 
究協会 海外原子力情報センター主任研究員 

委 員：酒井 洋輔（北海道大学名誉教授，北海道大学キャリアセンター長，日 
本溶接協会 北海道地区溶接技術検定委員会 委員長 

委 員：三木 一郎（明治大学理工学部教授・理工学部長，明治大学常任理事 
（学務担当），電気規格調査会 電気一般部会部会長・規格役 
員会理事 

委 員：中西洋一郎（静岡大学名誉教授、静岡大学・客員教授） 
 

 

外部評価委員会委員長から頂いた評価委員会の評価内容を以下に添付する。 
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以下に，貴研究センターの活動状況について評価を行った結果を項目別に記載する。 
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２． 研究プロジェクトの目的・意義 

現代産業の基幹をなす強電磁界から弱電磁界に至る広範囲なエネルギー変換技術は，

環境適合型社会形成と密接に関連して取り組むべき重要な課題であり，21 世紀の我が

国にとって「人づくり」と「イノベーション」に大きく貢献できる分野である。本研究

の目的は，産学連携と人材育成の観点から産学間に必要な「共同と共創」の精神を持ち，

様々な強弱電磁界エネルギー変換に必要な基盤技術の創製と社会への還元，および大学

と企業の「緊密な連携」の下に社会が求める人材を養成することにある。これは，大学

から企業への技術移転だけでなく，産学共同研究による知識創出とそれに付随する人材

の養成，並びに研究成果を社会に戻す循環ループが構築できることに大きな意義がある。 
現代社会が抱える経済発展と地球環境維持との矛盾を解決するための「持続可能な開

発」という概念は，今や世界的共通課題となっている。これを実現するための最大の要

素は「科学技術の役割」であるが，21 世紀に大学の取り組むべき課題の一つとして，

研究と社会が密接な接点を持ち，双方向に進歩しながら研究成果を社会に還元する構造
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の循環ループと科学と人間の距離を短縮する「知の構造化」の構築が強く求められる。

更に，問題発見能力，課題設定能力に優れ，かつ独創的開発能力だけでなく研究開発の

マネジメント能力も備えた「ケーススタディ型人づくり」が益々重要視される。電気・

光・エネルギー応用研究センターは，電気・電子工学，材料物性工学，光・電子デバイ

ス工学を中心とした分野の広範囲な研究領域を統合化し，産学連携を積極的に推進して

研究成果の属性から価値，価値から実体，そして社会への還元が持続的に実現できる産

学間の立体的循環ループの構築，およびその過程でグローバルな競争社会を生き抜ける

専門性と総合化技術を使いこなせるクリエイティブかつ研究開発のアーキテクト的能

力を持ち，技術者倫理を弁えた高度研究者・専門職業人の養成を目指す。当該研究プロ

ジェクトの各研究課題に取り組む中で産学連携体制を整え，教育との平衡を保ちながら

研究者養成と高度専門職業人養成を図り，環境に適合した様々な強弱電磁界エネルギー

変換技術基盤の構築と社会への還元を目指すことは，今後の技術社会発展に極めて重要

である。 

３． 本研究プロジェクトの主な研究成果内容 

平成 23 年度～平成 27 年度の研究期間で得られた研究成果は極めて多く，研究プロジ

ェクトは，ほぼ申請時の計画通りに遂行された。当該研究センターと企業との連携状況

は順調に進んでおり，金沢工業大学研究支援課との協力体制の下，実質的には 15 企業

と緊密な連携を持った共同研究が実施されている。また，本学大学院教育カリキュラム

「電気電子工専攻」の専修科目：「電気エネルギー応用工学研究」と「電子デバイス・

ディスプレイ工学研究」は，当該プロジェクトと直結して修士および博士課程学生，学

部学生の研究，および関連企業との人材交流を通じ，産学における人材育成システムが

構築されている。更に，人材育成の一環として，国内外の外部講師による専門特別講演

会がこれまでに 12 回実施されている。このような取り組みによって人材は着実に育っ

ており，特にプロジェクトに取り組んでいる学生の希望就職率は 100[%]を達成してい

る。過去 5 年間に取り組んできた 3 つの研究課題：[Ⅰ] 高電界エネルギー変換・応用

システムの開発研究，[Ⅱ] 磁気応用エネルギー変換・貯蔵・環境保全技術の開発研究，

[Ⅲ] 光・電子デバイス・システムの開発研究では，総合して学術論文（査読有：77 編），

学会発表（401 件 ），図書（17 件 ），新聞報道（24 件 ），特許出願（26 件 )などの研究

成果を挙げている。これらの研究分野は多岐に跨るが，以下に，研究課題[Ⅰ]～[Ⅲ]

で獲得した主な研究成果の内容を，研究課題毎に年度を追って記載する。 
 

３．１  研究課題[Ⅰ]： 高電界エネルギー変換・応用システムの開発研究 

[課題 1] 気体・液体・固体誘電体中の電気絶縁特性と放電応用技術の高度化研

究 

本研究は，気体・液体・固体中およびそれらの界面で発生する放電現象を基礎的な見
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地から調べ，そのメカニズムを検討することによって，電力設備や機器などの絶縁設計

分野や放電応用分野に貢献することを目的とする。特に，電力配電系統の絶縁電線表面

で発生する誘導雷沿面放電現象，大気中のバリア放電とその応用，油中の沿面放電現象

と新規絶縁油の開発･応用，放電を利用したナノ粒子分散技術を重点的研究対象とした。 
 

（１）架空絶縁電線表面のインパルス沿面放電に関する研究 

 市街地に見られる高圧架空配電系統における誘導雷事故の軽減は，社会的安全性の見

地から極めて重要な課題の一つである。自然界の雷に起因する電線表面の沿面放電は，

直撃雷，誘導雷に関わらず発生し，配電線に対する雷災害原因の一つに挙げられる。現

在，高圧配電線の事故に対し，雷によって誘起される事故の確率は高く，さらに自然災

害全般から見ても半数以上の事故が雷に起因している。沿面放電に起因する絶縁破壊事

故を防止するには，その発生阻止や進展長抑制の方策を確立することが重要である。そ

のためには，沿面放電の特性を解明し，放電進展モデルを構築することが必要不可欠で

あるが，沿面放電現象の時間的変化課程は極めて複雑なメカニズムを有する。 

 

＜平成２３～２４年度＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

10k Ω

100 Ω
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Ｉ Ｇ
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1k Ω

Ｌ
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discharge
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(a)Insulator supporting point

(b)Experimental circuit

図 3.1-1  電柱の電線支持部とそれを模擬した実験回路図 

(a)  電柱の電線支持部 

(b)  実験回路図 
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高速度イメージコンバータカメラを用いて沿面放電現象を詳細に観測し，進展様相の

時間的変化過程を明確にできたので，これまで未解明であった負極性沿面放電の円弧状

ジャンプ現象発生から進展停止に至るまでの進展モデルを提案して，進展様相の変化過

程の全メカニズムを解明した。一方，雷撃時の対地雷放電電流波形は多種多様であり，

波頭長（以後，Tfと記す）が 100.0[μs]を越えるものから 1.0[μs]以下の急峻なものまで存

在する。配電線への誘導雷サージは，このような雷電流によって発生するので，長い波

頭長を有する誘導雷サージ（Tf ≧10.0[μs]）の場合における沿面放電の進展長特性，進

展様相を詳細に観測し，標準雷サージ（1.2/50[μs]）の場合と比較・検討した。図 3.1-1
は，電柱の電線支持部およびその部分を模擬した実験回路の概略図を示す。 
 

(A)  負極性沿面放電の進展モデルの構築 

負極性沿面放電で発生する密着型，円弧状ジャンプ型，および離散的ジャンプ型の放

電進展モデルを提案し，電界計算からその妥当性を検討した。それぞれのタイプの複合

放電進展モデルは，図 3.1-2(a), (b), (c)にそれぞれ示される。 
 

① 負極性沿面放電で観測される円弧状ジャンプ型放電と離散的ジャンプ型放電に関

して，前者から後者への移行過程，進展メカニズムが詳細に明らかになった。進展

様相の変化は，心線電位によって作られる電線表面電界に影響された正イオンの挙

動に起因すると結論される。 
② 正イオンの挙動に関して，電線表面電界と移動度から，移動速度と移動距離を概算

した。その結果，考察した正イオン移動距離と観測結果はほぼ一致する。これより，

進展モデルの妥当性が検証できた。 
③ 提案した負極性沿面放電の円弧状ジャンプ型と離散的ジャンプ型放電の進展モデ

ルと既に報告された密着型放電の進展モデルにより，負極性沿面放電に現れる進展

様相の複雑な推移の全貌が解明できた。これにより，進展開始から停止に至るまで

の全進展モデルが完成した。 
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(c)  Vm＝80[ kV]で現れる密着型, 円弧状ジャンプ型,  および離散的ジャンプ型が混在す

る放電様相の概観図とその進展モデル 

図 3.1-2  負極性沿面放電の様相概観図とその進展モデル 
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本研究の成果より，誘導雷サージに起因した負極性沿面放電は，正イオンの挙動を制

御すれば，進展長の抑制またはその制御が可能である。ここで提案した進展モデルは，

印加電圧波高値や波頭長が異なる場合の進展モデル構築にも適用可能である。また，進

展メカニズムが解明されたことにより沿面放電進展長の抑制方策の構築にも貢献でき

る。沿面放電進展長の抑制は，電線被覆弱点部の検査範囲の縮小を可能にし，絶縁電線

表面以外で発生する沿面放電進展メカニズムの解明にも繋がる。 
 

(B)  誘導雷サージの広範囲な波頭長に対する沿面放電現象 

誘導雷サージの波頭長 Tfを広範囲に変化させた場合における正および負極性沿面放

電の進展長，進展様相を詳細に調べ，Tf ≧10.0[μs]の場合の進展特性を解明し，以下の

新しい知見を得た。図 3.1-3 は，正・負極性沿面放電の進展長と印加電圧の関係を示す。

また，図 3.1-4 は，正・負極性沿面放電の進展様相を示す 
(ⅰ) 正極性沿面放電の場合  

① 進展長について：Tfの値に関わらず印加電圧波高値の上昇とともに進展長は，単調

に増加する。Tf ≧10.0[μs]の場合，同一印加電圧波高値で比較すると，Tfが長くなる

につれて進展長は減少する。 
②  進展様相について：電線表面を細かくジャンプしながら進展し，Tfにより進展様

相は変化しない。 
③ 電流波形について：Tf ＜10.0[μs]の場合，放電電流は連続的となり，その進展も連

続的となる。Tf ＝10.0[μs]の場合，放電電流は連続的または間欠的となり，その進展

も両者が混在する。Tf ＞10.0[μs]の場合，放電電流は間欠的となり，その進展も間欠

的となる。 
③  進展速度について：Tfの増加とともに進展速度は減少する。Tf ＜10.0[μs]では，

負極性沿面放電よりも進展速度は速くなるが，Tf ≧10.0[μs]では，負極性沿面放電

の進展速度とほぼ同一となる。 
(ⅱ) 負極性沿面放電の場合  

① 進展長について：Tf ≧10.0[μs]の場合，進展長の減少領域は現れず，印加電圧波 高
値の上昇とともに単調に増加するようになる。 

② 進展様相について：Tf ≧10.0[μs]の場合，電線表面に密着して進展し，Tf ＝1.2[μs]の
ときに放電先端で発生するジャンプ現象は発生しない。 

③ 電流波形について：正極性沿面放電の場合と同様の傾向を示し，Tf ＜10.0[μs]の場合，

放電電流は連続的となり，その進展も連続的となる。Tf ＝10.0[μs]の場合，放電電流

は連続的または間欠的となり，その進展も両者が混在する。Tf ＞10.0[μs]の場合，放

電電流は間欠的となり，その進展も間欠的となる。 
④ 進展速度について：正極性沿面放電の場合と同様の傾向を示し，Tf の増加とともに

進展速度は減少する。 
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図 3.1-3  沿面放電の進展長と印加電圧の関係 

(a)  正極性沿面放電 

(b)  負極性沿面放電 

１ cm

Binding wire Creeping discharge

Insulated wire
(a)T f =1.2µs, L=48.5cm

(b)T f =10.0µs, L=36.2cm (c)T f =20.0µs, L=31.0cm

(d)T f =50.0µs, L=21.3cm (e)T f =100.0µs, L=18.7cm

Jump

Jump Jump

Jump

Jump

(a)  正極性沿面放電先端の様相（Vm＝80[ kV]） 
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＜平成２５～２６年度＞ 

サージ電圧波高値 Vm=90～140[kV]，波頭長 Tf =1.2，2.0，4.0，6.0，8.0[µs]において，

電線表面が湿潤状態おける負極性沿面放電の進展特性を解明した。図 3.1-5 は，実験系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IG :

IG

Ω

Spray

Creepimg discharge
Binding wire

Insurating barrier

Camera with

   H.V. probe

Voltage

Positive impulse generator

 Current

100

Ω50

Polyethylene coated wire

detectordetector

Waterdrops

L

image intensifire

図 3.1-5  湿潤状態の沿面放電を調べるための実験系 

１ cm

Binding wire Creeping discharge

Insulated wire

(a)T f =1.2µs, L=12.8cm

(b)T f =10.0µs, L=32.3cm (c)T f =20.0µs, L=25.0cm

(d)T f =50.0µs, L=16.6cm (e)T f =100.0µs, L=16.4cm

Sticking type Sticking type

Sticking type Sticking type

１ cm

Binding wire Creeping discharge

Insulated wire

Discrete jumping typeSticking type

(b)  負極性沿面放電の様相（Vm＝80[ kV]） 

図 3.1-4  沿面放電の進展様相 
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の概略図を示す。また，負極性沿面放電進展時において，電線下部に付着している水滴

表面から発生する垂直放電の存在を見い出し，これが負極性沿面放電の進展に及ぼす影

響を検討した。 
 

(A)  電線表面が湿潤状態にある場合の負極性沿面放電現象 

① 電線表面が乾燥状態では，印加電圧波頭長 Tf=1.2～8.0[μs]の いずれにおいても進展

長の減少領域が現れるが，湿潤状態では減少領域は現れず，印加電圧波高値の上昇

とともに常に増加する。また，印加電圧波高値 Vmが，Vm≧+90[kV]以上になると，

図 3.1-6 に示すように，進展長が急増する。これは，湿潤状態の場合，放電先端がジ

ャンプせずに常に電線および水滴に密着して進展し，かつ水滴表面から発生する垂

直放電により沿面放電先端の衝突電離が活発化するためである。また，負極性沿面

放電先端が電線表面や水滴表面に密着して進展するのは，沿面放電先端の衝突電離

で生じた正イオンが水滴に吸着されるためである。図 3.1-7 と図 3.1-8 は，放電様相

を示す。 
② 電線表面が湿潤状態のとき，図 3.1-9 に示すように，沿面放電電流の流出時間が大

幅に増加することが明らかになった。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140

Dry condition

Wet condition

Aplied voltage Vm  [kVpeak]

D
ic

ha
rg

e 
le

ng
th

L 
 [m

]

(a)  乾燥状態 (b)  湿潤状態 

図 3.1-6  乾燥状態と湿潤状態における負極性沿面放

電の進展長と印加電圧の関係 

図 3.1-7  乾燥状態と湿潤状態における負極性沿面放電先

端の代表的な様相（Vm＝90[kV]） 
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 (B)  電線表面が湿潤状態における負極性沿面放電と垂直放電の関連 

水滴表面で生じる垂直放電は正極性コロナ放電であり，印加電圧の波高値 Vmが，Vm

≧+85[kV]で発生する。垂直放電は，図 3.1-10 に示すように，水滴表面の頭頂部から発

生し，負極性沿面放電の到達よりも早いタイミングで発生することが分った。これによ

り，発生した垂直放電は，負極性沿面放電の進展を助長するように働くことが明らかに

なった。これは，負極性沿面放電先端で加速を増した電子の活発な衝突電離が，Vm

≧+90[kV]における進展長の急増現象として現れる原因である。 
 

1cm

Binding wire
Insulated wire

Waterdrop

① ②

Negative creeping discharge

Waterdrop

A B C D

① ②

(a)

図 3.1-8  水滴表面を進展する負極性沿面放電の様相

（Vm＝80[kV]） 

Time t  [µs]
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

Time t  [µs]

図 3.1-9  乾燥状態と湿潤状態における負極性沿面放電の

印加電圧と放電電流波形（Vm＝110[kV]） 

(a)  乾燥状態 (b)  湿潤状態 
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＜平成２６～２７年度＞ 

 サージ電圧波高値 Vm=90～140[kV]において，波頭長 Tf ≧10.0[µs]の場合の 沿面放電進

展長特性，進展様相を詳細に観測し，誘導雷サージが標準波（1.2/50[µs]波）の場合と

比較，検討し た。また，正極性沿面放電の観測は，これまで印加電圧の波高値 Vm≦80[kV]
に限って実施されてきたが，実際には Vm＞80[kV]の誘導雷サージも存在する。これま

で不明であっ Vm＞80[kV]の領域における正極性沿面放電の進展長特性および進展様相

を詳細に観測し，既報とは異なる特異な現象を明らかにした。 

 

（A）  正極性沿面放電の場合 

① 放電進展長: Tfの値に関わらず印加電圧波高値の上昇とともに進展長は，単調に増

加する。Tf ≧10.0[μs]の場合，同一印加電圧波高値で比較すると，Tfが長くなるにつ

れて進展長は減少する。また，図 3.1-11 に示すように，誘導雷サージに起因する電

線表面電界 Ew が，Ew≧36[kV/cm]（Vm≧95[kV]）において，進展長が緩やかに増加

する放電領域（放電 1）と急増する放電領域（放電 2）の 2 通りが存在する。放電 2
の発生頻度は，Vmの上昇と共に増加する。進展長が急増する原因は，心線電位の上

昇により電線表面から負極性コロナ放電が発生し，正極性沿面放電の進展を助長す

るように作用するためである。 
② 放電進展様相: 電線表面を細かくジャンプしながら進展し，Tfにより進展様相は変

化しない。放電は，電線表面を細かく枝分かれしながら進展し，上記①中の放電 2
の発光強度は，図 3.1-12 に示すように，放電 1 より強い。これは，電線表面から発

生する負極性コロナ放電により正極性沿面放電先端の電離作用が活発化することに

よる。更に，Ew≧36[kV/cm]では電線表面から周囲の空間に向かって垂直に長さ約

1[cm]の針状負極性コロナ放電が発生する。負極性コロナ放電の発生頻度は，Vmの

上昇と共に増加する。 
③ 放電電流: Tf ＜10.0[μs]の場合，放電電流は連続的となり，その進展も連続的となる。

1cm

Binding wire
Insulated wire

Waterdrop

Negative creeping discharge

A
B

① ②① ②

Positive corona discharge

図 3.1-10  水滴表面から発生する垂直放電の代表例 
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Tf ＝10.0[μs]の場合，放電電流は連続的または間欠的となり，その進展も両者が混在

する。Tf ＞10.0[μs] の場合，放電電流は間欠的となり，その進展も間欠的となる。

また，図 3.1-13 に示すように，上記①中の放電 2 では，Ew=36[kV/cm[に達するまで

の約 1[µs]の間，放電 1 と同様の電流が流れる（1 次電流）。Ew=36[kV/cm]に達する

と，放電電流は 2 倍程度に急増する（2 次電流）。この 2 次電流の発生は，電線表面

の負極性コロナ放電が，沿面放電先端で電離作用を活発化させることに起因する。 
④ 放電進展速度: Tfの増加とともに進展速度は減少する。Tf ＜1.2[μs]では，負極性沿

面放電よりも進展速度は速くなるが，Tf ≧1.2[μs]では、負極性沿面放電の進展速度

とほぼ同一となる。 

⑤ この結果から，心線電位の上昇に伴う正極性沿面放電の進展モデルを提案した。 
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図 3.1-11  正極性沿面放電の進展長と印加電圧の関係 

１ cm

Binding wire Creeping discharge Insulated wire

(b) Discharge No.2 (L=141.2cm)

(a) Discharge No.1 (L=90.5cm)Leader

図 3.1-12  正極性沿面放電における放電 1と放電 2の進展様相 
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 (B)  負極性沿面放電の場合 

① 放電進展長: Tf ≧10.0[μs]の場合，進展長の減少領域は現れず，印加電圧波高値の上

昇とともに単調に増加するようになる。 
② 放電進展様相: Tf ≧10.0[μs]の場合，電線表面に密着して進展し，Tf ＝1.2[µs]のとき

に放電先端で発生するジャンプ現象は発生しない。 
③ 放電電流: 正極性沿面放電の場合と同様の傾向を示し Tf ＜10.0[μs]の場合，放電電

流は連続的となり，その進展も連続的となる。Tf ＝10.0[μs]の場合，放電電流は連

続的または間欠的となり，その進展も両者が混在する。Tf ＞10.0[μs]の場合，放電

電流は間欠的となり，その進展も間欠的となる。 
④ 放電進展速度: 正極性沿面放電の場合と同様の傾向を示し，Tf の増加とともに速度

は減少する。 
 

（２）大気中のバリア放電とその応用に関する研究 

（A）  大気圧均一 DBDの発生メカニズムの解明 

電極間に誘電体（バリア）を挿入して交流高電圧を印加すると，フィラメント放電

(Filamentary Discharge: FD と略する)の集合体が電極間に発生する。この放電は，誘電

体バリア放電（Dielectric Barrier Discharge: DBD と略する）と呼ばれる。DBD はオゾン

生成や表面改質などへ応用され，今後は排ガス浄化への応用も期待されている。 
DBD 装置を用いて大気圧中で発生する均一放電には，大気圧グロー放電(Atmospheric 

Pressure Glow Discharge: APGD と略する)と大気圧タウンゼント放電(Atmospheric 
Pressure Townsend Discharge: APTD と略する)がある。ここで，APGD は，（1）1[kHz]以
上の高周波電界を放電装置に印加する，（2）プラズマの原料ガスに He などの希ガスを

用いる，（3）少なくとも一枚の誘電体を電極間に挿入する，という条件で発生する。一

(a) Discharge No.1, L=91.3cm

Waveform of
impulse voltage V

Waveform of
discharge current I

-26.7kV/div

-2.7A/div

1.0µs/div 1.0µs/div

(b) DischargeNo.2, L=140.8cm

Ｉ Ｇ Meas. of
voltage

Meas. of
current

Discharge
current I

V

Primary
discharge

Secondary
discharge

E-95kV

B

C

D F

A

図 3.1-13  正極性沿面放電における放電 1 と放電 2 の放電電流（Vm＝100[kV]） 
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方，APTD は，（1）高純度の窒素ガスを用いる，（2）少なくとも一枚の誘電体を電極間

に挿入する，という条件で発生する。しかし，窒素ガス中に酸素ガスが数[ppm]でも原

料ガスに含まれると均一放電モードが FD モードに転移してしまうことから，均一放電

は，オゾン生成や排ガス中の NOx 処理に従来の均一 DBD は適用できなかった。近年，

DBD 装置のバリア材料にアルミナ（型番：A473，京セラ株式会社）を用いることによ

り，大気圧空気，窒素，酸素中などで均一なバリア放電を発生させることに成功した。

しかし，その均一 DBD の放電形態や発生メカニズムについては不明な点が多かった。 
 

＜平成２３～２４年度＞ 
(Ⅰ) 大気圧均一 DBDの種類特定 
 高速度ビデオカメラ，暗視装置付き静止カメラ，高圧容器などを使用して，大気圧か

ら 0.17[MPa]までの空気や純酸素中で発生する DBD の発光や電流波形を調べた。得ら

れた成果を以下に要約する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 図 3.1-14に示す実験システムを構築した。システムは，インバータ式の交流電源（NF

回路設計ブロック社製，4210，容量 1[kVA]），試験用変圧器（山菱電機社製，

YHT-15K-0.5K，変圧比 1:150），高電圧プローブ（パルス電子技術社製，EP-50K，

分圧比 2000:1），電流測定用抵抗（30[kΩ]または 10[kΩ]），電荷（電流の積分値）測

定用積分コンデンサ（0.1[μF]），イメージインテンシファイア（浜松ホトニクス社製，

Model-C5100）を付けたデジタルカメラ（ニコン社製，D200），高速度カメラ（Photron
社製，FASTCAM-512PCI），オシロスコープ（Tektronix 社製，TDS-2024B）で構成

される。 
② 図 3.1-15 に示すように，京セラ社製 A473 アルミナ（以後，A473 バリアと呼ぶ）

を使用すると発生する均一 DBD の発光は，陽極側の誘電体表面に近づくほど強く，
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図 3.1-14  バリア放電の観測システム 
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横方向には一様になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 図 3.1-16 に示すように，半周期に一回だけ連続的な電流が流れ，FD の場合の特徴

的な無数のパルス電流は見られない。これらの電流波形は，Naudé らが報告してい

る 500[Hz]で発生した窒素ガス中の APTD の電流波形と類似している。また，ギャ

ップの放電維持電圧が大気圧空気の絶縁破壊電圧とよく一致している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上の研究から，この大気圧均一 DBD は，先の半サイクルで陽極側のアルミナに一

様に残留した電子が，次の半サイクルで逆極性の電界印加となるため，一斉に陽極側に

移動するとき生じる電子なだれと，それによりガス空間で生じる正イオンが陰極側のア

ルミナに衝突するとき生じる二次電子放出に支配されるタウンゼント放電，すなわち

APTD となることが明らかにされた。 
 
 

図 3.1-15  大気圧空気中における均一放電 
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図 3.1-16  印加電圧，ギャップ電圧，および電流波形 
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(Ⅱ) APTDの発生メカニズム解明 
 従来，タウンゼント放電は，高純度の窒素ガス中や低気圧状態にしなければ発生しな

かった。高純度窒素ガス中では，窒素の準安定分子が結合性電離を起こし，次の電子な

だれに必要な種電子を多量に供給できるため，放電が均一化される。一方，低気圧状態

では，電子なだれが半径方向に拡散しやすいため放電が均一化される。ここでは，純酸

素や空気中で発生する新しい APTD の発生メカニズムを解明するために，放電が均一化

され難い高気圧乾燥空気中（0.17[MPa]）で実験を行った。得られた成果を以下に要約

する。 
① 図 3.1-17 に示すように，発生した均一 DBD の発光は，陽極側の誘電体表面に近づ

くほど強く，横方向には一様になり，大気圧空気中の特性と同じであった。また，

図示しないが，ギャップの放電維持電圧が高気圧乾燥空気の絶縁破壊電圧と一致し

た。これらのことから，A473 バリアを使用すれば，高気圧タウンゼント放電（High 
Pressure Townsend Discharge: HPTD）を発生できることが分 

② 高気圧空気中でも TD を発生できたことから，純酸素や空気中で発生する新しい

APTD の発生メカニズムは，陽極側のアルミナバリアに一様に残留した電子が，次

の半サイクルで逆極性の電界印加となるため，一斉に陽極側に脱離するときに生じ

る現象であると考えられる。図 3.1-18 は，予想される新しい APTD の発生モデル図

を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)  0.17 MPa (positive polarity) (b)  0.17 MPa (Negative polarity) 

(c)  0.1 MPa (Negative polarity) (d)  0.1 MPa (positive polarity) 

図 3.1-17  高気圧乾燥空気中での均一 DBD 
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＜平成２５年度＞ 
APTDの発生メカニズム解明 
 昨年度までの研究によって，大気圧空気や酸素中で発生する APTD は，誘電体表面に

蓄積される電子の量や分布を制御すれば発生可能であることを明らかにできた。本年度

は，その発生メカニズムに関連する誘電体表面の電子の蓄積量や帯電の消滅を明らかに

するために，半球棒電極と APTD を発生できるバリア（A473 バリア）や FD しか発生

できないバリア（京セラ社製 A440 アルミナを使用したバリア。以後，A440 バリアと

呼ぶ）で覆った平板電極からなる電極系と表面電位計で構成される実験システムを構築

し，負極性のコロナ放電で負に帯電させたバリア表面の電荷蓄積や消滅の状態を明らか

(a) Applied voltage, gap voltage  
and current waveforms 
(previous half cycle) 

(b) Before reversion of  
polarity 

(c) Homogeneous electron 
detachment and to the 
barrier surface on the 
cathode 

(d) Continually homogeneous  
Ion bombardments uniform  
Electric field formation 

(e) Recharge of positive ions, 
secondary emission of  
electronsand generation of  
the Townsend discharge 

(f) After the end of 
the Townsend 
discharge 

図 3.1-18  空気中の APTD 発生モデル 
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にした。また，放電発光をイメージインテンシファイア付き静止カメラで観測した。得

られた成果を以下に要約する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Material code A473 A440 
Discharge mode APTD FD 
Main material Al2O3 
Purity 92% 
Surface roughness 0.390µm 0.410µm 

 
 
① 図 3.1-19(a), (b)に示す実験システムを構築した。システムは，直流高圧安定化電源

(パルス電子技術社製，型番：HDV-30K10SUD）と表面電位計（TREK 社製，型番：

MODEL 341HV）で構成される。表面電位が高いほど誘電体表面に多量の電子が蓄

積されると考えた。実験では，表 3.1-1 に示すバリア材料を用いた。この材料は，

アルミナの純度，比誘電率および表面粗さがほぼ均一と言う特徴を持つ。 
② 図 3.1-20 に示すように，APTD を発生できる A473 バリアを用いた場合，コロナ放

表 3.1-1  バリア材料の特徴 

図 3.1-19  実験システムの概略図 

H.V. probe
(2000:1)

Resistor
(10 kΩ)

DC
Power
Source

Grounded
electrode

Barrier
Digital 
camera

Image 
intensifire

Hemisphere 
electrode

Ch.1

Oscilloscope
(200MHz,2.0GS/s)

Ch.2

Gap=1mmElectrode
Barrier

Hemisphere electrodeφ=8mm

R=4mm

1mm

HVDC
Power
Supply

(a) 実験回路図 

(b) 放電電極系 
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電発生時の電流パルスの本数は，FD しか発生できないバリアに比べて少ないこと，

および 1 発のパルス電流値が大きいことを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 図 3.1-21 に示すように，A440 バリアを用いた場合，半球棒電極とバリアの間で発

生した FD の発光は強かった。しかし，A440 バリアを用いた場合，FD の発光はか

なり弱かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 図 3.1-22 に示すように，半球棒電極に-30[kV]の電圧を 30[s]印加したとき，A473 バ

リアの表面電位は-14[kV]となったが，A440 バリアの表面電位は-2.2[kV]であった。

このことから，APTD を発生できるバリアには，バリア表面に電子を蓄積しやすい

性質があることがわかった。 
⑤ 図 3.1-23 に示すように， A473 バリアの表面電位は，300[s]経過しても-0.83[kV]で

あったが，A440 バリアの表面電位は，160[s]で 0[V]となった。 
⑥ 図 3.1-24 に示すように，A473 バリアの時定数は 20[s]から 60[s]であったが，A440
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図 3.1-20  電流・電圧波形の代表例 

(b)  A473 barrier (a)  A440 barrier 

Weak filamentary discharges
[Exposure time: 10 sec]

A473

Strong filamentary discharges
[Exposure time: 10 sec]

A440

図 3.1-21  放電様相の代表例 

(b)  A473 alumina barrier (a)  A440 alumina barrier 
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バリアの時定数は約 10[s]と小さかった。APTD を発生できるバリアには，バリア表

面に蓄積された電子を維持しやすい性質があることがわかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜平成２６年度＞ 
APTDの発生メカニズム解明 

本年度は，昨年度に構築した表面電位計測システムに電動アクチュエータと表面電位

計を組み合わせ，帯電分布計測システムを構築した。負極性のコロナ放電で負に帯電さ

せたバリア表面の電子蓄積分布を測定した。得られた成果を以下に要約する。 
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図 3.1-22  印加電圧と表面電位の関係 図 3.1-23  表面電位減衰特性 

図3.1-23  時間減衰図から求めた時定数時定数の印加電圧依存性 
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① 図 3.1-24 に示す帯電分布計測システムを構築した。システムには，電動アクチュエ

ータ（SMC 社製，型番：LEFS16A-200-S36N）とメモリハイロガー（HIOKI 社製，

型番：LR8431）が追加されている。 
② 図 3.1-25 に示すように，負極性のコロナ放電で発生させた電子を付着させた A473

バリアの表面電位は，コロナ放電の照射位置である誘電体中心部で最高となり，中

心部から離れると低くなった。また，中心部から 40[mm]離れた位置の表面電位は

-1.5[kV]であった。また，負極性のコロナ放電で発生させた電子を付着させた A440
バリアの表面電位は，A473 バリアと同様，誘電体中心部で最高となったが，誘電

体中心部から離れると急激に低下し，20[mm]位置で約-1[kV]になった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 図 3.1-26 に示すように，放電はギャップで発生するフィラメント状の放電と誘電体

表面で発生する沿面放電で構成されており，誘電体に蓄積した電子の量が多くなる

ほど発光が弱くなった。これは，誘電体表面に付与された多量の電子によってギャ

図 3.1-24  表面電位スキャンシステム 
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図 3.1-25  表面電位分布の計測結果 

(a)  A473 barrier (b)  A440 barrier 
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ップの電界が弱められたためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上の研究により，空気中で APTD を発生させるには，誘電体表面に付与される電子

の量が多く，径方向に広がりやすい性質を有するバリアが必要である可能性を明らかに

できた。 
 

＜平成２７年度＞ 
APTDの発生メカニズム解明 

誘電体表面における蓄積電子の移動現象について定性的に説明する為に，本年度は，

A473 バリアと A440 バリアの表面抵抗率を測定し比較した。また，APTD の発生にはバ

リア表面に蓄積された電子の一様性が重要と思われるが，昨年度までの実験システムで

はそれを測定できなかった。新たに開発した同期開閉装置を交流高電圧電源に組み込み， 
APTD 発生直後のバリア表面に蓄積された電子の一様性を明らかにした。得られた成果

を以下に要約する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 図 3.1-27 に示すような表面電位計測システムを構築した。システムは，交流高電圧

図 3.1-26  放電様相の代表例 

(a)  A473 barrier (b)  A440 barrier 
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DC12V

Surface 
Potential Meter

H.V. 
Source

図 3.1-27  同期開閉装置を組み込んだ実験システム 
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を発生するネオントランス（61-15296, ダイヘン），電圧位相の検出と遮断指令を発

生するスマートリレー，高電圧を遮断する電磁リレー，電動アクチュエータならび

に各種測定器で構成されている。 
② 図 3.1-28 に示すように， APTD を発生できないバリアの表面抵抗率は 3.14×1013 

[Ω/sq]であり，APTD を発生できるバリアの表面抵抗率は 1015[Ω/sq]以上であること

がわかった。このことから，APTD を発生できるバリアでは，表面抵抗率が高いた

め蓄積した電荷が半径方向に逃げずに，多量の荷電粒子が蓄積されたと考えられる。 
③ 図 3.1-29 に示すように，APTD 発生直後は，バリア表面に電子が一様に蓄積される

様子を明らかにできた。これは，バリア表面に蓄積された電子が陰極を一様に出発

することと，それによって平等電界がギャップに形成されることを意味する。 
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図 3.1-28  表面抵抗率と体積抵抗率の測定結果 
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（B1）  大気圧均一 DBD（APTD）を用いた空気・酸素原料オゾン発生器のオゾン

生成特性 

＜平成２３～２４年度＞ 
従来の DBD と均一 DBD でオゾン生成実験を行い，単位容積当たりの原料ガスに注

入される電気エネルギーを変えた時のオゾン濃度やオゾン生成効率を比較した。得られ

た成果を以下に要約する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 図 3.1-30 に示す実験システムを構築した。システムは，オゾン発生器（オゾナイザ），

流量計（堀場エステック社製，SEF-51），流量調整器（キーエンス社製，FD-C1）
紫外線吸収式のオゾンモニタ（荏原実業社製，EG-3000B/01），インバータ式の交流

電源（NF 回路設計ブロック社製，4210，容量 1[kVA]），高周波変圧器（山菱電機

社製，YHT-15K-0.5K，変圧比 1:150），高電圧プローブ（日新パルス電子社製，EP-50K，

分圧比 2000:1），電流測定用抵抗，電荷測定用コンデンサで構成される。 
② 図 3.1-31 に示すようなオゾナイザを製作した。電極のサイズは 80[ mm]×80[mm]で

あり，電極の厚みは 0.01[mm]である。また，誘電体のサイズは 100[mm] × 100[mm] 
であり，その厚みは 1.0[mm]である。バリア放電装置は，図 3.1-31(a)に示すように，

アクリル樹脂製のフローガイドの中に設けられている。図 3.1-31(b)は，A-B 断面図

である。タングステン製の薄膜電極（面積 6400[mm2]）は空気よりも絶縁耐力の高

いアルミナで覆われているので，電極端部での異常放電を防止できる仕組みになっ

ている。なお，誘電体と電極は，自然冷却のみで特別な冷却機構は設けていない。 
③ 図 3.1-32 に示すように，従来の DBD を用いた空気原料オゾン発生器では，注入エ

ネルギーを大きくするとオゾン生成効率は急激に低下したが，APTD を用いたオゾ

ン発生器では，注入エネルギーを大きくしてもオゾン生成効率はほとんど低下しな

かった。一方，従来の DBD を用いた酸素原料オゾン発生器では，オゾン生成効率 
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図 3.1-30  オゾン発生特性の実験・評価システム 図 3.1-30  オゾン発生特性の実験・評価システム 
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は約 250[g/kWh]であったのに対し，APTD を用いた酸素原料オゾン発生器では，オ

ゾン生成効率は約 25[g/kWh]であった。 
④ 図 3.1-33 に示すように，空気原料オゾン発生器のギャップ長を 2[mm]から 0.3[mm]

まで短くし，APTD の換算電界を 125[Td]から 200 [Td]に高くすると，注入エネルギ

(b)  酸素原料 (a)  空気原料 
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図 3.1-31  オゾナイザの外観と断面図 

(a)  Photograph of APTD ozonizer 

(b)  Cross sectional view along A-B 
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図 3.1-32  放電モードの影響 
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ーの少ない領域では，原料ガスの種類に関係なくオゾン生成効率は 55[g/kWh]に向

上できたが，注入エネルギーを多くするとオゾン生成効率は急激に低下した。また，

酸素原料オゾン発生器では，注入エネルギーの少ない領域において，短ギャップ化

によって換算電界が高くなり，電子衝突による酸素分子の励起反応と解離反応が活

発に起きたためオゾン生成効率が高くなった。一方，注入エネルギーの多い領域で

は，励起酸素原子によるオゾン分解反応や放電空間の温度上昇によるオゾン熱分解

反応が活発になりオゾン生成効率が低くなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜平成２５年度＞ 
昨年度までに，FD モードや APTD モードのバリア放電をオゾン生成に用いたときの

オゾン生成特性を明らかにしてきた。放電電力と流量の比で求められる注入エネルギー

が 420[J/L]よりも少ない条件では，APTD を用いるよりも FD を用いる方がオゾン生成

効率は高かった。しかし，注入エネルギーがそれを越えると，FD を用いるよりも APTD
を用いる方がオゾン生成効率は高くなった。一般に，ギャップ長やガス圧力を最適化す

ることでオゾン生成効率を向上できることが報告されている。本年度は，放電場のガス

圧力を 0.2[MPa]（絶対圧力）まで高くできる APTD 方式の空気原料オゾン発生装置（ギ

ャップ長：2[mm]）を用いてガス圧力がオゾン生成特性に及ぼす影響を調べた。得られ

た成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-34 に示すオゾン生成・評価実験システムを構築した。図 3.1-35 は，使用する

バリア放電装置である。 
② 図 3.1-36 にに示すように，すべてのガス圧力条件において，注入エネルギーを多く

するとオゾン濃度は高くなった。同一注入エネルギー条件（例えば，300[J/L]）で

データを整理すると，ガス圧力を 0.1[MPa]から 0.2[MPa]に高くするとオゾン濃度は
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1086[ppm]から 940[ppm]に低下した。これは，図 3.1-37 に示すように，ガス圧力の

低下による換算電界強度 E/n の上昇により，オゾンの原料となる酸素分子の電子衝

突解離反応が活発に起きるようになったためである。 
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オゾン生成効率に着目すると，換算電界強度の低い APTD は空気原料オゾン発生器に

置いて，副生成物の一つである NOx の発生を抑制できる可能性が高いことから，次年

度以降は NOx レスオゾン発生器の研究に注力することにした。 
 

（B2）  均一 DBD（APTD）を用いた NOxレスオゾン発生器の原理検証 

＜平成２３～２４年度＞ 
空気を原料にしてオゾンを作ると，酸素分子だけではなく空気中の窒素分子も電子衝

突により解離し窒素ラジカルとなる。この窒素ラジカルが酸素ラジカルや酸素分子と結

合すると，人体に有害な自然分解できない NOx となる。ここで，酸素の解離エネルギ

ーの閾値は 6.1[eV]と 8.4[eV]であるが，窒素の解離エネルギーの閾値は 9.76[eV]と高い

ことが分かっている。このことから，従来の DBD で発生する FD 先端の換算電界は

500-800[Td]であるが，新しい APTD の換算電界が約 120[Td]と低いことをオゾン発生器

に応用すれば，オゾンガス中の NOx 発生を抑制できると思われる。ここでは，NOx 濃

度測定器や光路ガスセルを備えた FT-IR ガス分析システムを用いて，オゾンガスに含ま

れる副生成物を分析した。得られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-38 に示すような実験システムを構築した。システムでは，オゾナイザで生成

され，ステンレス製の充填容器に蓄えられたオゾンガスを 250[°C]以上に加熱し，

オゾンを熱分解させてから半導体センサ式の NOx 計を使用することにより，半導

体センサ式の NOx 計を故障させることなく NOx 濃度を測定できる。また，熱分解

装置の代わりに光路長 1[m]または 3[m]のガスセルを有するフーリエ変換型赤外分

光光度計(Fourier Transform Infrared Spectroscopy: FTIR)が接続可能である。 
② APTD を用いた空気原料オゾン発生器では，図 3.1-39 示すように，NOx の排出量を

64[%]～76[%]低減できることが分かった。 
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③ ガスセルを有する FTIR を用いた実験において，オゾンガスに含まれる NOx は，図

3.1-40 に示すように，N2O や N2O5であることが分かり，半導体センサ式 NOx 計の

測定結果と異なる結果となった。また，APTD を用いると，HNO3，N2O5ならびに

N2O の発生を抑制できることが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜平成２５年度＞ 
昨年度の研究において，NOx 濃度が定電位電解式 NOx 計による測定結果と FTIR に

よるオゾンガス副生成物の分析結果が異なった理由を明らかにするために，オゾン発生

器の下流にニクロム線と燃焼管からなる電気ヒータを設置し，ヒータへの投入電流を変

えることにより，オゾンの熱分解率を任意の値に調整したときの NOx 成分を調べた。

得られた成果を以下に要約する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 f = 200, 600 Hz
d = 1.0 mm
Q = 2.0 LPM

Wave number (cm-1)

A
bs

or
ba

nc
e 

(a
.u

) O3

N2O5

N2O5
N2OHNO3

O3
HNO3

FD
APTD

800 1000 1200 1400 1600 1800 2000 2200 2400
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

図 3.1-40  オゾン濃度と NOx 濃度の関係 

Wavenumber (cm-1)

A
bs

or
ba

nc
e 

(a
.u

.)

Initial ozone concentration: 1500ppm
Electric heater current: 0 A
Ozone decomposition rate: 0%HNO3

O3

(1313 cm-1)N2O5
N2O5

O3
N2O

(879 cm-1)

(1050 cm-1)

(1246 cm-1)

HNO3
(1720 cm-1)

(2220 cm-1)

800 1000 1200 1400 1600 1800 2000 2200 2400
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2

Wavenumber (cm-1)

A
bs

or
ba

nc
e 

(a
.u

.)

Initial ozone concentration: 1500ppm
Electric heater current: 3.5 A
Ozone decomposition rate: 96.9%HNO3

O3

(1313 cm-1)
N2O5

N2O5

O3

N2O(879 cm-1)

(1050 cm-1)

(1246 cm-1)
HNO3

(1720 cm-1) (2220 cm-1)

NO2
(1620 cm-1)

800 1000 1200 1400 1600 1800 2000 2200 2400
0.0

0.1

0.2

Wavenumber (cm-1)

A
bs

or
ba

nc
e 

(a
.u

.)

Initial ozone concentration: 1500ppm
Electric heater current: 4 A
Ozone decomposition rate: 100%

HNO3

(1313 cm-1)

N2O5
N2O5

N2O

(879 cm-1)
(1246 cm-1)

HNO3

(1720 cm-1)
(2220 cm-1)

NO2
(1620 cm-1)

(1900 cm-1)
NO

800 1000 1200 1400 1600 1800 2000 2200 2400
0.0

0.1

0.2

図 3.1-41  オゾン分解特性 

 44 



① 図 3.1-41 に示すように，電気ヒータの温度を高くしオゾンの熱分解率を 96.9[%]に
すると，N2O5の吸光度は低下し，NO2が発生することを確認した。更に電気ヒータ

の温度を高くしオゾンの熱分解率を 100%にすると，N2O5の吸光度は更に低下し，

NO2に加えて NO（波数：1900[cm-1]）も発生することを確認した。 
② オゾンガスを加熱分解して作ったゼロオゾンガス中のNOとNO2濃度を定電位電解

式のNOx計を使用して測定した結果とFTIRを用いてオゾンガスに含まれる副生成

物を分析した結果が異なる原因は，オゾンを加熱分解する過程において，N2O5が

NO や NO2に分解された為であることが確認できた。 
 

＜平成２６年度＞ 
本年度は，各種標準ガスを用いて副生成物の検量線を作り，N2O の定量分析および副

生成物の更なる発生抑制法を研究した。また，実用化を目指し，原料空気の湿度の影響

を調べた。得られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-42 に示すように，ギャップ長を 1[mm]から 3[mm]にすると N2O 発生率が

0.3[g/kWh]から 0.2[g/kWh]に低下した。これは，ギャップを長くすることで換算電

界が 180[Td]から 120[Td]に低下し，電子衝突による窒素分子の解離や励起を抑制で

きたためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 図 3.1-43 に示すように，ガス圧力を 0.1[MPa]から 0.2[MPa]に高くすると，オゾン生

成効率は低下したが，同一オゾン生成量に対する N2O の発生量は低下した。これ

は，換算電界が低下した為である。 
③ 図 3.1-44 に示すように，オゾン生成効率の低下分と N2O 発生率の低下分をまとめ

たものである。高圧力による N2O 低減効果は，注入エネルギーが大きくなる（オ

ゾン濃度が高くなる）ほど大きくなった。 
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(b)  換算電界 
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④ 図 3.1-45 に示すように，原料空気の湿度を変えたときのオゾン生効率を示している。

原料空気の湿度を高くするとオゾン生成効率が低下したが，APTD の特徴である注

入エネルギーを多くしてもオゾン生成効率が低下しない性質は変わらなかった。 
 

＜平成２７年度＞ 
空気の主成分は酸素（21[vol%]）と窒素（78[vol%]）である。バリア放電空間に空気

を流すとオゾンが発生するが，窒素分子への電子衝突によって窒素ラジカルや窒素の励

起種も発生する。窒素ラジカルや窒素の励起種が空気中の未反応の酸素分子と結合する

と，人体に有害で自然分解できない NOx が発生する。これまでに，オゾン生成に APTD
を使用すると，窒素酸化物の発生を抑制できることが分かった。また，広い放電ギャッ

プや高い放電場ガス圧力を採用して換算電界（一つの平均自由行程中に電子が電界から
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図 3.1-43  N2O の発生率と換算電界の計算結果（ガス圧力の影響） 
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得るエネルギー）を小さくすると，N2O の発生を更に低減できることが分かった。昨年

度は，空気中の湿度がオゾン生成効率に及ぼす影響を明らかにしたが，N2O の発生に及

ぼす影響は明らかでない。また，APTD を使用したオゾン発生器の原料ガス最適化がで

きていない。本年度は，窒素ガスと酸素ガスの分圧をパラメータにしたときのオゾン生

成特性と副生成物発生特性を調べ，APTD を使用したオゾン発生器に最適な原料ガスを

明らかにした。得られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-46 に示すように，同一注入エネルギーにおいて，湿度を高くすると N2O 発

生率が上昇した。N2O は，窒素の励起種（N2(A3Σu
+)）と空気中の酸素分子が反応

して発生することから，水分の混入によって放電空間中の電子の運動エネルギーが

低くなり，衝突解離されるはずであった窒素分子が励起状態にとどまったことが原

因として考えられる。 
② 図 3.1-47 に示すように，通常のバリア放電式オゾン発生器では，オゾンの原料が最

も多い純酸素のときにオゾン発生効率が最大となるのに対し，APTD では，窒素（80 
[vol%]）と酸素（20[vol%]）の混合ガスにおいて，オゾン生成効率が最も高くなっ

た。APTD では，衝突解離されるはずであった窒素分子が励起状態にとどまること

から，オゾン生成に必要な O ラジカルが窒素の励起種からも生成されたためと考

えられる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上の研究から，APTD を用いたオゾン発生器では，除湿した空気を原料ガスとして

使用すると，副生成物の発生が抑制され，高いオゾン生成効率が実現できることが分か

った。 
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図 3.1-46  原料空気中の湿度を変え 
たときの N2O 濃度 

図 3.1-47  オゾン濃度（酸素濃度依存性） 
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（C）  複合材料用炭素繊維の表面改質 

＜平成２５年度＞ 
大気圧空気プラズマを用いて炭素繊維（Carbon Fiber: CF）そのものに親水性の官能基

を付与することができれば，溶融した PP 樹脂が繊維の表面にボイド無く流れ込み，界

面接着力を改善できると考えた。今年度は，バイレック試験法やマルチチャンネル分光

器を利用して，大気圧空気プラズマ処理による開繊 CF の親水性向上の効果や親水性発

現のメカニズムについて実験を行った。得られた成果を以下にまとめる。 
① バリア放電による CF の大気圧空気プラズマ処理装置が，図 3.1-48 に示すように構

築された。このシステムは，1.5[mm]のギャップを有する誘電体バリア放電装置に

挿入した開繊 CF（図 3.1-49）を処理できる。 
② 図 3.1-50 に示すように，導電性を有する CF をバリア間に挿入しても，DBD が安定

に発生することを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 図 3.1-51 に示すように，プラズマ処理していない CF の吸水量は 45.3[mg]（標準偏

差：7.22[mg]）であったのに対し，1800[s]処理した CF の吸水量は 65.4[mg]（標準

偏差：11.2[mg]）に増えた。このことから，大気圧空気プラズマ処理による CF の

親水性向上を確認できた。 
④ 図 3.1-52 に示すように，バリア放電からは，OH ラジカル（波長：315[nm]付近）

や O ラジカル（波長：747[nm]，777[nm]，844[nm]付近）の発光を確認できた。 
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図 3.1-48  炭素繊維の大気圧プラズマ処理装置 

図 3.1-49  開繊 CF(東レ社製，T-700CF12K) 図 3.1-50  大気圧空気プラズマによる 
CF 処理 
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以上の研究から，大気圧空気プラズマ処理により CF の親水性が向上したのは，プラ

ズマ中の O ラジカルや OH ラジカルにより，親水性の極性基であるヒドロキシル基

（-OH）やカルボキシル基（-COOH）が CF 表面に導入された為と思われる。 
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図 3.1-51  プラズマ処理時間と吸水量の関係 

図 3.1-52  マルチチャンネル分光器（PMA-50）による発光分析 
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＜平成２６年度＞ 
昨年度は，室内空気プラズマ処理によって，CF の接着力に影響を与える吸水量が増

加することを確認した。しかし，吸水量増加のメカニズムを明らかにしていない。そこ

で，本年度は，X 線光電子分光法(X-ray Photoelectron Spectroscopy: XPS)を用いて CF 表

面に導入された極性基を調べた。得られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-53 と図 3.1-54 に示すように，未処理の CF 表面には，C-C or C-H（C1 ピーク），

C-O（C2 ピーク），C=O（C3 ピーク，カルボニル基），O-C=O（C4 ピーク，カルボ

キシル基）が存在することを確認した。これは，CF にサイジング剤（O や H を含

む高分子化合物）が塗布されていた為である。 
② 室内空気プラズマ処理により，C1 ピークと C2 ピークが減少することを確認した。

これは，サイジング剤への電子衝突や発生した O ラジカルや OH ラジカルの強い酸

化力によって，サイジング剤を構成する分子の結合が切断された為である。 
③ 室内空気プラズマ処理により，C3 ピークと C4 ピークが増加することを確認した。

これは，放電で発生した O ラジカルや OH ラジカルの強い酸化力により，CF また

はサイジング剤表面にカルボニル基やカルボキシル基が付与された為である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の研究から，親水性の向上は，カルボニル基やカルボキシル基が付与された為で

あることが明らかにされた。 
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図 3.1-53  未処理の CF 図3.1-54  60 s処理後のCF 
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＜平成２７年度＞ 
昨年度は，DBD で発生した O ラジカルや OH ラジカルの強い酸化力により，CF また

はサイジング剤の表面にカルボニル基やカルボキシル基を付与できること，および親水

性が向上することを明らかにした。一方，過度の DBD 処理は，CF の強度を低下させる

可能性がある。また，親水性の向上によって，CF/PP の界面接着力が改善することを明

らかにする必要がある。本年度は，DBD 処理による CF の劣化，および最適化された

条件でプラズマ処理した CF と未処理の PP フィルムで成型した CFRTP の界面接着力を

調べた。得られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-55 は，新たに開発した CF の連続プラズマ処理装置のプロトタイプ概略図を

示す。長尺の繊維でもプラズマ処理が可能となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 図 3.1-56 に単 CF の引張強度の処理時間・電力依存性を示す。プラズマ空間に存在

する高エネルギー電子の衝突や，高い酸化還元電位を持つオゾン，O ラジカル，OH
ラジカルによる酸化によって CF の引張強度が低下することを確認した。 
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図 3.1-55  CF の連続プラズマ処理装置（プロトタイプ） 
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③ 図 3.1-57 に示す界面直角方向引張試験により，大気圧空気プラズマ処理が界面接着

力に及ぼす影響を調べた結果，図 3.1-58 に示すように，小さい電力で短時間のプラ

ズマ処理された CF の CF/PP の界面接着力は向上した。また，大きい電力で長時間

プラズマ処理された CF では，図示しないが，CF/PP 界面の剥離と，CF の割ける現

象が同時に起きることを確認した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上の研究から，CF/PP の界面接着力を強度させるには，弱い放電で短時間の表面処

理を施すことが重要であることが分かった。 
 

（D）  低温プラズマと脱硝触媒を併用した低温度ディーゼルエンジン排ガス中 
の NOx 除去 

＜平成２３～２４年度＞ 
触媒充填低温プラズマリアクタにおける低温プラズマの種類には，沿面放電を利用す

る方式や DBD を利用する方式が提案されている。前者は，高電圧電極がリアクタのガ

ス流路を占有しないため，触媒の充填量を多くできるが，触媒全体にプラズマを発生で

きないため触媒の活性化が不十分になる可能性がある。一方，後者は，高電圧電極がリ

アクタのガス流路を占有するため，触媒の充填量を少なくしなければならないが，触媒

全体にプラズマを発生できるため，全ての触媒を活性化できる可能性がある。しかし，

どちらの触媒充填プラズマリアクタが NOx 除去に適しているかは明らかにされていな

い。ここでは，沿面放電や DBD を利用した 2 種類の触媒充填プラズマ装置を作成し，

NOx 測定器を使用して，2.4[kVA]ディーゼルエンジン発電機の排ガスに含まれる NOx
除去性能を調べた。得られた成果を以下に要約する。 
① 図3.1-59に示すシステムを構築した。ディーゼルエンジンの容量は2.4[kVA]である。
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図 3.1-57  界面直角方向引張試験 図 3.1-58  界面接着力へのプラズマ処理 
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発電機に接続された電気負荷の容量を変えることにより排ガス中の NOx 濃度を任

意の値に調整できる。図 3.1-60 は，リアクタの断面図と放電写真を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 図 3.1-61 に示すように，沿面放電を利用したリアクタの NOx 除去率は 16[%]であ

り，そのときの NOx 除去効率は 2.4[g/kWh]であったが，DBD を併用したリアクタ

の NOx 除去率は 22[%]であり，そのときの NOx 除去効率は 11[g/kWh]であった。

以上のことから，触媒の充填量が少なくても，DBD を利用する方式の方が NOx 除

去に適していることが分かった。 
③ 図 3.1-62 に示すように，リアクタを長くし，放電空間や充填できる触媒量を多くす

(b)  沿面放電タイプリアクタ (a)  バリア放電タイプリアクタ 

図 3.1-59  触媒充填低温プラズマリアクタを装着したディーゼルエンジン発電機 

図 3.1-60  リアクタの断面図と放電写真 

(c)  バリア放電タイプリアクタの放電 (d)  沿面放電タイプリアクタの放電 

 53 



ると，NOx 除去性能が向上することが分かった。これは，排ガスのリアクタ滞留時

間が長くなり，多くのNOが低温の脱硝触媒で除去され易いNO2に酸化されたこと，

および DBD で活性化した触媒の量が多くなった為と思われる。 
④ 図 3.1-63 に示すように，触媒サイズを変えても NOx 除去性能に違いは現れなかっ

た。これは，触媒の粒子径を小さくして触媒の表面積を増やしても，電界緩和効果

により放電が弱くなり，触媒があまり活性化されない為と思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜平成２５年度＞ 
(Ⅰ) 触媒充填低温プラズマリアクタによる NOx除去メカニズムの解明 
昨年度までの研究より，高電圧電極がリアクタのガス流路を占有するため，触媒の充

填量を少なく必要があった。しかし，触媒全体にプラズマを発生できる DBD を併用し

たリアクタが NOx 除去に適することが分かった。本年度は，そのリアクタを用いて，

担持金属の有無，還元剤であるアンモニア（濃度：410[ppm]）添加の有無ならびに触媒

の種類を変えることにより，NOx 除去に不可欠な因子の特定を試みた。実験では，不

図 3.1-63  触媒サイズの影響 
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純物やススによるリアクタの劣化を防止するために，模擬ディーゼルエンジン排ガス

(NO 濃度：202[ppm]，NO2濃度：3[ppm]，O2濃度：15[%]，N2バランス)を用いた。得

られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-64 に示すように，模擬ディーゼルエンジン排ガスを用いたプラズマ支援尿素

SCR システムを構築した。リアクタの温度は，恒温容器内の高温ガス流によって調

整される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 図 3.1-65 に示すように，アナタース型の TiO2（粒子直径：4～6[mm]）のみでは，

温度を高くしても NH3を添加した模擬排ガス中の NOx 濃度を低減できないが，バ

ナジウム(V）を担持すると NOx 濃度は 205[ppm]から 170[ppm]に除去されることを

確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 図 3.1-66 に示すように。V/TiO2触媒を充填したリアクタでは，放電電力を大きくす

図 3.1-64  模擬ディーゼルエンジン排ガス中の NOx 除去実験システム 

図 3.1-65  プラズマを併用しないときの NOx 除去性能 
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ると NOx 濃度が 205[ppm]から 14[ppm]まで低下した。一方，TiO2触媒でも，放電

電力を大きくすると NOx 濃度が 205[ppm]から 132[ppm]に低下した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 図 3.1-67 に示すように， NH3を添加しない模擬排ガスでは，TiO2触媒とバリア放

電を併用しても NOx 濃度を低減できなかったことから，TiO2触媒でもバリア放電

の併用により NOx 濃度が減少したのは，光触媒効果によるものではないことが明

らかになった。また，NH3を添加した模擬排ガスでは，ガラスビーズ（SiO2）とバ

リア放電を併用しても NOx 濃度を低減できなかったことから，プラズマ支援尿素

SCR 法による NOx 濃度減少は，排ガス中の NOx が硝酸アンモニウムにならず，プ

ラズマと触媒によって分解されていることが明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の研究より，プラズマ支援尿素 SCR 法に必要な因子は，NH3と TiO2であること

が明らかになった。 
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図 3.1-66  触媒種類の影響 
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(Ⅱ) 触媒充填低温プラズマリアクタの高性能化 
平成 23～24 年度の研究より，DBD を併用したリアクタが NOx 除去に適しているこ

とが分かった。 
 

＜平成２５年度＞ 
印加電圧波形を変えて，NOx 除去性能の違いを調べた。実験では，正弦波交流電圧(数

百 Hz まで)の交流高電圧を触媒充填プラズマリアクタに印加し続けた場合, および約

80[kHz]の高周波高電圧(1 サイクルのみ)を間欠的にリアクタに印加し続けた場合の

NOx 除去性能を調べた。得られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-68に示すように，放電電力を大きくすると，NOx濃度を 60[ppm]低減できた。

また，繰返し印加回数を 10[kHz]にすると，NOx 濃度を 54[ppm]低減できた。これ

は，高周波高圧電源（PHF-2K）の繰返し印加回数が減ることにより，放電ででき 
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た各種ラジカルによって，触媒で除去され易い NO2が触媒で除去され難い NO にな

るのを抑制できた為と思われる。また，同一放電電力では，高周波電源を使用した

方が酸化性能は低下したが，NOx 濃度に違いは現れなかったことから，NO 濃度と

高周波高電圧の使用により，NO から NO2への酸化反応だけではなく，放電ででき

た N ラジカルによる NO の直接還元と思われる反応の発生が確認できた。 
② 図 3.1-69 に示すように，0～30[%]の NOx 除去率における NOx 除去効率は，正弦波

交流よりも高周波高電圧のほうが最高で約 0.5[g/kWh]向上することが分かった。 
 

＜平成２６年度＞ 
 昨年度までに，プラズマ支援尿素 SCR 法に必要な因子は，NH3と TiO2であること

を明らかにできた。本年度は，脱硝触媒に使用される TiO2の比表面積を変えたときの

NOx 除去性能を調べた。得られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-70 に示すように，バナジウム担持割合が同じ場合，TiO2の比表面積が大きい

ほど，O ラジカルやオゾンによる NO から NO2への酸化と脱硝触媒による NO2の分

解除去性能が向上した。 
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図 3.1-70  比表面積の影響 

図 3.1-71  電子顕微鏡による触媒表面の観察 
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② 図 3.1-71 に示すように，TiO2の比表面積が大きいほど，バナジウム担持後の触媒表

面の凹凸が大きくなることを卓上電子顕微鏡(日立ハイテク，TM3000)にて確認した。 
 

＜平成２７年度＞ 
昨年度は，V の担持割合が同じ場合，TiO2の比表面積が大きいほど，NO から NO2へ

の酸化と脱硝触媒による NO2の分解除去性能が向上することを明らかにした。本年度

は，脱硝触媒に担持される V の割合が NOx 除去性能に及ぼす影響を明らかにした。得

られた成果を以下に要約する。 
① 図 3.1-72 に示すように，同一放電電力では，V の担持割合が高くなるほど NOx 濃

度が低くなることが分かった 
② 表 3.1-2 に示すように，V の担持割合を高くするとプラズマによる触媒の低温活性

化効果が低くなる傾向を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
V の担持割合（wt%） 

0  0.17  0.52 0.7 

触媒単独@120 °C (ppm) 200 200 168  153  

触媒@120 °C +プラズマ

@6W (ppm) 
113  127  103  79  

低温活性化効果 (°C) －  88  57  65  
 
 

表 3.1-2  低温活性化効果 
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（３）植物系代替絶縁油の電気絶縁特性に関する研究 

過去 100 年以上に渡って，電力変圧器を始めとする油入高電圧機器の内部絶縁には，

絶縁油とプレスボードの複合絶縁系が採用されてきた。特に，化石資源ベースの鉱油は，

電気絶縁・冷却媒体として優れた性能を持つことから最も広く用いられた。しかし，鉱

油は比誘電率，引火点が比較的低く，僅かな毒性があり，生分解性も低い。さらに，近

年では原油資源の枯渇による供給不安，硫化銅腐食，燃焼時の大気汚染や漏油による環

境汚染などの問題から，地球環境の悪化が懸念され，鉱油に代わる環境適応性の絶縁油

として，植物由来の絶縁油に関心が寄せられ，それらの電気絶縁特性が重要視されてい

る。一方，上記のような複合絶縁系の絶縁油／固体誘電体界面は，誘電率整合が難しく

雷サージなどの過電圧により沿面放電が進展し易い電気的弱点部となる。それゆえ，絶

縁油／固体誘電体界面で生じる油中沿面放電は，電力機器内部の絶縁設計に対して理解

すべき重要な現象である。本研究では，代替絶縁油として有力と思われる菜種油および

パームヤシ脂肪酸エステル（PFAE）油に着目し，常温，常圧条件下で，絶縁油／プレ

スボード界面を進展する種々の沿面放電特性を計測し，鉱油中の特性と比較しながら検

討してきた。 
 

＜平成２３～２４年度＞ 
雷サージなどの侵入による油入変圧器内部の沿面フラッシオーバは複雑な経路をた

どり，高電界領域，比較的低い電界領域，固体誘電体間の隙間，固体誘電体の貫通破壊

などを経由する場合が多い。油中沿面放電現象をより深く理解するために，PFAE 油中

に浸した固体誘電体板間の狭い隙間（この場合，二つの界面（固体／絶縁油／固体）が

存在する）を進展するインパルス沿面放電の振る舞いとフラッシオーバ電圧の関連性を

調べた。表 3.1-3 は，供試絶縁油の代表的な物性値を示す。この研究では，図 3.1-73 に

示すように，2 種類の電極構成：「絶縁油／プレスボードの単一界面を持つ ModelⅠ」と

「固体誘電体板間に狭い隙間を設けた ModelⅡ」が使用され，ModelⅡにおける固体誘

電体板間の間隔 ΔD は，0.1～2.0[mm]の範囲としている。プレスボードの片面には針電

極と対向電極（接地電極）が取り付けられ，裏面に背後電極（BSE：接地した銅棒）が 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

表 3.1-3  供試絶縁油の代表的な物性値 

(80    )C

(80    )C
-3

3.1 10tan

(80    )C

g/cm

mm /s

C

C
C

(15    )CDensity

Physical properties Electrical properties

0.86
oil
Mineral

oil
Mineral

3 0.88
Kinetic viscosity 2

Pour point
5.06 8.13

Flash point
-32.5 -45.0

81

2.95176 152
Toxicity non-

toxic
slightly
toxic

Ability to biodegradability high

Breakdown voltage
kV/2.5mm

(Moisture level:
10 ppm or less)

70-75

Relative permittivity 2.2
Dissipation factor:

Volume resistivity
W  cm.Water saturation high low

ppm (~2500) (~80)(20    )

12
7.1 10

-4
5.0 10

15
7.6 10

C(40    )

low

δ
××

× ×

PFAE
oil

PFAE
oil
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有るものと無いものを準備した。針電極に波高値 Vp=0～±140[kV]（±1.2/50[μs]と
±1.2/1000[μs]）の雷インパルス電圧を印加して沿面放電を発生させた。図 3.1-74 は，沿

面放電特性を調べるために構築した実験系の概略図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (B) (A) 

 (B) (A) 

図 3.1-74  実験系の概略図 

図 3.1-73  電極構成の概略

 

(a)  ModelⅠ 

(b)  ModelⅡ 
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 研究の結果，以下の新しい知見を得た。 
 

（A）  ModelⅠの沿面放電特性 

図 3.1-75 は，放電進展長 Lmと印加電圧 Vp（ピーク値）の関係を示す（ModelⅠ）。 
① PFAE 油と鉱油の両者において，正極性ストリーマは，同一印加電圧で負極性スト

リーマより長く進展する。 
② BSE が存在すると両極性のストリーマは拡張され，フラッシオーバ電圧は BSE の

無い場合より低くなる。 
③  印加電圧の波尾長が長い場合，両極性のストリーマはより成長する。 
④  PFAE 油中のストリーマ進展長は，鉱油中よりやや短いが，フラッシオーバ電圧

は，両絶縁油で大体同じである。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(B)  ModelⅡの沿面放電特性（固体誘電体板間の間隔；0.1 [mm]の場合） 

図 3.1-76 は，放電進展長 Lmと印加電圧 Vp（ピーク値）の関係を示す（ModelⅡ）。 
① PFAE 油と鉱油の両者において，BSE が無い場合，ストリーマの進展長は極めて短

く，フラッシオーバ電圧は非常に高い。 
② BSE を設けることによって，両極性のストリーマ進展長は大きく拡張され，フラッ

シオーバ電圧は BSE が無い場合より極めて低くなる。さらに，この場合，同一印

加電圧で負極性ストリーマの進展長は正極性ストリーマより長くなり，ModelⅠの

場合とは逆の関係となる。これは，狭い隙間を進展するストリーマの特徴であるこ

とが分かった。 
③ 狭い隙間を進展するストリーマの成長は，ModelⅠの場合に比べて大きく抑制され，

放電電流パルスは，印加電圧の波尾長でも長く持続して発生する。そのため，スト 

(a)  PFAE oil 

 

90 100 110 120 130 14010 20 30 40 50 60 70 80

35

45

10

20

30

40

50

5

15

25

Flashover

St
re

am
er

 le
ng

th
Lm

[m
m

]

Applied voltageVp [kVpeak]

Solid lines  :
       positive streamer
Dotted lines  :
      negative streamer

Black lines :   1.2/1000 µs
Gray lines :   1.2/50 µs

+_
+_

; pos., with BSE, 

; neg., without BSE ; pos., without BSE, 
; pos., with BSE, ; neg., with BSE 

; neg., without BSE ; pos., without BSE, 
; neg., with BSE 

(b)  Mineral oil 

 ; pos., without BSE, ; neg., without BSE 
; pos., with BSE, ; neg., with BSE 

Applied voltageVp [kVpeak]

St
re

am
er

 le
ng

th
Lm

[m
m

]

90 100 110 120 130 14010 20 30 40 50 60 70 80

35

45

10

20

30

40

50

5

15

25

Flashover

Solid lines  :
       positive streamer
Dotted lines  :
      negative streamer

Black lines :   1.2/1000 µs+_

図 3.1-75  放電進展長Lmと印加電圧Vpの関係（ModelⅠ: ΔD=0.1 mm）  

 62 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
リーマの進展速度は減速する。この効果は正極性ストリーマにおいて顕著である。 
 

（C）  ModelⅡにおける固体誘電体板間の間隔と沿面放電特性の関連性 

 図 3.1-77 は，PFAE 油中におけるフラッシオーバ電圧 Vfと固体誘電体板間の間隔 ΔD
の関係を示す。 
① PFAE 油と鉱油の両者において，ストリーマ進展長とフラッシオーバ電圧 Vfは，誘

電体板間の間隔 ΔD によって，特異な極性効果を示す。 
③  ΔD= 0.1～1.0[mm] における負極性ストリーマの進展長は，同一印加電圧でいつ

も正極性ストリーマより長くなる。 
④ ΔD= 2.0[mm] において，負極性ストリーマの進展長は，正極性ストリーマより短く

なる。これは，固体／絶縁油の単一界面（ModelⅠ）を進展する沿面放電と同じ関

係である。 
⑤  フラッシオーバ電圧は，ΔD＜～1.2[mm]の範囲において負極性電圧で低く，ΔD＞

～1.2[mm]の範囲において正極性電圧で低くなる。 
⑥  ΔD=0.1～1.0[mm] におけるストリーマ進展長の極性効果は，誘電体板間の狭い間

隔に起因する。特に，正極性ストリーマの成長は，狭い間隔内で油領域が制限され

るために抑制される。 
⑥ 正極性ストリーマの平均速度は，ΔD の減少と共に減速されるが，負極性ストリー

マの速度は，ΔD とは無関係に大体一定である。 
⑦ PFAE 油中におけるストリーマ成長とフラッシオーバ電圧は，鉱油中のそれらとほ

ぼ同じ程度である。 
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図 3.1-76  放電進展長 Lm と印加電圧 Vp の関係（ModelⅡ: ΔD=0.1 
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以上の研究成果は，代替絶縁油を用いた環境適合型油入電力機器の新規絶縁設計にお

いて重要であり，考慮すべきである。 

 

＜平成２５～２６年度＞ 

代替絶縁油（パームヤシ脂肪酸エステル（PFAE）油と菜種油（原油））および鉱油中

の絶縁油／プレスボード界面を進展する交流沿面放電特性をより詳細に計測し検討し

た。本研究の遂行によって，60[Hz]，0～ 45[kVrms]の交流高電圧 Vrms印加時のストリー

マの形状と進展長，ストリーマ速度，放電電流，プレスボード表面のトラッキング，プ

レスボード貫通破壊に関する特性が明確になった。電極系として，図 3.1-78 に示すよう

に，高密度プレスボードの片面に高電圧電極としてタングステン製針電極（先端曲率半

径：約 30[µm]）が取り付けられた。なお，この研究では，表面フラッシオーバを避け

る為，針電極に対抗したカウンター電極は設けていない。また，プレスボードの裏面に

は接地された直径 2[mm]の銅製棒が，背後電極（BSE: Back side electrode）として取り

付けられた。また，図 3.1-79 は，沿面放電特性を調べるために構築した実験系の概略図

を示す。 
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得られた結果は，以下のように要約される。 
① PFAE 一定値の印加電圧において，図 3.1-80 に示すように，沿面ストリーマは，多

くの枝分れを持つ形状で， プレスボード表面上をゆっくりと進展する。 
② ストリーマがプレスボード表面を進展する時，電離領域を示す輝点がストリーマ分

岐頂点で観測される。菜種原油と鉱油中の輝点は，PFAE 油中のそれより明るい。

また，菜種原油と鉱油中のストリーマは，多くの細い枝分れを有し，その先端での

発光スポット数も多いが，PFAE 油中では，枝分れの少ない比較的太い幹を持つス

トリーマが進展する。 
③ ストリーマは， BSE に沿う方向へ進展し易く，BSE の効果を明確に表わす。また，

一定電圧を印加した時間 tmにほぼ比例して進展する。図 3.1-81 は，BSE に平行方向

のストリーマ進展長 Lmおよび垂直方向の進展幅 Wmと tmの関係を示す。それぞれの

カーブの傾きは，ストリーマの平均進展速度を表す。菜種原油と鉱油中のストリー

マ進展速度（BSE に平行方向の速度）は，PFAE 油中の速度よりも速い。また，菜

種原油と鉱油中のストリーマ進展長は，同じ印加電圧と放電時間で比較して，PFAE
油中のそれより長い。 
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図 3.1-80  沿面ストリーマの進展様相（Vrms=35 kV） 
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④ 放電後の油中ガス分析（DGA）から得られたガス成分は，表 3.1-4 に示される。ア

セチレン（C2H2）ガスの生成は，ストリーマチャンネル上またはその付近の局部的

温度が，放電エネルギーによって少なくとも 500℃以上に上昇することを暗示する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)  Vrms=40 kV 

図 3.1-81  Lmおよび Wmと tmの関係 
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表 3.1-4  油中の溶解ガス分析（Vrms=30 [kV]） 

Rapeseed
oil

Mineral
oil

Dissolved gases

t =  5 minm

t =20 minm

H2 CH4 C2H6 C2H4 C2H2 CO CO2 N2

5 1 1 1 0.2 2 2 50

5 2 1 2 8.4 3 178 65823
22 11 3 4 29 4 212 67690

6 1 1 1 5 8 117 63601
12 3 3 3 15 17 263 61536

unit: (ppm)

Limit of quantitation
t =  5 minm

t =20 minm

*t : Discharge durationm

(c)  プレスボード表面のトラッキング 

(b)  放電進展後の白色痕跡 

(a)  沿面放電（Vrms=35 kV, tm=15 min.） 

10 mm

10 mm

10 mm

図 3.1-82  プレスボード表面の沿面放電，白色痕跡，およびトラッキンングパターン 
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⑤ 図 3.1-82 に示すように，放電様相とほぼ同じパターンの白色痕跡が，ストリーマの

成長と同時に現れる。これは，電気的・熱的効果で発生したガスによるプレスボー

ドの乾燥プロセスに起因する。また，沿面放電進展後のプレスボード表面には，導

電性の炭化炉を示すトリー状の黒色トラッキングが残される。交流沿面放電は，こ

のようなトラッキンングによって極めて進展し易くなる。 
 

＜平成２６～２７年度＞ 

油入変圧器は，一般に約 30 年以上の稼働寿命が要求されるが，経年に伴い絶縁物の

劣化が進み，これに加えて雷サージなどの異常電圧または外部短絡時の電磁機械力など

による電気的・機械的ストレスは，絶縁物の絶縁耐力を低下させ電気絶縁破壊を起こす

確率を増す。菜種油と PFAE 油は，今後益々の実用化と普及が望めるが，油入変圧器内

部の複合絶縁系は，経年により劣化を伴う。沿面放電現象に関する変圧器の経年劣化の

影響を報告している研究では，現在のところセルロース材料等の劣化効果に関するもの

が多く，絶縁油自体の劣化に注目した報告は非常に少ない。そこで，熱加速劣化した菜

種油，鉱油，および PFAE 油のサンプルを共同研究企業にご提供頂き，交流沿面放電特

性を劣化油と新油中で詳細に計測し比較・検討した。電極系と実験系は、平成 25～26
年度の研究と同様である。また，針電極に印加する 60[Hz]交流高電圧は，0～40[kVrms]
の範囲である。劣化絶縁油の供試サンプルは，酸価値が 0.3[mgKOH/g]に統一されてい

る。この酸価値は，鉱油使用変圧器を通常運転した場合の期待寿命（約 30 年）を経過

した絶縁油のそれに相当する。 

 図 3.1-83 は，新油と劣化油の写真を示す。劣化サンプル油に関して，新油の菜種油と

鉱油は透明であるのに対し，劣化菜種油は濃い茶色，劣化鉱油は薄い茶色に変化した。

また，PFAE 油は，新油と劣化油いずれも透明であり，着色の変化は見られなかった。

表 3.1-5 は，新油と劣化油の主な特性を示す。サンプル油の含有水分量は，いずれも 100 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) Rapeseed oil(a) Mineral oil (c) PFAE oil

Origin
(Transparency)

Deterioration
(Soft brown)

Deterioration
(Dark brown)

Deterioration
(Transparency)

Origin
(Transparency)

Origin
(Transparency)

図 3.1-83  新油と劣化油の供試サンプ
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[ppm]以下である。菜種油の動粘度は，劣化により鉱油に比べて非常に高くなるが，PFAE
油の動粘度は，新油と劣化油の差が見られない。また，菜種油，鉱油，PFAE 油の劣化

によって，いずれの絶縁油も誘電損失は増加し，体積抵抗と絶縁破壊電圧は減少する。 

交流高電圧をタングステン製針電極（先端曲率半径：約 50[µm]）に印加し，劣化油

中の沿面ストリーマ形状，ストリーマ進展長と進展速度，放電電流，放電エネルギーな

どの特性を新油中の特性と比較し検討し，以下の知見を得た。 
① 図 3.1-84 は，新油と劣化油中の交流沿面放電様相（Vrms=35[kV]）を電圧印加時間 tm

の関数として示す。いずれの絶縁油も劣化の有無に関わらず，ストリーマは基本的

に背後電極に平行と垂直方向へ徐々に進行する。放電の様相は，多くの細い枝分れ

とその先端の輝点によって特徴づけられる。輝点は，ストリーマの分岐枝先端に位

置し，それらは電離領域を示している。ストリーマは，背後電極に垂直よりも平行

方向に進展して行く。 
② 図 3.1-85 は，新油と劣化油中におけるストリーマ進展長 Lm（BSE に平行方向の長

さ）と電圧印加時間 tmの関係を示す。劣化した鉱油と菜種油中における沿面ストリ

ーマの進展は，新油中より助長され，ストリーマ進展速度も速くなる。一方，PFAE
中では，新油と劣化油の進展長に大きな差は見られず，ストリーマ進展速度の差も

殆どない。同一の印加電圧値におけるストリーマ進展の割合を各種絶縁油で比較す

ると，菜種油（劣化油）＞鉱油（劣化油）＞菜種油（新油）＞鉱油（新油）＞PFAE
油（新油，劣化油）の順となる。 

③ 放電電流は，図 3.1-86 に示すように，新油と劣化油いずれも多数の急峻パルスを伴

うが，劣化した鉱油と菜種油中の電流パルスは，同一の印加電圧値の下で新油より

非常に大きくなる。これに伴い放電エネルギーも上昇する（図 3.1-87 参照）。一方，

PFAE 油では，新油と劣化油におけるそれらの差は小さい。なお，放電エネルギー

Ji (J/s)は，図 3.1-79 の実験系におけるソーヤ・タワー回路から得られる V-Q リサー

ジュ図形によって計測された。 

Breakdown voltage
kV/2.5mm

0.88

8.13

70-75

0.92

36.0

74

0.94

76.2

63

0.88

8.64

62

2.20 2.86 4.392.17

Physical and electrical
properties

0.86

2.92 2.92

81 76

5.10 5.10

0.86

Mineral
(*O-oil)

Mineral
(*D-oil)

*O-oil: Original oil,  D-oil: Deteriorated oil

Rapeseed
(*O-oil)

Rapeseed
(*D-oil)

PFAE
(*O-oil)

PFAE
(*D-oil)

-31.0×10 -28.3×10

157.6×10

-35.0×10 -38.5×10-13.5×10 -21.0×10

124.4×10 124.4×10 103.1×10 132.1×10 124.1×10

Density 3g/cm(20°)C

2mm /s
Kinetic viscosity(40°)C

Relative permittivity
(80°)C

tan δDissipation factor:
(80°)C

Volume resistivity
Ω  cm.

(80°)C

表 3.1-5  新油と劣化油の主な特性 
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(a) Mineral oil

Original oil Deteriorated oil

(b) Rapeseed oil

(c) PFAE oil

tm =15 min.

tm =20min.

tm =10 min.

tm =15 min.

tm =20 min.

tm =10 min.

tm =15 min.

tm =20 min.

tm =10 min.

tm =15 min.

tm =20 min.

10mm

10mm

10mm

tm =10 min.

tm =15 min.

tm =20 min.

10 mm

10mm

10mm

10mm

tm =10 min.

tm =15 min.

tm =20 min.

10mm

10mm

10mm

tm =10 min.

tm =15 min.

tm =20 min.

10mm

10mm

10mm

10mm

10mm

10mm

10mm

10mm

図3.1-84  新油と劣化油の沿面ストリーマ進展様相（Vrms=35 kV） 
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図 3.1-85  新油と劣化油中の Lmと tmの関係 

(a)  鉱油 

Deteriorated mineral oil
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LED2
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(b)  菜種油 

(c)  PFAE 油 

図 3.1-86  新油と劣化油中の放電電流波形 
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  これらの結果を総合的に評価して，PFAE 油は沿面放電特性に及ぼす油の劣化効果が

非常に小さく，油入電力機器の電気絶縁設計の観点から，機器の小型・軽量化および長

寿命化に有利であると言え，環境適合型の次世代絶縁油として有望である。 

 

（４）ナノ粒子の均一分散化に関する研究 

カーボンナノチューブ（CNT）やカーボンブラック（CB）などのナノ粒子は，機械

的，電気的，および物理的に極めて優れた特性を持つことから，ナノコンポジット材料

や電気的ナノデバイスなど，様々な分野への応用が期待される。しかし，生産時のナノ

粒子は，通常，粒子間に働くファンデルワースル引力により強固な凝集体を形成する。

この状態は，ナノ粒子を応用する上で大きな障害となるめ，ナノ粒子凝集体を均一に分

散する技術が基本的に必要不可欠である。しかし，ナノ粒子凝集体の均一分散化は容易

ではなく，従来のナノ粒子分散技術は，超音波を利用した酸処理分散と界面活性剤・添

加物処理分散に関するものが多い。しかし，酸による分散法はナノ粒子の構造を破壊す

る可能性があり，また，界面活性剤や添加物よる分散は，ナノ粒子表面に吸着する成分

が，場合によっては粒子本来の特性を損なう可能性がある。更に，分散に要する時間も

長く効率が悪いことが指摘されている。 
 

＜平成２３～２４年度＞ 

酸や界面活性剤その他の添加物をまったく使用せずに，有機溶媒中でバリア放電を発

生させ，CNT の凝集体を分散する手法を開発した。この技術では，短時間の放電処理

によって，分散効果が得られるので，非常に効率的である。連続的な液体中バリア放電

は，有機溶媒（オクチルアルコール：2-ethyl-1-hexanol または 2-octanol）に多層カーボ

ンナノチューブ（MWCNT）の凝集体を懸濁し，その中に設置した針－平板電極系に 60 
[Hz]交流高電圧を印加することにより得られ，その放電エネルギーで MWCNT 凝集体
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図 3.1-87  新油と劣化油中の沿面放電に伴う放電エネルギー 
（Jiと tmの関係） 
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を分散する。また，バリアとなる固体誘電体表面上に孤立金属板（以後，IMP（Isolated 
metal plate）と記す）を設けると，より強い放電が電極間に生じ，MWCNT の分散効果

が向上することが分かった。以下に研究成果を要約する。 
図 3.1-88 は，実験装置の概略図を示し，表 3.1-6 は，供試溶媒の主な物性値を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.1-89 は，バリア放電の様相を示す。また，図 3.1-90 は，放電処理前後の MWCNT 
懸濁液を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3.1-6 供試溶媒の主な物性値 

Properties 2-octanol 2-ethyl-1-hexanol
 CH3(CH2)5CH(OH)CH3  CH3(CH2)3CH(C2H5)CH2OH

Molecular weight
Melting point
Boiling point
Flash point
Water solubility

Breakdown voltage

130.23 130.23

-38.6 -76
179    C    C184 - 185
74    C    C85

0.1g/100mL 0.1g/100mL
0.819 0.833
~ 49 ~ 54

g/mol g/mol

(20     )   C
Density (20     )   C g/mL g/mL

kVrms/2.5mm

   C    C

kVrms/2.5mm

図 3.1-88  ナノ粒子分散に使用した実験系の概略図 

(a) 放電処理前 (b) 放電処理後

（1 日経過後） 
 

図 3. 1-90  放電処理前後の MWCNT  
懸濁液（放電処理時間：90 min., 分散
媒：2-octanol） 
 

Isolated metallic plate surface

Needle

図 3.1-89  バリア放電の様相
（V=40 kVrms） 
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以下に研究成果を要約する。 
① CNT の分散効果は，60 分以上の放電処理により良好に得られる。また，放電によっ

て溶媒の改質成分が MWCNT 表面の修飾効果をもたらすことが示唆される。放電処

理を施すことにより，MWCNT 凝集体が一様に分散するため，懸濁液は透明から黒

色に変化する。 
② 約 10-20[µm]サイズの MWCNT 凝集体は，放電処理によって良く解きほぐされるこ

とが SEM より確認できた。SEM 観測によれば，MWCNT の切断や破砕のような形

状変化は見当たらないことから，MWCNT 粒子は，放電エネルギーにより，粒子を

大きく損なうこと無く分散されていると判断できる。 
③ オクチルアルコール中に分散された MWCNT は，図 3.1-91 に示すように，C-H 結合

と C=O 結合を有する官能基が修飾される。放電処理前後の MWCNT を FTIR 分析し

た結果，バリア放電処理時間を増加すると共に，スペクトル吸収帯 2964[cm-1]と 1741 
[cm-1]の増加が見られた（2964[cm-1]と 1741[cm-1]の吸収帯は，それぞれ，MWCNT
表面の C-H 結合と C=O 結合（二重結合）を表す）。 

④ 一度分散した CNT は，長時間（少なくとも 48 時間以上）静置してもほとんど再凝

集しない。オクチルアルコール中に放電分散した MWCNT は，正極性に帯電するこ

とが分かった。これは，放電によって，CNT 表面にゼータ電位が現れたことを示唆

し，これが CNT の再凝集を防いでいるものと考えられる。 
⑤ 液体中のバリア放電技術は，CNT 以外のナノ粒子（Al, Cu, Ni, CB など）を分散する

場合にも有効であることが分かった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成２５年度＞ 

 ナノ粒子分散技術をさらに追及し，分散精度を向上するためのセル設計を行い，これ

によって分散した粒子の特性を調べた。図 3.1-92 は，新規に設計・試作したバリア放電

分散セルの外観模式図を示す。また，放電分散中は，図 3.1-93 に示すように，パイプを

通して CNT 懸濁液を循環した。更に，フッ素系液体（HFC43-10 と HFE7600）を用い 

Wavenumber   (cm  )-1

A
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e 

  (
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before discharge treatment

discharge treatment for 10 min

discharge treatment for 30 min

discharge treatment for 60 min

discharge treatment for 90 min

2964 (C-Hx)

1741 (C=O)

CO2

4000 3800 3600 3400 3200 3000 2800 2600 2400 2200 2000 1800 1600 1400

図 3.1-91  バリア放電処理前後におけるの MWCNTs の FTIR スペクトル 
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た分散も試みた。以下に研究成果を要約する。 
① MWCNT の良好な分散効果は，溶媒にオクチルアルコール（2-octanol および

2-ethyl-1-hexanol）と HFE7600 を用いて，60 分以上の放電処理を施すことにより得

られる。針電極に交流電圧 25[kVrms]（60[Hz]）を印加してバリア放電を発生させ

ると，その強い放電エネルギーによって， MWCNT の凝集体は効率的にほぐされ

る。放電処理により，MWCNT 凝集体が一様に分散するため，懸濁液は透明から

黒色に変化する。また，放電によって溶媒の分解成分が MWCNT 表面に修飾され

る。 
② 分散した MWCNT を SEM で観測した。SEM 観測写真に代表例は，図 3.1-94 に示 
 
 

 
 
 
 
 
 

図 3.1-92  新規に設計・試作したバリア放電分散セルの外観模式図 

d=5 mm

15 mm

145 mm

5 mm

AC high voltage

Tempered glassNeedle electrode
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Base of
test cell

to pump from pump

AC200V
(60Hz)

P

Testing transformer

Pump

Needle electrode

Plane electrode

Semicylindrical
test cell

V=23 kVrms

図 3.1-93  CNT懸濁液の循環系 

(a) 放電処理前 (b) 60 min.の放電処理後 

x500   200μm

x5.0k   20μm

x5.0k   20μm

図 3.1-94  MWCNT の代表的 SEM 画像 
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される。その結果，オクチルアルコール中では，MWCNT 凝集体が放電処理によ

って，ほぼ均一に分散されることが分かった。また，HFE7600 中では，放電処理

しても，約 10-20[µm]サイズの凝集体が残り，均一な分散が得られず，溶媒によっ

て分散性は異なることが分かった。なお，いずれの場合も，SEM 観測からは，CNT
の破壊的損傷は確認されなかった。 

③ 放電処理前後における MWCNT の修飾官能基を FTIR で分析した。分散溶媒は，オ

クチルアルコール（2-octanol および 2-ethyl-1-hexanol,），フッ素系液体（HFC43-10
および HFE7600）である。図 3.1-95 は，バリア放電処理前後におけるの MWCNTs
の FTIR スペクトルを示す。放電処理前の MWCNT には，必然的に検出される CO2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-95  バリア放電処理前後におけるの MWCNTs の FTIR スペクトル 
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を除くと，1510[cm-1] と 1410[cm-1]の透過のみが見られる。この 2 つの透過帯はい

ずれも C=C 結合を有する分子が MWCNT 表面に存在することを示す。また，放電

処理後の MWCNT には，C=C 結合の他にも多くの透過帯が見られる。4 種類全て

の溶媒で，C=O 結合を示す 1654[cm-1]や C-H 結合を示す 2920[cm-1]，O-H 結合を示

す 3100- 3600[cm-1]が見られる。加えて，フッ素系液体（HFC43-10 と HFE7600）で

は，C-F 結合を示す 1100[cm-1]が見られる。放電分散処理を施した MWCNT は，こ

れらの分子結合が含まれる何らかの官能基により修飾されていることが分かった。 
 

＜平成２６年度＞ 

ナノ粒子の分散度と分散安定性をさらに向上するため，電界強度を利用した分散法を

新たに開発した。本研究では，次のように命名した２種類の方法：放電分散法（Discharge 
dispersion method (DDM)），および電界分散法（Field dispersion method (FDM)）を開発し，

有機溶媒（2-ethyl-1-hexanol）中に懸濁した MWCNTs の分散評価を行った。ここで，DDM
はバリア放電に基づく分散法であり，MWCNT の分散と同時に再凝集性の防止に着眼し

たものである。また，FDM は電界の効果による分散法であり，MWCNT のより微細な

分散度を得ることに着眼したものである。分散性の向上は，DDM と FDM の併用によ

って得られることを新たに見出した。得られた結果は，以下のように要約される。 

 図 3.1-96 は，新たに設計試作した FDM 分散セルの概略図を示す。また，図 3.1-97 は，

DDM と FDM の分散状況を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3.1-97  DDM と FDM の分散状況 
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図 3.1-96  FDM 分散セルの概略図 

(a)  DDM による分散（18 s 経過後） (b)  FDM による分散（10 s 経過後） 
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以下に研究成果を要約する。 

① MWCNT 懸濁液の分散性は，懸濁液のレーザビーム透過強度比から評価された。図

3.1-98 に示すように，DDM と FDM の併用によって処理された懸濁液のビーム透過

強度比は，DDM または FDM のみで処理されたそれよりも小さかった。すなわち，

MWCNT の分散度と分散安定性は，DDM と FDM の併用によって改善されること

が明確にされた。 
② SEM 観測によって，図 3.1-99 に示すように，MWCNT の凝集体は，DDM と FDM

の併用によって良く解されることが明らかとなった。また，SEM 観測からは，CNT
の切断など，破壊的損傷は確認されなかった。 

③ FTIR 分析を行った結果，図 3.1-100 に示すように，DDM と FDM の併用によって

処理された MWCNT 表面は，カルボニル基（C=C），カルボキシル基（O-H），アル

キル基（C-H），C-O 結合などのグループによって化学的に修正されることが分かっ

た。 
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図 3.1-98  レーザビーム透過強度比の比較 
Curve1: 電気的処理前，Curve2: FDM 処理後，Curve3: DDM 処理
後，Curve4: FDM と DDM の併用による処理後 
 

図 3.1-99  MWCNT の代表的 SEM 画像 

5 μm 5 μm 

(a)  放電処理前 (b)  FDM と DDM の併用による処理後 
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＜平成２７年度＞ 

CNT 応用の一つとして，本研究の粒子分散手法を用いて得た MWCNTs をフィラーと

し，エポキシナノコンポジットを作製して，その機械的応力（引張強度）試験を行った。

なお，分散媒は，2-ethyl-1-hexanol である。以下に研究成果を要約する。 

① JIS-K7161-1BA（ISO-527-1）基づいて，MWCNTs をフィラーとしたエポキシナノコ

ンポジットを作製し，引張試験により応力強度を CNT フリーエポキシレジンと比較

して評価した。図 3.1-101 は，各種 MWCNT 濃度に対するコンポジットの外観を示

す。また，図 31-102 は，各コンポジットの最大引張応力 Tsと CNT 濃度 φ の関係を

示す。DDM，FDM，および DDM と FDM の併用によってそれぞれ分散した MWCNTs
を 2 液混合型エポキシ樹脂に混合したコンポジット材料において，最大引張応力 Tm

は CNT 濃度 φ =0.01-0.02[wt%]で得られた。Tmの値は，CNT フリーエポキシレジン

の最大引張応力 T0mと比較し，各分散法によって以下のような相違が現れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1-100  バリア放電処理前後におけるの MWCNTs の FTIR スペクトル 
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図 3.1-101  各種 MWCNT 濃度に対するコンポジットの外観 
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・DDM 分散の場合：Tm=56.1[MPa]（φ =0.01[wt%]），Tm/ T0m ≈ 1.30 
・FDM 分散の場合：Tm=54.7[MPa]（φ =0.01[wt%]），Tm/ T0m ≈ 1.26 

    ・DDM と FDM の併用分散の場合：Tm=62.4[MPa]（φ =0.02[wt%]），Tm/ T0m ≈ 1.43 
また，各分散法によって最大破断応力 TBは，CNT フリーエポキシレジンの最大破

断応力 T0Bと比較して以下のような結果を得た。 
・DDM 分散の場合：TB=48.0[MPa]（φ =0.01[wt%]），TB/ T0B ≈ 1.39 
・FDM 分散の場合：TB=47.4[MPa]（φ =0.01[wt%]），TB/ T0B ≈ 1.37 

    ・DDM と FDM の併用分散の場合：TB=53.8[MPa]（φ =0.02[wt%]），TB/ T0B ≈ 1.56 
DDM と FDM を併用することにより CNT の分散率が向上し，コンポジット内部で

MWCNT とマトリクスの結合が強化され，コンポジットの引張強度および破壊強度

が最も高くなる。 
② CNT 濃度 φ が 0.03[wt%]以上のコンポジットでは，その引張応力が濃度の増加に伴

い減少傾向を示した。これは，分散した CNT がコンポジットを構成するエポキシ主

剤と硬化剤との間に入り込み，分子結合を阻害しているためと考えられる。それ故，

過剰な CNT の添加は，コンポジットの引張応力を低下させる。 
 本研究では，CNTs の分散溶媒として 2-ethyl-1-hexanol を用いたが，今後は CNT の広

範囲な応用を考慮し，より低い沸点の溶媒を選択して粒子分散を試みる。現在，その分

散媒として，HFC-52-13p が適合することを見い出している。また，今後はコンポジッ

ト材料として，エラストマーナノコンポジットも研究対象とする。 
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図 3.1-102  各コンポジットの最大引張応力 Tsと CNT 濃度φ の関係 
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[課題 2]  電気流体力学（EHD）ポンピング現象のメカニズム解明とその工業的

応用 

 電気磁気学と流体力学の境界分野である EHD ポンピングのメカニズムと実用的な電

極系の構築，ならびに伝熱促進や冷却システムなどの熱伝達・熱交換技術を開発し実用

化を目指す。 

 

＜平成２３～２４年度＞ 

(A)  EHDポンプの実用的メカニズムと電極系の設計 
「伝導ポンピング」と呼ばれる EHD ポンピングのメカニズムが，これまでの研究か

ら提案された。これは，解離性の弱導電性液体中で，液体分子（または不純物分子）の

解離と再結合反応が電界によって不平衡化し，電極付近に形成されるヘテロチャージ層

と電極との間に働く引力に起因した圧力が流動を生じさせると言う原理に基づく。この

メカニズムでは，電極から液体中への電荷注入機構が含まれず，作動液体の長期使用に

対して電気的劣化が少なく実用的であると言える。作動液体としては，基本的に電界の

印加によって液体中に解離現象が生じる弱導電性液体を必要とし，フッ素系の冷媒

（2,3-Dihydrodecafluoropenten：HFC43-10，hydro-fluoroether: HFE7600 等）が適する。 
このメカニズムに基づいて，ポンピング圧力が大きくコンパクト化できる新しい電極

系の開発に取り組み，平等電界（または対称電界）分布を形成する平行棒電極とメッシ

ュ平板電極を組み合わせたコンパクトな電極構成を考案し，図 3.1-103 に示すような「平

行棒電極とメッシュ平板電極の 9 対直列型 EHD ポンプ」を設計･試作した。 
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図 3.1-103 設計・試作した EHD ポンプ 
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＜理論的検討＞ 
計測した電極間の電位分布を用いて圧力ヘッドを理論的に導き，実験結果と比較し検

討した。一般に，圧力ヘッドは(3.1)式と(3.2)式で表される。 

  ( ) ( )
22 1

2 aaaa Ep −= ζε
                   （3.1-1） 

( ) ( )
22 1

2 cacc Ep −= ζε                                      （3.1-2） 

ここで，paは高電圧側電極方向に働く圧力，pcは接地電極側方向へ働く圧力をそれぞれ

示す。ε   は液体の誘電率，ζ  は電界増大係数，E は平均電界を示す。本研究の電極系に 
おいて，E(aa)=E(ac)，ζa＞ζcの関係が成り立つので，合成圧力は (3.3) 式となる。 

( ) ( )
222

2 aacaca Eppp ζζε
−≈−=                             （3.1-3） 

また，各電極に働く力 f は，両電極において次のように解析される。平行棒電極の場

合，電極表面の電界はほぼ放射状に形成される。電界の影響によって棒電極に働く力 fR

は（3.４）式のように示される。 

dzdrpf
L

RR ∫ ∫=
0

0 0
0cos2

θ

θθ  

( ) ( )
2

00
22 sin

aaRcRaR ELr θζζε −=                        （3.1-4） 

ここで，r0は棒電極の半径を示し，L は棒電極の z 方向の長さを示す。 
メッシュ平行板電極の場合，電極表面の電界はほぼ均一(平等電界)に形成されるので，

メッシュ電極全面に働く力 fPは （3.5）式のように示される。 

( ) ( )
222

2 aaPPcPaPPpP ESSpf ζζε
−==                           （3.1-5） 

ここで，SPはメッシュ電極の表面積を表す。 
これらの力は液体の流れ方向と同様，高電圧側電極(正極性電極)方向に働く。その結

果，電極表面に作用する平均圧力 Paveは，fR/SR（または fP/SP）からそれぞれ求められ

る。2 種類の電極（平行棒電とメッシュ平行板電極）をそれぞれ 9 個直列に配置したと

きの圧力 P（または力 f ）は，各電極で発生した圧力 P（または力 f ）の合計となる。

ここで示した圧力 P は，実験から得られた圧力ヘッド PEを表す。 
電極表面付近の電界増大係数ζ は，測定電位分布からヘテロチャージ層の厚さ a の位

置における電界強度とその点での理論値との比から求められる。ヘテロチャージ層の厚

さ a は，単位時間にイオンが拡散するデバイ長のオーダと考えられ，（3.6）式のよう

に表わされる。 
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0Ea eµτ=                                                （3.1-6） 

ここで，τeは電荷の緩和時間を示す（作動液体 HFE43-10 では約 0.025[s]）。µ はイオン

移動度を表す。µ の値はイオン種が明確ではないので明らかではないが，一般に液体中

のイオン移動度は約 10-9～10-7[m2/V･s]の範囲にある。本解析では，負イオンの移動度を

µ－=1×10-8[m2/V･s]，正イオンの移動度をµ +=7×10-9[m2/V･s]と仮定した。 
以上の解析より，圧力ヘッドを定量的に算出することができる。表 3.1-7 は，印加電

圧 V0=10[kV]と 15[kV]の場合において算出した EHD ポンピングに関する各種パラメー

タと圧力ヘッドの結果，および実験から得た圧力ヘッドを示す。理論値と実験値は大体

一致する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この EHD ポンプのポンピング能力は，以下に示される（作動液体として HFC43-10
を用いた場合）。 
①  ポンピング圧力 PEは印加電圧 V0の二乗に比例して増加し，一定電圧の下で，圧

力 PEは電極対数に比例して増加する。V0 =18[kV]において，PEは約 25.3[kPa]である。 
③  流量 Q は V0に比例して増加する。また，一定電圧の下で，流量 Q は電極対数の

増加に伴って増加するが，その増加率は電極対数と共に減少する。これは液体循環

駆動時の流体摩擦損失による。V0 =18[kV]において，Q は約 5.3[l/min]である。 
④ 伝導電流 I は V0に比例して増加し，一定電圧の下で，電極対数の増加と共に一定割

合で増加する。V0 =18[kV]において，電流 I は約 410[µA]であり，消費電力 W は約

7.4[W]である。 
⑤  V0=18[kV]におけるポンプ効率は約 32[%]であり，同程度の容量を持つ電磁ポンプ

に匹敵する。 

表 3.1-7 圧力ヘッドの理論値と実験値の比較 

V=10 kV
0.41aa (mm) (mm)0.61 0.42 0.63

Single rod-to-rod electrode
assembly (Theoretical)

1.63 106

pave (kPa) (kPa)0.339 0.673 0.601 1.168
Pressure generated by combination of both electrode assemblies

Single pair
Nine pairs

V=10 kV V=15 kV
Theoretical

P (kPa)
Experimental

PE (kPa)
Theoretical

P (kPa)
Experimental

PE (kPa)
0.940
8.460

1.841
16.569

0.97
8.96

1.93
17.65

pave

ER(aa)

fR
(kV/m)
(N)

EP(aa)

fP
(kV/m)
(N)

2.45 106 1.67 106 2.51 106

0.064 0.127 0.143 0.278

Single meshy parallel plates
electrode assembly (Theoretical)

V=15 kV

ζ aR 4.75 4.10 4.93 4.00ζ aP

V=10 kV V=15 kV

0.29ac (mm) (mm)0.43 0.29 0.44

ζ cR 4.20 3.50 4.36 3.38ζ cP

aa

ac
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⑥ 一定電圧の下で発生する PEの安定性は非常に良く，V0 =15[kV]において PE =18[kPa]
の値を 3 時間以上安定に維持できる。 

 なお，上記の理論的検討において，正・負解離イオン移動度を適当な値に仮定すれば，

圧力ヘッドの理論結果は，実験結果とほぼ一致する。 
 

(B)  圧力増強用 EHD ポンプの設計 
 平板電極の中心部に小穴を設けた平行平板対向電極系を 20対直列に接続したEHDポ

ンプを新たに設計・試作した。この EHD ポンプは，伝導ポンピングのメカニズムで作

動し，流量を得ることはできないが，大きな圧力ヘッド（ポンプ圧力）を得ることがで 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1-104 設計・試作した圧力増強用 EHD ポンプ 
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(a)  1 対の電極系からなる EHD ポンプ 

(b) 20 対直列型 EHD ポンプ 

図 3.1-105 20 対直列型 EHD ポンプの特性 

(a)  圧力ヘッドと印加電圧の関係 
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きる。図 3.1-104 は，設計・試作した EHD ポンプの概略図を示す。また，図 3.1-105 は，

20 対直列型 EHD ポンプの圧力特性と電流特性を示す。対直列型 EHD ポンプの圧力特

性と電流特性を示す。 
圧力増強用 EHD ポンプの特性は，以下のように要約される。 

① 圧力ヘッドは，平板電極に開けた小穴の直径を小さくすれば増強する。また，平板

電極の面積は圧力ヘッドに影響を与えない。これらは電極の小型化に有効である。 
② 平行平板対向電極を直列接続することにより，圧力ヘッドの向上が期待できるが，

直列接続による電極間の相互作用に圧力ヘッドのロスがあるため，圧力ヘッドは電

極対数に単に比例しない。 
④  作動液体に HFE7600 を用い，平板電極に開けた小穴の直径 0.5[mm]および電極

サイズ(10×10)[mm2]とした１対の平行平板対向電極系を 20 対直列接続した EHD
ポンプにおいて，印加電圧 V0 =16[kV]で，定常状態の圧力ヘッド PEは約 35[kPa]
であり，その時の電流 I は約 70[µA]，消費電力 W は約 1.1[W]である。 

⑦ 圧力ヘッドは，小穴直径 1.5[mm]以下の電極で，時間と共に徐々に上昇した後，僅

かに減少して定常値となる。圧力ヘッドの変動は，電圧印加後 10～20 分の間で落

ち着き，それ以降は定常値が維持される。また，電圧印加後の電流変動は，時間と

共に徐々に減少し 40 分以降はほぼ一定値となる。 

 

（C） 液体循環型冷却装置の試作と熱源冷却性能評価 

試作した前述の EHD ポンプ（平行棒電極とメッシュ平板電極の 9 対直列型 EHD ポン

プ）を液体駆動源とした「液体循環型冷却システム」を設計・試作し，熱源の冷却性能

について検討した。試作した液体循環型冷却システムは，基本的に図 3.1-106 に示すよ

うに，「EHD ポンプ導入液体容器」，「熱交換器（熱源）」，「サーモクーラー」で構成さ

れ，それぞれ絶縁チューブで接続されている。EHD ポンプで駆動した液体は，チュー 
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図 3.1-106 液体循環型冷却システムの概略
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ブを通して循環し，サーモクーラーを介して熱交換器内の熱源を冷却する仕組みになっ

ており，循環系の各所；熱源部，熱交換器の入出力部，サーモクーラーの入出力部に熱

電対を取り付けて温度の変化を調べた。また，同時に EHD ポンプ導入容器内の液体温

度も調べた。なお、作動液体は，HFE7600 を用いた。 
図 3.1-107 は，EHD ポンプによる熱源の冷却性能として，サーモクーラーの ON，OFF

に対する液体循環系の各所温度変化を示す。以下に研究成果を要約する。 
① EHD ポンプに流れる電流値は，液体の温度が変化しても変動することなく安定で

ある。 
② 熱源部の過熱直後 100 秒まで，熱源温度の急激な上昇が見られるが，それ以後の温

度変化はほとんど無く飽和する。すなわち，熱源部の熱抑制効果は，熱源部を加熱

し始めて約 100 秒後から現れる。 
②  EHD ポンプを駆動せずに，サーモクーラーを OFF，熱源のみを ON した場合，熱

源温度は，3600 秒後に 91[℃]まで上昇した。EHD ポンプで液体を循環し，サーモク

ーラーを ON した場合，この温度上昇は大きく抑制され，熱源温度を 65[℃]に抑え

ることができた。両者間の温度差は 26[℃]であり，十分な冷却効果が得られる。 
④ 熱交換器効率は，流量が小さくなると 高くなる。また，サーモクーラーの ON 時

における熱交換器効率は，サーモクーラーの OFF 時よりも高い。これは，サーモ

クーラーの起動によって，熱源の冷却効果が増すためである。 
 従来，EHD ポンプは電磁ポンプに比べ，騒音が少なく，小型化が可能であり構造が

簡単でメンテナンスフリーであるという利点を持つ。加えて，本研究で用いた EHD ポ

ンプは伝導電流が安定しており，消費電力も小さく，加熱部の十分な冷却効果が得られ

ることを実験によって明らかにした。 

図 3.1-107 サーモクーラーON と OFF における液体循環系各所の温度変化 
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＜平成２５～２６年度＞ 

伝導ポンピングの詳細なメカニズムを追及するためには，正・負解離イオンの移動度

を正確に知る必要がある。これまでの研究において，静電界が平等（または対称）の電

極形状でも，陽極と陰極付近の電界分布は，互いに非対象となる。これは，両電極付近

に形成されるヘテロチャージ層のアンバランスを意味しており，これによって，一方向

の流動（ポンピング）が生じる。このようなヘテロチャージ層のアンバランスは，正・

負解離イオン移動度の相違よると推測される。本研究では，弱導電性液体中の正・負解

離イオン移動度の計測法を検討し，電極系の設計・試作および移動度の明確化に取り組

んだ。 
イオン移動度の計測法は，基本的に飛行時間法（Time of flight method）に基づく。通

常，この方法は，液体中に平行平板電極を配置し，低電界を印加した状態で，片方の電

極から単一極性の荷電粒子（電子またはイオン）を注入し，その荷電粒子が電極間（ド

リフト空間）を飛行する時間を測定して移動度 μを算出する方法である。しかし，本研

究の場合，電界の印加によって，正，負解離イオンが同時に発生し，互いに反対極性の

電極方向へ移動するため，通常の電極構成では，正，負解離イオンの移動度を分離して

計測することは不可能である。それゆえ，解離イオン移動度計測のための電極系を，図

3.1-108 に示すように，新たに設計・試作した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電極系とイオン移動度計測法は，以下のように説明される。 

（ⅰ) 解離イオンを発生させる領域とイオンのドリフト空間を分離し，ドリフト空間に

侵入した正または負極性の解離イオンのみを飛行時間法で計測する。 
（ⅱ）平行平板電極の間に 1 枚の金属メッシュを挿入する。一方の平板電極 A は高電
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図 3.1-108 正，負解離イオン移動度計測に用いた電極系と実験系 
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圧電極であり，高電圧パルス（振幅：数[kV]，パルス幅：数十[ms]）が印加される。メ

ッシュ電極には，数[V]の直流電圧が印加される。従って，平板電極 A とメッシュ電極

間が，解離イオン発生領域である。また，対抗した片方の平板電極 B1（コレクタ電極）

は，増幅器を介して接地され，メッシュ電極とコレクタ電極間が，イオンドリフト空間

になる。なお，B2 はガード電極である。 
(ⅲ）平板電極 A に高電圧パルスを印加すると，解離イオン発生領域に正，負解離イオ

ンが同時に発生し，それらは互いに反対極性の電極方向へ移動する。その中で，メッシ

ュ電極に到達した正または負極性の単極イオンは，メッシュ電極を通して流出すると同

時に，一部はメッシュ孔を通過して，ドリフト空間に流入し，ドリフト電界によってコ

レクタ電極へドリフトする。このとき，コレクタ電極に流れる電流の時間変化（電流波

形）をデジタルオシロスコープで計測し，イオン移動度 μを次式から求める。 
     μ=d2

2/(Vd・td)=d2/(Ed・td)                                (3.1-7) 
ここで，tdはイオンのドリフト時間，d2はギャップ長，Vdは印加電圧，Edはドリフト電

界を表す。 
 上記の計測法によって得られた正，負解離イオン移動度に関して，以下の結果を得た。 

測定に使用した作動液体は，HFC43-10 と HFE7600 であり，いずれも伝導ポンピングに

基づく EHD 液体ポンピングに適する液体である。HFC43-10 中の正イオン移動度は

「8.67×10-10[m2/Vs]」および負イオン移動度は「1.13×10-9[m2/Vs]」，並びに HFE7600 中

の正イオン移動度は「8.83×10-10[m2/Vs]」 および負イオン移動度は「1.62×10-9[m2/Vs]」
であった。イオン移動度のこれら値は，流動の効果を含まない真の移動度と見なされる。 

 

＜理論的検討＞ 
 計測した正，負解離イオン移動度に関する理論的解析を行った。本研究で使用した作

動液体（HFC43-10：化学式 CH3CHFCHFCF2CF3）は，多くのフッ素（F）結合を含んで

いる。また，液体の表面張力が小さいので O2分子を取り込み易い。これらの電気的負

性原子は，電界の印加によって F－，O2
－などの負イオンを形成し易いため，正極性の

電極付近に偏在する可能性がある。 

従来，原子（または分子）がイオンを形成するメカニズムは様々であり，関与するパ

ラメータ（例えば，イオン種による相違，電界依存性，母体となる液体分子の構成，不

純物の種類など）も非常に多い。本研究では，液体中の電界による解離イオンを対象に

しており，そこには必ず電気伝導が介在し，解離メカニズムとして知られている。これ

に関しては，Onsager の理論 )が署名である。Onsager の理論はイオン対（A＋, B－）の解

離割合αd が電界強度 E の増加に伴って増加すると言う概念に基づき，次式のように表

される。 

    αd =α0 F(E)                                          (3.1-8) 
ここで，α0は温度のみに依存する初期の解離割合を示す。F(E)は電界強度 E に依存する
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係数であり，強い電界中では次式の関係がある。 
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ここで，e は電子の電荷量，ε は液体の誘電率，k はボルツマン定数，T は温度を表す。

また，イオン A＋と B－の濃度 n は，平衡状態で次式の関係となる。 
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ここで，[A＋, B－]はイオン対の濃度を表し，αrは再結合係数を表す。また，平等電界に

おいて，解離イオンによる電流密度 J は次式で表される。 
    J =e(µ＋+µ―)nE =σ E                                  (3.1-11) 
ここで，µ＋とµ―は，それぞれイオン A＋と B－の移動度，σ は導電率を表す。従って，

σ は上記の関係を導入して，次式のように表される。 



















 −+

−+ +
kT

Ee
e

r

0

2
1

2
1

2
3

2
1

)4(

2
exp]BA[)(~

pεα
α

µµσ                     (3.1-12) 

この式は，解離イオンによる導電率の電界依存性を示し，これが sub-ohmic な伝導特性

になることを表している。これは，ハロゲン原子であるヨウ素の含有溶液などでは，電

界と電流の関係が実験結果と良く合致するものの，酸素による電流とは相関関係が得ら

れないことが報告されている。すなわち，この理論は，イオン対の最も単純な形の解析

であり，三重イオン対などの複雑な液体分子構成や酸素などのようにイオンダイポール

クラスタを形成し得る分子に対しては必ずしも合致しない。本研究で用いた HFC43-10
は，如何なる種類のイオン対を形成しているか，解離したフッ素イオンの結合状態は何

か，およびこの液体に混入した酸素が持つクラスター分子の種類や個数などに関する詳

細な情報は不明である。 
 一方，伝導ポンピングに基づいた圧力ヘッドの考察において，平成 23～24 年度の研

究では，HFC43-10 中の解離した負イオン移動度は μ-=1×10-8[m2/V・s] ，正イオン移動

度は μ+=7×10-9 [m2/V・s]と推測された。しかし，これらの値は，EHD ポンピングによる

速い流速が存在する状態において導出されたものであるので，真の移動度よりも相当大

きな値，所謂，EHD 移動度に相当するものと考えられる。HFC43-10 は，フッ素(F)，炭

素(C)，水素(H)，および酸素(O)の原子結合から構成されているので，分子の解離によっ

て発生する正・負イオンは，それぞれ異なる大きなクラスター状態となって移動するも

のと考えられる。従って，真の解離イオン移動度（流動の影響を受けない値）は，上記

の推測値よりかなり小さくなると考えられる。 
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＜平成２６～２７年度＞ 

昨年度までのイオン移動度計測法と理論的考察を踏まえて，正・負解離イオン移動度

の更なる計測を行い，解離イオン移動度の明確化に取り組んだ。また，EHD ポンピン

グの実用化を目指す上で，更なるポンピング圧力の向上が望まれるので，電界の印加に

よって解離イオンが増加する作動液体を新規に選定し，伝導ポンピングに基づく EHD
ポンピングの強化を図った。得られた成果を以下に要約する。 
① HFC43-10 中において，図 3.1-109 に示すように，正イオンのドリフト時間は td =82 

[sec]，負イオンのドリフト時間は td =56[sec]となる。従って，(3.7)式より，解離イオ

ン移動度は，正イオン移動度 μ+=8.13×10-10[m2/V・s]，および負イオン移動度 μ－

=1.19×10-9[m2/V・s)として得られる。負イオンのドリフト時間は，正イオンのそれ

より短い。これは，HFC43-10 の解離において，負イオン種のクラスターより正イ

オン種のクラスターの方が大きい（または分子量が大きい）ことを示し，移動度は

正イオン種より負イオン種の方が大きくなる。また，高電圧パルス印加直後の電流

ピーク値 IPは，正イオンより負イオンの方が大きい。すなわち，高電圧パルスの印

加によって解離した負イオン種は，正イオン種よりドリフト空間へ侵入する数が多

い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② HFC43-10 に 1-propanol または 2-propanol を 0.25[wt%]，0.50[wt%]，0.75[wt%]濃度

でそれぞれ添加した供試作動液体を新規作製し，EHD ポンピング圧力を計測した。

評価用の EHD ポンプは，図 3.1-104(a)に示した平行平板電極（中心の孔直径 1.2[mm]）
である。用いた作動液体は，いずれも HFC43-10 単体中で発生する圧力ヘッド P0

より高い値を示した。特に，1-propanol を HFC43-10 に 0.50[wt%]で混合した作動液

体で最も高い圧力ヘッドが得られ，V=7[kV]において PH ≈ 0.85[kPa]であった。この

圧力ヘッド値は，同一印加電圧における P0値の約 1.55 倍に相当する。なお，作製

した作動液体は，いずれも負極性電極側から正極性電極側へ流動する。これより，

(a) 正イオンによる電流波形 
(Vin =+1.5 kV, Tin =50 ms, Ed =+15 kV/m)

  

⊿ I = 56.4 nA

0

Detection current

Reference current

Peak current
Ip = 14 nA

Vin = 1.5kVH. V pulse ( )

d = 82 sect

(b) 負イオンによる電流波形 
(Vin =－1.5 kV, Tin =50 ms, Ed =－15 kV/m)  

⊿ I = 1 nA

0

Detection currentReference current

Peak current
Ip = 37 nA

Vin = -1.5kVH. V pulse ( )

d = 56 sect

図 3.1-109 正，負解離イオンによる代表的な電流波
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液体中で発生した負の解離イオンが，液体流動を支配していることが示される。 
 
[課題 3] 電気・磁気レオロジー（ER・MR）流体の実用的な開発とその工業的応用 

 ER・MR 材料は，電界・磁界の印加により見かけの粘度（または降伏応力）を可逆

的に制御できる新機能性知的材料である。本研究では，動力を電気的にアクティブ制御

するための要素として ER 流体の高性能化を進め，実用的システムへの応用に向けた特

性評価を行う。また，磁気的なアクティブ制御要素として，環境に優しい MR 流体の高

性能化を進める。特に，植物油ベースのキャリア流体（分散媒）をチキソトロピー化し

て粒子分散安定性を格段に向上させる手法の高度化に取り組む。 
 

＜平成２３～２４年度＞ 

(A)  ER流体の新規作成とその応用に関する研究 

無機物単体（六角形平板の合成アルミナ結晶）からなる粒径 1[μm]程度の ER 粒子懸

濁 ER 流体は，応力特性の安定性，耐久性，及び温度特性に優れることが，これまでの

研究から明らかにされている。この ER 流体の ER 効果（降伏応力）は，最大 1[kPa]程
度であるが，粘弾性体としての要素を持ち，1 自由度振動系の応力制御ができることか

ら，振動無共振装置の開発が可能である。しかし，応用範囲の拡大には，更に大きな

ER 効果の発現が望まれるため，ER 効果増強型の ER 粒子開発に取り組んだ。粒子が有

する特性とその作製手法を検討した結果，粒子径をナノサイズにまで縮小し，粒子自体

にアルキル基，ヒドロキシル基，カルボニル基などのラジカルや各種イオンを付与する

ことにより，高いダイポールモーメントが発生して，粒子間の引力が増強できるという

着想に至った。このような ER 粒子の作製には，通常の機械的作製法（例えば，ジェッ

ト気流攪拌法など）は適用できないため，化学的合成法を用いることにした。提案した

方法はゾル－ゲル法であり，酸化チタンベースのER粒子を合成してER効果を調べた。

ER 粒子の試作例を表 3.1-8 に示す。 
 

 

作製 
過程 

内容 

1 
溶液 1：オルトチタン酸エチル(Ti(OC2H5)4) 60[m ℓ]にエタノール(C2H5OH) 
420 [mℓ]を加え，さらに塩酸を加えて，pH 値を pH2.42 に調整する。 

2 溶液 2：純水(H2O) 80[mℓ]にエタノール(C2H5OH) 300[mℓ]を加える。 

3 
溶液 3：純水(H2O) 100[mℓ]に酢酸カルシウム一水和物(Ca(CH3COO)2H2O) を
38[g]を加える。 

4 スターラーで攪拌しながら溶液 1 に溶液 2，溶液 3 の順で加える 

5 混合した溶液がゲルになるまで攪拌する 

表 3.1-8 酸化チタンベース ER 粒子作成例 
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6 作製したゲルを 1 週間熟成させる 

7 ゲルを 50℃で真空熱乾燥し，白色の粒子を作製する 

8 
作製した粒子をろ過器でろ過して 2[ℓ]の純水(H2O)で洗浄する。この行程を 7
回行なう 

9 80[℃]で 24 時間，熱乾燥を行う 

10 60[℃]で真空熱乾燥をした後，これを乳鉢で粉砕する 

 
 ER 流体は，動粘度 100[mm2/s]のジメチルシリコーン油（DS 油）に，作製した ER

粒子を粒子重量濃度 30[wt%]で分散することにより作製した。また，界面活性剤

（OS-100）を重量濃度 1[wt%]で添加した ER 流体も作製し，ER 効果の静的特性と動的

特性をそれぞれ計測して評価し，以下の結果を得た。 
① ER 粒子を作製するに当たり，酢酸カルシウム一水和物，および酢酸アンモニウム

は添加物として有効である。添加物の混合により，ER 粒子に各種イオンが付与さ

れる。 
② ゾル－ゲル法を用いる場合，ゲルを 1 週間熟成させると，ゲルが収縮する。この熟

成によって酸化チタンにイオンが強く付着すると考えられるので，ゲルの熟成と乾

燥は十分行う必要がある。 
③ ゲルの真空熱乾燥は乾燥時間の短縮に繋がる。しかし，高温ではゲルがセラミック

ス化するので，乾燥温度は十分配慮すべきである。（本研究では，50[℃]で真空熱乾

燥した。） 
④ ER 流体へ界面活性剤を添加すると，粒子表面に吸着層ができ，DS 油と粒子のぬれ

が良くなるため，分散効果やせん断応力の応答性が向上し，過電流防止効果が見込

める。しかし，界面活性剤は，ER 粒子との相性もあるので，必ずしも分散効果や

応答性の向上に繋がるとは限らない。 
⑤ OS-100 を用いた ER 流体において，印加電界 3 [kV/mm]時の発生応力は，静的試験

で 800 [Pa]～1000[ Pa]程度，動的試験で 1200 [Pa]～1300[ P]a 程度の ER 効果を発揮

する。 
 

(B)  MR流体の高性能化とその応用に関する研究 

MR 流体の最大の欠点とされてきた粒子沈降（粒子分散安定性）の問題は，キャリア

流体にキソトロピー性を付与することによって解決できた。流体のキソトロピー性は，

キャリア流体にチキソトロピー添加剤であるスメクタイト（SAN）を混入することによ

って得ることができた。このチキソトロピー性流体に，鉄粉を任意の濃度で混入すれば

MR 流体が完成する。この MR 流体を「チキソトロピー性 MR 流体」と命名した。本研

究で作成したチキソトロピー性 MR 流体は，キャリア流体として菜種エステル油を用い，

これにスメクタイト（SAN316）を混入し，十分に撹拌してチキソトロピー性流体を作
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製した後，平均粒径 6.5[μm] の CS 鉄粉（BASF 製）を 81[wt%]の濃度で混入して撹拌

することにより得た。この MR 流体は，粒子分散安定性および再分散安定性に極めて優

れ，図 3.1-110 に示す MR 流体応力測定装置で伝達トルクの値を測定した結果，50～60 
[N・m]の最大伝達トルクを発揮し，磁界強度によってアクティブ制御できる。図 3.1-111
は，伝達トルクと磁界強度の関係を示す。達成した伝達トルク値は，実用レベルに十分

達していると言える。なお，MR 流体応力測定装置は，本研究において設計・試作した

装置であり，3.75[kW](5 馬力)のトラクションドライブモータに MR クラッチを連結し

た構造で，最大測定応力は 95[N・m]である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成２５～２６年度＞ 

 (A)  ER 流体の新規作成とその応用に関する研究 
 昨年度までに作製した ER 粒子を更に改良する目的で，酢酸ナトリウム三水和物を追

加して ER 粒子の作製を試みた。その結果，酢酸カルシウム一水和物と酢酸ナトリウム

三水和物の組み合わせは，ER 流体の ER 効果向上に有効であると考えられるが，次の

問題が提起された。すなわち，粒子を粉砕する際、乳鉢を使用しているが，この方法で

は粒子の不均一化が問題となる。また，十分に乾燥していない粒子を粉砕しても良質の

粒子が得られないことが分かった。更に、粉砕法では，粒子径をナノサイズまで縮小す

ることが出来ないので改善を要する。 
 一方，関連企業との共同研究として，従来の無機・有機複合 ER 粒子（以前に開発し

た ER 粒子：粒径 10[µm]程度）を用い，ER 流体をゲル化した機能性エラストマー（ERG）

 

ＭＲクラッチ 

図 3.1-110  MR 流体応力測定装置 
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図 3.1-111 伝達トルクと磁界強度の関

係(平均粒径 6.5[μm] の CS 鉄粉，粒子濃 

度：81[wt%]） 
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を開発し，更に ERG の改良素材（EAM: Electro Attractive Material），すなわち，ERF の

分散質を樹脂に分散させ，シート化した機能性素材の開発を進めた。この素材を平板電

極にはさみ，電界を印加すると ER 効果が発揮することが明らかになった。これを利用

したブレーキの開発に着手した。 
 

(B)  ＭR 流体の高性能化とその応用に関する研究 
チキソトロピー性 MR 流体に関しては，環境に優しい MR 流体として実用化レベルに

漕ぎ付けることができた。次の段階として，創製した MR 流体(粒子濃度：81[wt%])を
利用した応用装置の検討を開始した。初めに MR 流体の基本的な応用装置の一つとして，

小型の MR クラッチを取り上げ，その設計と試作に取り組んだ。第 1 段階で試作した

MR クラッチでは，伝達トルクの値がかなり小さく，MR 流体に加わる磁界不足のため

未完成であったので，第 2 段階では伝達トルクの向上を図り，部分的な改良を行った。

すなわち，励磁コイルの取り付け部分を絶縁性の素材（アクリル樹脂）に変更し，より

強い磁界が MR 流体に加わる構造にした。図 3.1-112 は，第 2 段階で設計・試作した

MR クラッチの構造を示し，図 3.1-113 は，伝達トルクと励磁電流の関係を示す。第 2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1-112  MR クラッチの構造（概略図） 

図 3.1-113 伝達トルクと励磁電流の関係 
（駆動用電動機回転数:100[rpm]，励磁コイル巻き数：300 回） 
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段階の MR クラッチは，第 1 段階のそれより伝達トルクが高く改良はされたが，伝達ト

ルクの値は MR クラッチの実用的性能から見てまだ小さいので，更なる改善が必要であ 
ると結論された。 
 

＜平成２６～２７年度＞ 
(A)  ER 流体の新規作成とその応用に関する研究 
課題として挙げられたナノ ER 粒子の分散性を向上する目的で，昨年度までと同様の

手法で得た ER 粒子に界面活性剤（オレイン酸または OS-100）を添加した ER 流体を作

製し，その応力特性を調べた。その結果として，以下のような問題点が新たに判明した。 
界面活性剤を添加して作製した ER 流体の粒子分散性は向上する。しかし，この ER

流体は，過電流が流れて所定の電界を得るための電圧が印加できず，ER 効果は界面活

性剤を用いない場合よりむしろ低下した。界面活性剤は粒子にイオンを付与することに

より，粒子同士の凝集を防いでいることから，粒子分散安定性は向上するが，イオンの

付与により ER 流体の電気絶縁性が低下し，電界の印加によって過電流（イオン電流）

が流れ，ER 効果の向上が阻害されるものと考察された。この結果から，ER 流体に界面

活性剤を用いても，伝達応力の向上には繋がらないと結論された。今後は，従来の ER
粒子（有機・無機複合粒子（粒径約 10 µm）または板状アルミナ粒子（粒径約 2 µm 以

下）など）とゾル－ゲル法によって得た ER 粒子の複合系からなる ER 流体について，

ER 効果の向上を図ることを提案し，更なる検討を進める予定である。 
 一方，関連企業との共同研究によって，ERG の改良素材（EAM: Electro Attractive 
Material）を利用したブレーキが開発された。その原理は，多段ディスクブレーキの固

定側ディスクに EAM を張り付け，回転側ディスクとの間に EAM を挟み，電圧の印加

によりブレーキ力を発生する。発生する力は，印加電圧で制御できるが，内蔵した遊星

歯車機構のギヤ比により大きな力に変換できる。図 3.1-114 は, 開発された EAM ブレー

キのプロトタイプとその仕様を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 図 3.1-114  EAM ブレーキのプロトタイ

 

[仕様] 
直径: 80[mm]、高さ: 30[mm] 
発生ブレーキトルク:40[N・m] 
消費電力: 4[W]（最大トルク発生時） 
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 ER 流体の改良素材を開発し，これを用いた実用的装置の創製は，ER 流体の分野にお

いてこれまでに類を見ない成果と言える。開発された EAM ブレーキは，今後，様々な

制御分野（例えば、ロボット工学分野、いりょう・福祉分野など）への利用が大いに期

待される。 
 

(B)  ＭR 流体の高性能化とその応用に関する研究 
 これまでに開発したチキソトロピー性 MR 流体は，既に特許も取得し，実用化レベル

に達していると認められたので，平成 27 年初頭から実用 MR 流体として，共同研究企

業（かんでんエンジニアリング（株））から販売されるに至った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1-115  MR クラッチの断面図, 内部構造, および励磁巻線 

(c) 励磁巻線 

(b) 内部構造 

(a) 断面図 

図 3.1-116  MR クラッチの外観 
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一方，創製した MR 流体の応用装置として，昨年度までに設計・試作した小型の MR

クラッチは，まだ完成の域に達していないので，コイルの太さと許容電流値，固定子・ 
回転子の形状と構造などを再度検討し直し，第 3 段階 MR クラッチとして新たに設計・

試作した。図 3.1-115 は，MR クラッチの断面図, 内部構造, および励磁巻線を示し，図

3.1-116 は，試作した MR クラッチの外観を示す。 
内部構造は，固定子と回転子からなり，固定子の周囲には磁束を発生させるための励

磁コイルが巻かれている。コイルは，直径 0.29[mm]のポリエステル被膜 PEW（Polyester 
Enamel Wire）線であり，巻き数は第 2 段階 MR クラッチとの特性比較のため 300 回に

統一した。回転子の厚さは 4[mm]である（第 2 段階 MR クラッチの 1/3）。また，磁界 
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図3.1-118 励磁電流と伝達トルクの代表的な関係

（駆動用電動機回転数: 20[rpm], 100[rpm]，） 

図 31-117 伝達応力測定装置の概略図と外観 

(a) 伝達応力測定装置の概略図 (b) 伝達応力測定装置の外
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発生用の励磁巻線を規則的に巻くことによって漏れ磁束を極力低減し，MR 流体に作用

する磁束密度の有効性を向上させた。回転子の直径は D=68[mm]，固定子と回転子の間

のギャップ長は d=2[mm]である。固定子側には 1.5[mm]の溝を設け，O リングを取り付

けて，MR 流体の漏れを完全に防止した。磁路を形成する部分の素材はすべて，透磁率

が高く磁気損失の少ない S45C（機械構造用炭素鋼：炭素鋼含有 0.45[%]）を用いた。 
MR効果が及ぶギャップ内の磁束密度は，励磁電流0～1.4[A]でほぼ線形的に0～190[mT]
の範囲で変化する。なお，クラッチの伝達応力を計測する際に用いた回転子駆動用の電

動機（100[V]，40[W]，10.0[µF]コンデンサ駆動）は，減速ギアと併用して駆動力を増す

ようにした。図 3.1-117 は，伝達応力測定装置の概略図と外観を示し，図 3.1-118 は，励

磁電流と伝達トルクの代表的な関係を示す。第 3 段階 MR クラッチでは，励磁電流 0～
1.4[A]の範囲で，伝達トルク 0～4.5[N・m]の制御ができる。また，伝達トルクは，駆動

用電動機回転数に殆ど影響しない。このクラッチは，励磁コイルの巻き数を変化できる

ように設計したので，今後，巻き数を変化して磁界強度と伝達トルクの関係を明確にす

る。 
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３．２ 研究課題[Ⅱ]： 磁気応用エネルギー変換・貯蔵・環境保全技術の開発

研究 

[課題 1] 環境負荷低減に役立つ発電機・モータ技術の開発 

本研究では，風力発電・マイクロ水力発電・電気自動車（EV）・ハイブリッド自動車

（HEV）などの新エネルギー分野に適合した新構造の回転機（発電機・電動機）を開発

した。また，その製造・使用・廃棄段階に至る一連の省エネルギー・省資源化が実現で

き，かつ用途に応じた回転機の設計技術を構築した。 

 
（１） 電力・産業・車両用新型回転機の研究 
(A)  磁束変調同期機の開発 

 風力発電・マイクロ水力発電・EV・EHV などの新エネルギー分野において，多極同

期機が広く用いられている。一般的な多極同期機は固定子に電力の出し入れを行う電機

子巻線を備え，回転子には磁束を発生する界磁磁極が設けられている。界磁磁極の形式

には，電磁石式と永久磁石式の 2 種類がある。 
本課題では，回転子構造を簡素化してより汎用性を高めた，新構造の電磁石式および

永久磁石式の多極同期機を考案した。この多極同期機は，固定子に電機子巻線と界磁磁

極（電磁石あるいは永久磁石）の両方を備え，回転子には巻線や永久磁石を持たない。

動作原理は，界磁磁極による固定子起磁力を回転子の突極（パーミアンス変化）により

変調して主磁束（回転磁界）をつくり，これと電機子電流との間で同期トルクを発生す

るものである。このため，考案した多極同期機を磁束変調同期機（Flux-Modulating 
Synchronous Machine: FMSM）と呼称している。この FMSM は，我々と東芝三菱電機産

業システム㈱の技術者が独自に考案したものであり，平成 27年 7月に特許登録となり，

すでに権利化している。 
 
＜平成２３～２５年度＞ 

 第 1 に，電磁石式の FMSM について，その原理と発電機動作時の特性を，試作によ

る実験と有限要素解析（FEA）により明らかにした。以下の結果を得た。 
① FMSM は，固定子側からブラシレス構造で界磁制御ができ，トルク脈動が小さく，

電圧波形のひずみ率も低いことが分かった。 
 第 2 に，MW 級風力発電機への適用を前提に，体格と増速比の異なる 2 台の 2MW 級

FMSM を設計し，これらの電気特性を FEA によるシミュレーションで評価し，以下の
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結果を得た。図 3.2-1 は，試作機Ⅰ(80 極，電磁石式)の構造を示し，最大出力および最

大効率と回転速度の関係が図 3.2-2 に示される。 

② 既存の永久磁石式同期発電機（IPMSM）より 1 割程度体格を大きくすることで，

同程度の出力と 90[%]以上の効率が得られることが分かった。 
③ 大容量化に伴い出力に対して界磁銅損（励磁容量）の割合が小さくなり，FMSM が 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大容量機に適していることも確認できた。 
 
＜平成２４～２６年度＞ 
 発電機動作時の解析に加えて，電磁石式および永久磁石式の FMSM について，電動

機動作時の特性を調査し，トルクの発生メカニズムやベクトル制御時の特性を明らかに

した。以下に研究成果を要約する。なお，図 3.2-3 は，試作機Ⅱ(30 極，電磁石式)の構

図 3.2-1 試作機Ⅰ(80 極，電磁石式)の構造 

図 3.2-2 試作機Ⅰの最大出力と最大効率 
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造を示し，トルクおよび効率と q 軸電流の関係が図 3.2-4 に示される。また，図 3.2-5
は，試作機Ⅲ(30 極，永久磁石式)の構造を示し，トルクおよび効率と q 軸電流の関係

が図 3.2-6 に示される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-3 試作機Ⅱ(30 極，電磁石式)の構造 

図 3.2-4 試作機Ⅱのトルクと効率 
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① FMSM のインダクタンス特性は，円筒形同期電動機と類似の特性を持つことが分か

った。 
② d，q 軸巻線を電機子巻線がつくる回転磁界と同じ電気角速度で回転する座標上に取 

ってベクトル制御すると，FMSM のトルクを，直流電動機と同様に，電機子電流と

界磁電流の大きさによって直接制御できることが分かった。 
 
＜平成２７年度＞ 

EV・HEV 用電動機への適用を前提に，50[kW]級 FMSM を設計し，FEA によって既

存の永久磁石式同期電動機(IPMSM)とその特性を比較した。その結果，FMSM は，永

久磁石を使わずに IPMSM の約 9 割の最大トルクを発生でき，電流位相を調整すると，

トルク脈動を IPMSM と同程度に低減できることが分かった。今後，低速運転時や高速

運転時の損失・効率を分析し，実用化のための技術課題などを明らかにする。 

 
(B)  自転車用発電機の開発 

 現在，自転車のハブ発電機には，単相外転型クローポール発電機が使われている。し

かし，低速で駆動するため多極構造となり，発電機本体が大型化している。そこで，平

成 25 年度から自転車のハブ発電機の小形化の研究に着手した。 

 
＜平成２５～２６年度＞ 
 固定子構造を変えずに多極化が可能な磁束スイッチ発電機に注目し，ハブ発電機とし

図 3.2-5 試作機Ⅲ(30 極，永久磁石式)の構造 

図 3.2-6 試作機Ⅲのトルクと効率 
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ての可能性を FEA によるシミュレーションで検討し，以下の結果を得た。 
① 固定子と回転子の極数を同一に選定し，オープンスロット構造を採用することによ

り，正弦波・高出力の外転型単相磁束スイッチ発電機が得られることが判明した。 
② しかし，磁束スイッチの原理では，既存のハブ発電機と同一体積で外径を 30[%] 縮

小するのが限界であることがわかった。従って，この原理ではハブ発電機の小形化

は望めない。新たな原理に基づく発電機の検討が必要であることが分かった。 

 
＜平成２６～２７年度＞ 
 磁束スイッチ発電機とは異なる原理に基づく新構造発電機を考案し，以下の結果を得

た。 
 第 1 に，磁束スイッチ発電機の構造に，誘導子形高周波発電機の複数突極構造を取り

入れた新構造の発電機を考案し，本構造の特許を出願した。固定子に突極を複数設ける

ことによって高周波数の電力を得やすくなっているため，高出力化が期待できる。既存

のハブ発電機より外径を 37[%] 縮小したモデルを設計し，FEA によってこの出力を計

算した。 
① 既存機よりも低い出力しか得られなかった。本構造の場合には本体の大幅な小形化

は難しいことがわかった。 
 第 2 に，磁束反転発電機の原理を応用した新構造の発電機を考案し，本構造の特許を

出願した。固定子に突極を複数設けることによって高周波数の電力を得やすくなってい

るため，高出力化が期待できる構造である。既存のハブ発電機より外径を 37[%] 縮小

したモデルを設計し，FEA によってこの出力を計算した。 
② 本構造の場合は，市販の既存機を越える高い出力が得られることが分かった。これ

は，ハブ発電機本体の大幅な小形化を実現し得る成果である。 
③ 平成 27 年度はこの試作機の寸法設計も実施した。 
 今後は，本機を試作して実機検証する予定であり，学会等への公表を予定している。 

 
(C)  磁石補助突極形同期機の開発 

突極形同期機は，風力発電機・水力発電機・エンジン発電機・産業用電動機などに使

用される重要な機器である。しかし，本機には，磁極胴部の磁気飽和によって端子電圧

が制限され，無用な界磁起磁力を消費すると言う問題がある。この問題を改善するため

に，磁極片の間に永久磁石（PM）を挿入した新構造の PM 補助突極形同期機（PMa-SM）

の実用化を目指して研究を進めてきた。平成 22 年度までに，PM の挿入によって，定

常時の端子電圧および出力が向上することが分かっている。突極形同期機の出力が向上

すれば，同期機を小型化，軽量化することが可能となる。 
しかし，本機の実用化に向けて，次のような問題点が残されていた。 
第 1 の問題点： PMa-SM の出力を向上するために最適な構造・寸法の検討が不十分
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であった。 
第 2 の問題点：これまでは定格回転速度における発電機運転時の検討のみであり，電

動機運転時の検討，特に高速回転時の検討ができていなかった。 
第 3 の問題点：過渡時に大電流が流れる三相突発短絡が起こると，PMa-SM の構造に

よっては PM が不可逆減磁する場合があることが，有限要素解析（FEA）によって明ら

かになっている。しかし，実機試験による FEA の計算精度確認ができていなかった。 
第 4 の問題点： PMa-SM を実用化するには，設計した PMa-SM の定常時と過渡時の

特性を，計算時間の長い FEA を用いずに簡単な計算のみで把握できることが望ましい

ので，過去に磁気回路を用いた PMa-SM の定常特性計算法を構築した。しかし，過渡

特性の計算法は構築されていなかった。 
 

＜平成２３～２５年度＞ 
 第 1 の問題点である定常時の出力向上について研究した。PM やロータ構造の変更に

よって，PM の挿入による出力向上効果を更に約 9[%]向上した構造を考案し，FEA と実

験によってこれを実証した。 
① 効率はわずかではあるが向上した。FEA により PMa-SM 内部の物理現象を明らかに

した。さらに，コンピュータを用いて PMa-SM の回転子形状の最適化を行った。 

② 図 3.2-7 に示すように，最適化によって人手による試行錯誤では思いつかないよう

な構造が考案された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 考案した PMa-SM を試作し，実験と FEA によって特性を明らかにした。最適化に

よって，ほぼ性能向上の限界に達している回転子形状を見出すことができた。 
 

また，第 3 の問題点である過渡時の現象については，平成 23 年度に研究し，以下の
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結果を得た。     
第 1 に，実機による三相突発短絡試験を行い，過渡時の FEA の計算精度を評価した。 

④ 短絡前端子電圧が低い場合について，図 3.2-8 に示すように，過渡解析の精度が高

いことが分かった。 
⑤ 短絡前端子電圧が高い試験条件では，不可逆減磁が生じる心配のない従来 SM を対 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   象にして FEA の計算精度を評価した。突発短絡後 1 周期目の解析精度はやや劣るが 

突発短絡後 2周期目以降の解析精度は高かった。1周期目の解析精度が劣る原因は，

機内に著しく強い磁気飽和が生じるためと考えられる。 
 第 2 に，FEA により PM の減磁評価を行い，次の結果を得た。 
⑥ PM の大部分で不可逆減磁が起こるのは，短絡前端子電圧が 0.50[p.u.]前後であるこ

とを見出した。短絡前端子電圧 0.29[p.u.]未満の試験条件で，実際に PMa-SM 実機を

用いて三相突発短絡試験を行った結果，PM の不可逆減磁は起らず，FEA の結果が

裏付けられた。 

 
＜平成２４～２７年度＞ 
 第 2 の課題である電動機運転時に関する研究を行った。ベクトル制御実験と FEA を

用いて，従来 SM と PMa-SM の電動機動作における特性を比較し，電動機における PM
挿入の効果を検討した。定格速度 1800[min-1]の 2.8 倍の 5000[min-1]まで駆動させること

ができ，これによって以下の結果を得た。 
① 低速回転時には，PM 挿入効果によって PMa-SM の出力が従来の SM よりも大幅に

向上した。 
② 高速回転時には，磁気飽和が生じないため PM 挿入の効果が自然に消えて，可変磁

力機と同様の界磁弱め効果が生じ，PM による磁束が弱め界磁制御を邪魔しないこ

とが分かった。従って，PMa-SM は低速から高速に至るまで高い性能が得られるこ

とが分かった。 
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 第 4 の問題点である磁気回路を用いた PMa-SM の過渡特性計算法は，平成 25～26 年

度に構築し，以下の結果を得た。 
③ FEA に比べて計算時間を 9 割以上短縮することができた。 
④ あまり磁気飽和していない条件における三相突発短絡の場合，磁気回路計算が実験

や FEA とよく一致し，計算精度が良好であることが分かった。 

（２）回転機の物理現象解明と設計法の高度化研究 
(A)  同期機の塊状磁極の近似モデルによる表面損失の基礎研究 

 塊状磁極同期機は，産業用電動機やタービン発電機などに広く用いられている。本機

では運転中，塊状磁極部分に表面損失が生じ，それにより熱が発生する。これによる温

度上昇が過大にならないように構造設計することが重要である。表面損失過大の対策と

して磁極表面に溝（グルーブ）を施す方法がある。しかし，このグルーブの表面損失低

減のメカニズムが十分に解明されていない。これが解明できれば，表面損失の計算精度

の向上や新構造同期機の考案に繋がる。平成 22 年度までに，グルーブ付き塊状磁極同

期機の近似モデルとして環状試料を採用し，表面損失の測定を行い，グルーブの効果を

調べた。しかし，FEA 解析による表面損失の評価・分析が十分に行われていなかった。

このため表面損失の低減原理が十分に明らかにされていなかった。 

 
＜平成２３～２５年度＞ 
 ヒステリシスを考慮した FEA の解析方法改良を行った。これを用いて，グルーブ寸

法のパターンを増やした解析を行い，グルーブの効果を評価・分析した。また，測定結

果と解析結果を比較し，計算精度を調査した。得られた結果は以下に要約される。 
① ヒステリシスを考慮した解析の表面損失が実測とほぼ一致した。また，ヒステリシ

スを無視した解析の場合には，実測と著しく異なることが分かった。 
② 表面損失の解析には，ヒステリシスの考慮が重要であることを明らかにした。図

3.2-9 は，環状試料の外観を示し，3.2-10 は，表面損失の結果を示す。ヒステリシス

を無視した解析の精度が劣る原因は，マイナーループの傾きの過大評価による表皮

深さの過小評価が，渦電流損失の誤差に繋がったためである。 
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③ 更なる解析を進め，グルーブの形状と渦電流表皮深さとの関係を分析することによ

り，表面損失の発生原理を一部明らかにした。グルーブの効果は，グルーブ寸法と

マイナーループの傾きによって得られた表皮深さとの大小関係に依存することが分

かった。 

 これらの検討を進める中で，解析に入力する励磁電流波形の初期位相のみを変えると，

解析結果の表面損失が幾分異なる値になる現象を新たに発見した。この現象が解析上の

不備によるものか，実物の環状試料においても実際に生じるものなのかが不明であ。 

 

＜平成２６年度＞ 

 前年度の上記問題点に取り組み，以下の結果を得た。実験において，解析と同条件で

励磁電流波形の初期位相を変える測定方法を考案し，表面損失測定を行った。 
① 実物の環状試料においても，初期位相を変えると表面損失値が変わることを明らか

にした。この原因は，初期位相が変わると，ヒステリシス現象によって試料内部の

偏磁状態が変わる為と考えられる。 

 

(B)  同期機の塊状磁極における表面損失の現象解明と設計法高度化 

 前記(A)の研究では，実機の塊状磁極の近似モデルである環状試料を用いて基礎研究

を進めた。これは，塊状磁極では磁束の流れが複雑で現象分析が困難な上に，表面損失

の正確な測定が困難で解析精度が不明の為である。しかし，設計法の高度化を目指す為

には，環状試料だけでなく，実機の塊状磁極自体に生じる表面損失現象の分析も当然な

がら必要である。そこで，これについて研究を進めた。平成 22 年度までに，塊状磁極

に発生する磁束密度の大きさや向き，電流密度などは解析した。ただし，この実機解析

は，解析プログラムの都合によりヒステリシスを無視した有限要素解析であり，グルー

ブの無い場合のみであった。 

 

＜平成２３～２４年度＞ 

 解析の実施による物理現象の解明に取り組み，以下の結果を得た。 

① 負荷解析では，無負荷解析に比べ表面損失が約 4 倍も増加した。負荷時に大きく損

失が増加したのは，磁極の磁気飽和により表皮深さが著しく増加したためである。 

② 無負荷時の磁束密度ベクトルは，径方向成分の直流磁束に周方向成分の交流磁束が

重畳している。一方で，定格負荷時の磁束密度ベクトルは径方向成分と周方向成分

図 3.2-9 環状試料の外観 
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の両方で交流磁束に直流磁束が重畳した状態になることが分かった。 

 

＜平成２５～２７年度＞ 

前年度までに得られた FEA 結果を実験によって検証した。定格負荷時を含む各種負

荷時において，表面損失を実測する方法を新たに考案し，以下の結果を得た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 無負荷時に比べ定格負荷時に表面損失が約 4 倍も増加するという現象は，実験によ

っても確かに生じることを明らかにした。図 3.2-11 は，実験対象機の断面図を示し，

図 3.2-12 は，無負荷時と負荷時の表面損失を示す。また，FEA 値が実験値とよく一

致することが分かった。ヒステリシスを考慮していないにもかかわらず，両者がよ

く一致するのは，磁気飽和が強くなるほどマイナーループの軌道が初期磁化曲線に

近づくためと推測される。 

 

 FEA および Maxwell 方程式の近似解による機内磁束と渦電流を詳細な分析は，平成
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25～26 年度に実施し，以下の結果を得た。 
② 表面損失が無負荷時に比べて負荷時の方が大きい理由を理論的に明らかにした。す

なわち，磁極表面における脈動磁束密度と渦電流密度は無負荷時と負荷時で大差な

い。 

③ 磁極内部への脈動磁束密度と渦電流密度の表皮深さは，磁気飽和の強い負荷時の方

が無負荷時よりも数倍大きい。これは表面損失が大きい原因である。 

④ 負荷時の損失を下げるには，磁気飽和を低減するために磁極片の厚みを増やす方法

が有効である。磁極片の厚みを増すことによって，負荷時の損失を低減できること

は，FEA 解析によって確認された。 

 

また，平成 26～27 年度には，実機の磁極表面にグルーブを施した 3 次元有限要素メ

ッシュを作成して FEA 解析を行い，グルーブが表面損失にどのような影響を与えるか

を研究し，以下の結果を得た。  

⑤ グルーブのピッチが短いほど表面損失低減効果が得られることなどが分かった。 

⑥ この研究結果を実測によって検証する為に，5 種類の異なるグルーブ寸法を持つ実

機とその比較用としてグルーブの無い実機を試作した。このうちグルーブの無い実

機について，表面損失の測定を開始している。今後，5 種類のグルーブ付き実機の

測定を遂行し，FEA との比較によって解析精度の検証や物理現象の分析を行う。 

 

(C)  同期機の面内渦電流損失に関する現象解明と設計法高度化 

 電力用タービン発電機などの同期機では，軸方向へ向かう磁束が固定子鉄心端部の鋼

板を通り，鋼板の面内に大きな渦電流が流れ，面内渦電流損が生じる。これは固定子鉄

心端部の温度を上昇させ，機器の特性に影響を及ぼすことがある。そのため，同期機の

設計においては，面内渦電流損を精度よく計算することが望ましい。しかし，同期機実

機では，面内渦電流損のみの測定が困難であることから，解析によって面内渦電流損の

みの計算精度を評価することも困難である。 
そこで，この問題を改善する為に，平成 22 年度までに磁束の流れが単純で，ほぼ面

内渦電流損のみが測定できる新構造の試験器を考案・製作した。本試験器を用いて，実

験と FEA 解析を行い，FEA による面内渦電流損の計算精度を評価し，試験器の面内渦

電流現象を明らかにすることを目的として研究を進め，この研究成果に基づいて，同期

機設計法の高度化を目指す。 

 

＜平成２３～２５年度＞ 

 図 3.2-13 に示される上記試験器を用いて，実験と 3 次元 FEA を行い，FEA による面

内渦電流損の計算精度を評価し，面内渦電流現象を分析した。試料としては，35H210
を対象とした。得られた結果は，以下に要約される。 

 121 



① 面内渦電流損測定法の妥当性を検証し，測定精度が良好であることを明らかにした。

図 3.2-14 に示されるように，面内渦電流損を FEA によって精度よく計算できること

を明らかにした。 
② 解析結果から，10[Hz]と 50[Hz]の場合に，面内渦電流が，試料鋼板側面から見て理

論表皮深さよりも深いところまで流れることが分かった。この理由は，渦電流の流 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

れが試料鋼板側面からの表皮深さではなく，試料鋼板平面からの表皮深さによっ

て決まるためである。 
③ 励磁電流と面内渦電流の位相差が 90°に近く，励磁電流による外部からの磁束が，

面内渦電流によって余り妨げられずに通ることが分かった。すなわち，抵抗支配の

特性になっている。これは，積層間の絶縁層による磁気抵抗が大きいために，励磁

電流と面内渦電流の相互リアクタンスが小さいことに原因がある。 

④ 周波数 500[Hz]においては 10[Hz]や 50[Hz]に比べると，試料鋼板側面からみた渦電

流の浸透深さが浅くなることが分かった。これは，鋼板厚さの半分と理論表皮深さ

が近い値になることによる。 
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図 3.2-13 面内渦電流損計測用試験器の概略図 

図 3.2-14 面内渦電流損失 
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⑤ 励磁電流と面内渦電流の位相差が 180°であり，試料磁束密度が渦電流によって大

きく妨げられることが分かった。これは，周波数が大きくなって励磁電流と面内渦

電流の相互リアクタンスが大きくなることに原因がある。すなわち，このときの渦

電流は，リアクタンス支配特性になっている。 

 

 試料 50H400 の面内渦電流現象分析については，平成 25 年度に実施され，以下の結

果を得た。 

⑥ 50H400 の場合には，周波数 50[Hz]において既に，35H210 の周波数 500[Hz]におけ

る上記現象が幾分生じることが分かった。これは，35H210 に比べて 50H400 は鋼板

厚さと導電率と占積率がいずれも大きいために，励磁電流と面内渦電流の相互リア

クタンスが大きくなり，渦電流の等価抵抗が小さくなる為である。すなわち，リア

クタンス支配特性になり易くなる。 

 以上の研究より，面内渦電流の現象解明と計算精度向上を目指した研究の基礎となる

重要な測定データと知見が得られた。 

 

(D)  産業用同期電動機の過負荷および始動特性の計算精度向上 

 過負荷時や始動時の特性解析方法の研究は，平成 27 年度から開始された。産業用の

同期電動機として，塊状の突極形同期機が広く利用されている。本機では，しばしば全

電圧始動方式が採用される。本機において，その設計段階で過負荷時や始動時の特性解

析精度を向上すれば，より高性能な電動機が製造可能となる。すなわち，過負荷時の解

析精度が向上すれば，出力密度が高く，低コストな電動機の設計に繋がる。始動時の解

析精度が向上すれば，始動トルクが大きく，始動電流や磁極損失の少ない高性能な電動

機の設計ができる。 

 

＜平成２７年度＞ 

 定格電圧 120[V]，定格電流 7.5[A]の突極形塊状磁極同期機を対象にして，150[V]まで

の過電圧や 19.5[A]までの過電流を印加した過負荷時の測定と FEA を実施し，次の結果

を得た。 

① 過電流時においては，FEA の計算精度が比較的良好であることが分かった。過電圧

時については，測定がうまく行っていない可能性があり，引き続き再測定を実施し，

今後，学会等への公表を予定している。 

② 本機を対象にして，全電圧始動時の測定設備を構築し，測定を実施した。全電圧始

動に成功し，測定データを得ることができた。しかし，始動直後の電圧低下が大き

いという問題点が残された。今後，測定方法を改良し，測定と同条件で FEA 解析を

実施して，その計算精度を検証する予定である。 

 これらの成果は，今後，学会等への公表を予定している。 
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[課題 2] 駆動用磁気エネルギーを無線により供給するマイクロマシンの開発 

現在，エレクトロニクス，半導体と言った新しい技術の発展に従い，工業製品が大量

生産され，かつ安価になってきた。大量かつ安価にコンピュータなどの複雑な製品を製

作するには，機器の小型化（すなわちマイクロ化）が必要となり，モータなど動力を発

生するものも小型・軽量化が求められている。しかし，マイクロ化が進むに当って，物

体を小さくすることだけであればマイクロメートル，ナノメートル単位まで小さくする

ことは可能であるが，安定した出力が持続的に発生できる機構を，そのまま物理的に小

さくすることのみでは，ミリ単位のものでもかなり困難である。従来の考えとは異なる

機構で，安定な動作を得るマイクロマシンが必要となっている。 
 本研究では，細管内で駆動するマイクロポンプに着目し，小型冷却装置などへの応用

を可能とするアクチュエータの研究を行ってきた。動力が無線で供給できれば，壁内の

配管や体内へのドラッグデリバリーが可能となり，応用分野の拡大が期待できる。小型

アクチュエータの構造や動作を明らかにし，その特性を明確にして行く。 
 

＜平成２３～２５年度＞ 

 図 3.2-15 は，試作したマイクロポンプの動作原理を示す。図 3.2-16 に示す 520[turn]
の電磁石を駆動源として用いる。交流電源より印加電圧 14[Vrms]，周波数 35～70[Hz]の
範囲で駆動させ，水の流れる動作を検証した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マイクロポンプの構造は 図 3.2-15 のように，内部を工業用の水で満たしたチューブ

内にポンプの動力源であるアクチュエータを固定し，そのチューブを電磁石上部に配置

する。その時，アクチュエータは電磁石からの磁界により駆動するようになっている。 

図 3.2-15 マイクロポンプの動作原理 図 3.2-16 電磁石の外観 
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水流の発生は，以下の原理に基づく。 
(ⅰ) 交流電源より電磁石に交流電圧を印加すると電磁石に正・負の交流磁界が発生す

る。 
(ⅱ) この交流磁界によりアクチュエータのリング状小型永久磁石が吸引・反発を繰り

返し，正方向と負方向の半回転運動が発生する。 
(ⅲ) この半回転往復運動により, リング状小型永久磁石と連動したフィンが上下に運

動し，水を後部へ押し出すことによって，水流を発生させることができる。 

 

パイプ内の流速計算方法について，以下に説明する。 

(ⅰ) 高速度カメラを用い，撮影対象である 1[mm]角に刻んだ流動体をパイプ内に挿入し，

水路内を１周する間を高速度カメラで撮影する。 
(ⅱ) 流速は，その時にかかった撮影フレーム数から，(3.2-1)式と(3.2-2)式を用いて求め

る。また，流速の測定精度を上げるため，10 周分の流速を測定し、その平均値で表す。 
 

       t=X/C      [s]                                     (3.2-1) 
       v=L/t      [mm/s]                                  (3.2-2) 
        

 ここで， 
t：流動体が測定範囲内を通過する時間             [s] 
C：カメラの撮影フレーム                        [f/s] 
X：流動体が測定範囲内を通過する撮影フレーム    [f] 
v：流速                    [mm/s] 
L：水路の全長                 [mm] 

 
表 3.2-1 と図 3.2-17 は，それぞれ水路長 L が 740[mm]である場合の流速測定結果を示

す。 
表 3.2-1 流速測定結果(水路長 L=740[mm]) 

周波数［Hz］ 30 40 50 60 70 

流速[mm/s] 59.55 74.74 81.37 81.49 52.09 
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 実験の結果、以下の知見を得た。 
① 周波数が 50～60[Hz]の時に流速が最大になることが分かった。アクチュエータが水

を押し出すのに最適な動きは，50～60[Hz]であり，この周波数において動作の共振

点があるものと考えられる。 
② さらなる流速の向上には，電磁石の改良，アクチュエータのリング状永久磁石，お

よびフィン形状の改良が必要であることが分かった。 
 

＜平成２６～２７年度＞ 

 マイクロポンプを応用して，小型冷却装置の実験を行った。図 3.2-18 は，試作した冷

却実験装置の外観を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 加熱部と冷却部をパイプで結合し，その内部にアクチュエータを入れ，液体を循環さ

せる。加熱部，冷却部でそれぞれ液温を測定する。冷却部では，放熱効果を上げるため

面積の大きな銅製の平板を用いた。水路長 L は 740[mm]である。また，アクチュエータ 
 

 

 

 

 

 

図 3.2-17 流速測定結果(水路長 L=740[mm]) 

図 3.2-18 冷却実験装置の外観 
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を駆動するための電磁石は，520[turn]の電磁石を用い，補強長さ 3[mm]のアクチュエー

タを使用し，印加電圧は 14[Vrms]，周波数は 50[Hz]で実験を行った。図 3.2-19 は，冷却

実験の結果（温度と経過時間の関係）を示す。実験の結果、以下の知見を得た。 

① 駆動周波数が 50[Hz]の時，0.6～0.8[℃]の冷却効果があることが分かった。温度差が

大きくなっていることより，冷却装置として適用できるものと考えられる。 
② 外部より無線で小さなリング状永久磁石に磁界を駆動力として与えることにより，

マイクロポンプを実現できることが示された。また，その応用として，小型冷却装

置の実証実験を行い，良好に動作することを確認した。 

 現在，実験の精度が一部低いため，高精度化を検討している。 

 

[課題 3] 超伝導応用によるエネルギー貯蔵および水浄化技術の開発 

（１）超伝導エネルギー貯蔵装置(SMES)の基本設計と磁界解析 
 SMES が電力貯蔵技術として提案され，研究された背景には，超伝導マグネット技

術が進歩したこととパワーエレクトロニクス技術の発展により大容量交直変換器が実

現できるようになったことが挙げられる。電力貯蔵には，スマートグリッドの様に非常

に多くの電力貯蔵装置（この場合は蓄電池が主流となる）があるが，ある程度大型の電

力貯蔵装置も必要である。大規模 SMES の実現には，現状の技術レベルから克服すべき

問題は多いが，SMES により期待される電力系統安定化への適用については，実験的研

究で検証されている。SMES は多用途に適応できる電力貯蔵設備であり，電力の効率的

安定供給に有益な設備である。 
 

＜平成２３～２５年度＞ 

 第 1 段階として，基礎的な技術蓄積を積み重ねて行くことが重要であり，その設計指

針を必要とする。本研究では，複数のソレノイドコイルを円周上に配置して，トロイド

型 SMES を構成する方式を検討した。複数のソレノイドコイルを分割して製作すること

により，トロイド型 SMES の製作，運搬，設置にメリットが生まれ，経済的に有利にな

るものと考える。 

 インダクタンス L[H]と電流 I[A]は式（3.1）より両方が現実的に構成できる結果とし

て，L＝8000[H]，I=5000[A]とした。 
     W=(1/2)LI2  [H]                                         (3.2-3) 

また，インダクタンス L[H]と総巻き数 N[turn]の関係式は， 

図 3.2-19 冷却実験の結果 
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    L=(µ0N2S)/l  [H]                                        (3.2-4) 
となる。ここで， 
   真空の透磁率：µ0=4π×10-7   [H/m] 
   ソレノイドコイルの断面積： S [m2] 
   平均磁路長：l  [m] 

表 3.2-2 コイルの仕様 
貯蔵量（全体） [TJ] 300 

基数 3000 

貯蔵量（一基）[GJ] 100 

電流 I [A] 5000 

インダクタンス L [H] 8000 

トロイド型半径 R [m] 10 

平均磁路長 l [m] 62.832 

巻数（全体）N [turn] 100000 

ソレノイド断面積 S [m2] 40 

ソレノイド半径ｒ [m] 3.568 

線材厚み [m] 0.0107 

占有率 [%] 80 

 

表 3.2-2 は，本研究で設計したコイルの仕様を示す。トロイド型半径 R を 10[m]と想

定しているので，平均磁路長 l [m]は l=62.832[m]となる。インダクタンス L[H]と電流 I[A]
と同様にして平均磁路長 l [m]と (3.2-4)式より，総巻き数 N[turn]とソレノイドコイルの

断面積 S[m2]の値を検討し，N＝100000[turn]，S=40[m2]を得た。 

 本研究では，フォトン社の有限要素解析ソフト PHOTO-Series（Ver 8.3）を用いて解

析した。有限要素法を用いているので，解析領域をメッシュで分割し詳細な部分の解析

が可能である。トロイド型 SMES を構成するソレノイドコイルを 4 個から 24 個まで 4
個単位で変化させ磁界・応力の解析を行った。 
 表 3.2-3 は，ソレノイドコイル数ごとの設計値を示す。超伝導線材料としては，臨界

電流密度 [A/cm2]，外場磁場 [T]，温度 [K]の 3 つの観点から Y 系線材を選定した。 
 

表 3.2-3 分割個数ごとの設計値 
コイル個数[個] 4 8 12 16 20 24 

角度[°] 90 45 30 22.5 18 15 

一個当たりの 

巻き数Ｎx[turn] 
25000 12500 8333 6250 5000 4167 

コイルの 

高さＨ[m] 
9.68 4.01 2.59 1.93 1.53 1.27 

ソレノイド 

半径 r [m] 
3.95 
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内半径 R-r [m] 6.05 

幅方向の 

巻き数[turn] 
35.71 

コイルの幅[m] 0.38 

節点電流 

Ｉx[A] 

1.25×

108 

6.25×

107 

4.17×

107 

3.13×

107 

2.50×

107 

2.08×

107 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-20 磁界解析の結果(コイル: 12 個) 

図 3.2-21 磁界解析の結果(コイル: 24 個) 

(a) コイル表示あり (b) コイル表示なし 

(a) コイル表示あり (b) コイル表示なし 

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0
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磁
束

密
度

B
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T
]

コイル個数[個]

理論値

コイル中心部の磁束密度

図 3.2-22 トロイド型 SMES の内部磁界とコイル個数の関係 
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図 3.2-20 と図 3.2-21 は，コイルの分割数が 12 個と 24 個に対する磁界解析の結果を

それぞれ示す。また，図 3.2-22 は，トロイド型 SMES の内部磁界とコイル個数の関係

を示す。これらの解析より，以下の知見を得た。 
① トロイド型 SMES のコイルの中心磁界は分割個数を増やす事で磁束密度が減少し，理論

値に近づくことが分かった。 
 

＜平成２６～２７年度＞ 

 昨年度までの解析法に基づいて，コイル個数ごとの距離と磁束密度の関係を明らかにした。

図 3.2-23 は，コイル個数ごとの距離と磁束密度の関係を示す。同図の「一般人立ち入 
り禁止区域」は 0.5[mT]で，地磁気が約 46[µT]である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この解析結果から，以下の知見を得た。 

① トロイド型コイルの中心から離れると磁束密度が減少する。また，コイル個数を増やすと磁

束密度は減少する。 

② コイル個数 16 個では，トロイド型外半径から約 9[m]，20 個では約 7[m]，24個では約 6[m]
の位置で, 一般人立ち入り禁止区域の磁束密度を下回る。20個と24個では，トロイド型外

半径から 10[m]まで離れると，地磁気程度の磁束密度になる。 
 

一方，応力解析では，磁界解析結果を基にソレノイドコイルの分割個数を 16，20，24 個の

場合について解析を行った。図 3.2-24 は，分割個数ごとの変位における解析結果を示す。同

図(a)は，分割個数 16 個の場合を示し，(b)は，分割個数 24 個の場合を示す。また，図 3.2-25
は，トロイド型 SMES の変位における断面図を示す。同図(a)は，解析前の断面図を示し，(b)
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図 3.2-23 コイル個数ごとの距離と磁束密度の関係 
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および(c)は，コイル個数が 16 と 24 個の場合をそれぞれ示す。 
 なお，図 3.2-24 および図 3.2-25 において，最大値は 1[m]，最小値は 0[m]として示し

てある。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-24 分割個数ごとの変位における解析結果 

(a) コイル個数 16 個 

(b) コイル個数 24 個 

図 3.2-25 コイル個数ごとの距離と磁束密度の関係 

(a) 解析前の形状 

(b) コイル個数 16 個 (c) コイル個数 24 個 
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以上の解析より，以下の知見を得た。 
① 図 3.2-25 より，トロイド型 SMES の断面図は，コイル個数による変位により大きさ

の違いは見られたが，応力により変形したコイルの形は，分割個数とは無関係に上

下拡張した。 
② 図 3.2-24 の中心部分（青色の部分）および図 3.2-25(b)と(c)の左側部分（青色の部分）

は，変位拘束により固定してあり部分であり，解析の前後で設定した場所が動かな

いように固定してある。磁界解析結果において，一般人立ち入り禁止区域の観点か

らコイル個数 16 個以上が望ましい。また，応力解析結果においても，変位量の観点

から同値のコイル個数 16 個が望ましいものと考えられる。 
③ 上記 2 つの解析結果は，本研究の目的である「最適なトロイド型 SMES の設計指針」

として，コイル個数が 16 個の時，現状では最適であると言える。 
 

（２）ストロンチウム(Sr)とセシウム(Cs)への磁気種付けに関する実験的検討，

および磁化活性汚泥の二次処理水に残留するリン・懸濁物質への磁気分

離の適用検討 

 磁気力を利用して水中の弱磁性微粒子あるいは電離金属イオンを簡易に捕獲する手

法としては，それらに直径数十[μm]以上の強磁性粒子を結合（磁気種付け）させること

である。 
 

＜平成２３～２５年度＞ 

 平成 23 年度には，上記の手法を用いて，磁化活性汚泥処理水に含まれる不溶解有機

浮遊物質とリンを除去する実験を行い，1,000[m/day]という高速処理が可能なことを見

出した。しかし，放射性の 90Sr や 137Cs に対して直接磁気種付けすることは困難なため， 
3A と 4A および 5A 型ゼオライトの適用を試みた。すなわち，これに強磁性微粒子をゼ

オライトに担持させ，上記対象物質を吸着させる磁気分離前処理を提案し，これら 3 種

類のゼオライトへの吸着実験を行った。 
 また，平成 24 年度にはセシウムで 3A 型，平成 25 年度にはストロンチウムで 4A 型

のゼオライトが最適なことを明らかにした。図 3.2-26 と図 3.2-27 は，セシウム除去率

とストロンチウム除去率の実験結果をそれぞれ示す。 
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図 3.2-26 セシウム除去率 図 3.2-27 セシウム除去率 
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（３）磁気フィルタ性能に関する理論検討 

 混合系に対して磁気力を用い，特定物質を分離，濃縮あるいは浄化する技術が磁気分

離である。この性能を桁違いに向上させたのが，1970 年代初期に発明された高勾配磁

気分離法であった。その後，カオリン粘土精製や鉄鋼排水純化，あるいはガラス研磨廃

棄物再資源化などに実用されるようになり，1990 年代半ばに実現された冷凍機冷却型

超電導磁石によって，応用領域拡大のための研究開発が活発になった。本研究では，こ

の技術と基礎理論の発展経緯を詳細に調査し，磁気フィルタ性能評価法を理論的に検討

した。 
 

＜平成２３～２５年度＞ 

被分離物質の磁化率に対する粒径限界と，磁気フィルタへの微粒子吸着パターンを明

らかにした。図 3.2-28 は，被分離物質の磁化率に対する粒径限界を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成２６～２７年度＞ 

 

 

 

 

 
 

 

 

図 3.2-28 被分離物質の磁化率に対する粒径限界 

表 3.2-4 放射性セシウム除染システムの概念設計 

(a) 計算式と仕様数値および解析結果 
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2:1 型粘土鉱物（バーミキュライト）を用いた放射性セシウム除染システムを設定し， 
① 磁気フィルタに懸濁試料水を流し始めてから閉塞するまでの時間 
② 磁気フィルタ径（キャニスタ径）に対する浄化量 
を概算した。すなわちシステムモデルとして，印加磁界 5.0[T]，半径 500[μm]の強磁性

線の飽和磁化 1.6[T]，粒子磁化率 0.002，土壌洗浄後のバーミキュライト濃度 0.1[%]，
磁気フィルタ段数 60 段，浄化速度（流水速度）50[mm/s]，さらに内径 200[mm]磁気フ

ィルタを採用し，1 年間稼働するものと設定して，表 3.2-4 の結果を得た。すなわち，

上記①の時間は，23 分 34 秒であり，②浄化量は，水量約 50,000 トン浄化と約 50 トン

のバーミキュライトを回収捕獲可能であり，従って，放射性セシウム除染システムの実

現可能性の高いことが明らかにされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) キャニスタ径と浄化水量および捕獲量の計算 
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＜研究課題[Ⅱ]の研究成果リスト＞(*：当該研究課題と直接的に関連した成果) 
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３．３  研究課題[Ⅲ]：光・電子デバイス・システムの開発研究 

[課題 1]  環境調和型光・電子デバイス・システムの研究開発 

（１）酸化亜鉛/亜酸化銅ヘテロ接合太陽電池の基礎的な作製技術に関する研究，

および多結晶亜酸化銅シートの作製と新規な高品質酸化物半導体材料に

関する研究 

p 形伝導性を示す酸化物半導体である Cu2O は，極めて安価で且つ，無毒であるため

太陽電池材料として期待されており，理想的な pn ホモ接合が実現できれば期待される

理論変換効率は約 20[%]とされ，これまでも世界中で極めて活発に研究が実施されてい

る。しかし、現在のところ n 形の Cu2O は作成することが極めて困難であり，良好な pn
ホモ接合は実現されていない。従って，p 形の Cu2O と n 形の半導体を用いたヘテロ接

合太陽電池でなければ高い変換効率を達成することは困難である。しかし，高変換効率

を達成できるｎ形半導体は，材料および作成技術共に確立されていない。また，Cu2O
に関しても，バルク多結晶や薄膜作成は報告されているが，高変換効率を実現できる超

高品質 Cu2O 作成技術は確立されていない。従って，高変換効率を実現できる Cu2O ヘ

テロ接合太陽電池を実現するためには，超高品質 Cu2O 作成技術および高品質 n 形半導

体層形成技術の確立，ならびに Cu2O ヘテロ接合に最適なｎ形半導体材料の探索が不可

欠である。 
当該プロジェクトにおいて達成された最高変換効率の年次推移を図 3.3-1 に示す。同

図に示すように，本プロジェクトの実施期間である平成 23～27 年の間に変換効率は約

4 倍向上し，Cu2O 系ヘテロ接合太陽電池の理論変換効率に迫る高変換効率を実現でき

た。同図には Cu2O 系ヘテロ接合太陽電，池の研究を実施している国内外の主要な研究

機関から報告されている変換効率の年次推移も合せて示している。同図から明らかなよ 
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うに，平成 28 年 3 月現在において，本プロジェクトで実現された変換効率 8.1[%]は世

界のトップデータである。以上ことから当該プロジェクトの目標達成率は 100[%]％以

上である。以下に各年度に対応した研究成果を記載する。 

 

＜平成２３～２４年度＞ 

酸化亜鉛/亜酸化銅ヘテロ接合太陽電池の基礎的な作製技術においては，(A)熱酸化法

による超高品質多結晶 Cu2O シート作成技術，および(B)パルスレーザー蒸着（PLD）

法による酸化亜鉛系薄膜（n 形層及び透明電極層）作成技術をそれぞれ確立し，Cu2O
ヘテロ接合太陽電池を再現性良く作製する技術が確立できた。得られた成果は以下に要

約される。 
 

(A)  超高品質多結晶 Cu2Oシート作成技術の確立 
高性能の移動度等が期待できる熱酸化法による超高品質バルク多結晶亜酸化銅シー

ト作成技術を確立した。具体的には，脱脂洗浄後の厚さ約 0.5[mm]の銅板を不活性ガス

である Ar ガス及び銅の酸化を促進する乾燥空気を使用して雰囲気を制御し，熱処理の

温度制御を最適化することにより，図 3.3-2 に示すような超高品質バルク多結晶亜酸化

銅シートが実現できた。作成した高品質多結晶亜酸化銅シートは p 形伝導性を示し，ホ

ール移動度 100 [cm2/Vs]以上の高い移動度が実現できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3.3-2 高品質多結晶亜酸化銅シート 
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(B)  パルスレーザー蒸着（PLD）法による酸化亜鉛系薄膜（n 形層及び透明電

極層）作成技術の確立並びにヘテロ接合 Cu2O太陽電池作製プロセスの確立 

本研究では，Cu2O 基板上に Al 添加 ZnO(AZO)透明導電膜等の酸化亜鉛系薄膜を成膜

する方法とて，ArF エキシマレーザーを用いるパルスレーザー蒸着(PLD)法を採用し，

PLD 法による高品質酸化亜鉛系薄膜を作成するためのターゲットペレット作成技術，な

らびに各種製膜条件について検討した。 
① ZnO 粉末を 3[t/cm2]のプレス圧でコールドプレス整形し、その後，Ar ガス雰囲気中

1000[℃]で焼結を行うことにより，PLD 法で使用可能な高品質 ZnO 系焼結体ターゲ

ットペレットの作成技術を確立した。 
② ZnO 系ターゲットペレットへの ArFエキシマレーザー照射条件を詳細に検討した結

果，レーザーエネルギー；200[mJ]，パルス幅；20[ns]，繰り返し周波数；20[Hz]，
および基板－ターゲット間距離；40[mm]の条件において，膜厚分布の最も少ない良

質な ZnO 系薄膜を形成する技術を確立した。 
 

(C)  酸化亜鉛/亜酸化銅ヘテロ接合太陽電池の Cu2O シート表面処理技術の検

討および各種 n形半導体層の検討 
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本研究では，作製した p 形多結晶 Cu2O シート上に PLD 法を用いて，n 形層であるノ

ンドープ酸化亜鉛薄膜の形成技術を詳細に検討した。その結果，図 3.3-3 に示すように，

ノンドープ酸化亜鉛薄膜の形成時の成膜温度が得られる光電変換効率に対して，極めて

大きく影響することを見出した。ノンドープ酸化亜鉛薄膜／亜酸化銅ヘテロ接合太陽電

池の光起電力特性に対しては，成膜温度の低下に伴って光起電力特性が大幅に改善し，

成膜温度室温にてノンドープ酸化亜鉛薄膜を形成したノンドープ酸化亜鉛薄膜／亜酸

化銅ヘテロ接合太陽電池において，最高変換効率 4.13[%]の極めて高い変換効率を実現

できた（図 3.3-4 参照）。これは，ノンドープ酸化亜鉛薄膜／亜酸化銅ヘテロ接合太陽電

池における世界最高効率である。 

 

＜平成２５年度＞ 

 本年度の研究では，昨年度までの研究成果をベースとして，酸化亜鉛／亜酸化銅ヘテ

ロ接合太陽電池の基礎的な作製技術においては，(A)パルスレーザー蒸着（PLD）法に

よる n 形半導体層材料の探索および成膜技術が確立でき，(B)超高品質 Cu2O シートの

電気的特性制御技術が確立できた。得られた成果は以下に要約される。 

 

(A) パルスレーザー蒸着（PLD）法による n 形半導体層材料の探索および成 
膜技術の確立 

① AZO 層と Cu2O 層との間に新規な n形半導体層として故意に不純物を添加していな

い Ga2O3薄膜を挿入した AZO/Ga2O3/Cu2O ヘテロ接合太陽電池を作製した。Cu2O  
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ヘテロ接合太陽電池においては，光電変換特性は n 形半導体層成膜時の成膜条件

Cu2O ヘテロ接合界面に与える影響が大きく，特に成膜温度については低ダメージ

成膜が実現できる室温（RT）であることが高い変換効率を実現するためには不可

欠である。そこで，Ga2O3薄膜は成膜温度を RT とし，成膜時の O2ガス圧及び膜厚

の最適化を実施した結果，図 3.3-5 に示すように，O2 ガス圧約 1.7[Pa]，膜厚約 75[nm]
で作製した素子において最も優れた特性を実現でき，最高開放端電圧 Voc; 0.8[V]，
最高変換効率η; 5.38[%]を達成した。AZO/Ga2O3/Cu2O ヘテロ接合太陽電池は，他

の素子と比較してダーク下における逆方向バイアス時の漏れ電流密度が小さく，極

めて優れた特性を実現している。これは，Ga2O3/Cu2O ヘテロ界面が他の構造と比

較してヘテロ界面におる欠陥密度等が少なく，結果として再結合等により失われる

キャリアの減少が抑制されていることを示唆している。 
② 多元系酸化物薄膜を n 形半導体層に用いた Cu2O 系ヘテロ接合太陽電池の作製。

Cu2O シート上に各種多元系薄膜を n 形半導体層として形成した Cu2O 系ヘテロ接

合太陽電池の太陽電池特性について詳細に検討した。例えば、Zn1-XMgXO 薄膜を

形成した Al 添加 ZnO(AZO)/n-Zn1-XMgXO/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池において，

Mg 組成 X=0.09 で最も良好な光起電力特性が実現できることを明らかにできた。

(Al1-XGaX)2O3薄膜では，X の減少に伴って Voc は増加しているが，Jcs，FF および

ηはXが約 0.9以下においてXの減少に伴って連続的に減少することを明らかにし，

n 形半導体層として室温で形成した多元系酸化物薄膜を用いた Cu2O 系ヘテロ接合

太陽電池において，得られる光起電力特性は多元系酸化物の組成の変化とともに連

続的に変化することを明らかにした。 
 

(B) 亜酸化銅シートの抵抗低減技術の確立 

熱酸化によって作製した p 形 Cu2O シートを基板兼活性層として用いる Cu2O ベースヘ

テロ接合太陽電池では，Cu2O シートの厚さと高い抵抗率が直列抵抗を上昇させている。

Cu2O シートの抵抗率制御を目的として，使用する Cu2O シートの各種熱処理効果を検討

した。基板兼活性層である多結晶 p-Cu2O シートを NaCl 粉末中に埋めた状態で雰囲気制

御が可能な電気炉を用いて，Ar 雰囲気中で 100-800[℃]で 1-10[h]熱処理を施すことによ

り，図 3.3-6 に示すように，正孔密度が大幅に上昇して抵抗率が 10-1[Ω・cm]まで低下し

た。また，処理温度が 700[℃]までは，移動度を変化させずに抵抗率を 10[Ω・cm]まで低
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下できた。低抵抗率 Cu2O を基板に用いて作製した AZO/Ga-Al-O/Cu2O 太陽電池では FF
が改善し，これまでに実現した最も高い変換効率である 5.51[%]を実現できた。 
本研究で開発した亜酸化銅シートの抵抗低減技術は，特許出願済み（特願 2014‐

038691）である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成２６年度＞ 

本年度の研究では，昨年度までの研究成果をベースとして，酸化亜鉛／亜酸化銅ヘテ

ロ接合太陽電池の基礎的な作製技術においては，(A)パルスレーザー蒸着（PLD）法に

よる各種 n 形半導体層材料にそれぞれ適合する最適成膜条件を明らかにした。(B)平成

25 年度に確立した超高品質 Cu2O シートの電気的特性制御技術を更に発展させ，最適ド

ーパント材料の探索ならびに各種ドーパントにそれぞれ適合する最適ドーピング条件

を詳細に検討した結果，世界で初めて縮退した低抵抗多結晶ｐ形 Cu2O シートを実現す

ることができ，Cu 等の金属電極とのオーミック接触が実現できた。得られた成果は以

下に要約される。 
 

(A) パルスレーザー蒸着（PLD）法による n 形半導体層材料の探索および成 
膜技術の確立 

 多元系酸化物薄膜を n 形半導体層に用いた Cu2O 系ヘテロ接合太陽電池の作製。Cu2O
シート上に各種多元系薄膜を n 形半導体層として形成した Cu2O 系ヘテロ接合太陽電池

の太陽電池特性について，n 形半導体層形成条件の最適化を詳細に検討した。例えば，

図 3.3-6  Cu2O:Na シートの電気的特性の熱処理温度依存性 
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Al の最適組成が X=0.025 であることを明らかにした。Zn0.975Al0.025O 薄膜を形成した Al
添加 ZnO(AZO)/Zn0.975Al0.025O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池において，Zn0.975Al0.025O 膜形

成時の最適酸素分圧および最適膜厚について検討し，酸素分圧 1.2[Pa]，膜厚約 75[nm]
において最も良好な光起電力特性が実現できることを明らかにした。その結果，上記

(AZO)/Zn0.975Al0.025O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池において，最高変換効率 5.72[%]を実現

できた。また, MgO-Ga2O3系, In2O3-Ga2O3系および SnO2-Ga2O3系についても検討しそ

れぞれの材料系に適合する最適酸素分圧および最適膜厚を明らかにできた。 
 

(B) 亜酸化銅シートの抵抗低減技術の確立 

 熱酸化によって作製した p 形 Cu2O シートを基板兼活性層として用いる Cu2O ベース

ヘテロ接合太陽電池では，Cu2O シートの厚さと高い抵抗率が直列抵抗を上昇させてい

る。平成 25 年度に確立した Cu2O シートの抵抗率制御技術を更に発展させることを目

的とし，ドーパントとして NaCl, NaI, NaF および Na2CO3等の各種 Na 化合物を採用し

た Cu2O シートの抵抗率制御を試みた。その結果，Ar 雰囲気中 100-800[℃]で 1-10[h]程
度の熱処理を施すことにより，すべての Na 化合物において Cu2O シートの正孔密度の

大な上昇および抵抗率の低減を実現した。特に，Na2CO3をドーパントとして採用し，

熱処理温度 800[℃]，処理時間 50[h]の熱処理を施した Cu2O シートにおいて，図 3.3-7
に示すように，正孔密度 1019[cm-3]台の縮退した p 型 Cu2O シートの作製に世界で始めて

成功した。この低抵抗率 Cu2O シートは，Cu 等の金属電極と容易にオーミック接触を

実現できた。また，低抵抗率 Cu2O シートを用いて作製した MgF2/AZO/Ga-Al-O/Cu2O
ヘテロ接合太陽電池において，最高変換効率 6.25[%]を実現できた（図 3.3-8 参照）。一

方，Cu2O シート内に取り込まれている元素について，その種類および含有量当を光電

子分光法(XPS)および 2 次イオン質量分析法(SIMS)分析により詳細に検討した。その

結果，いずれのドーパントを用いた場合も Cu2O 内には Na が取り込まれていることが

確認できた。これらの分析および X 線回折法による不純物添加 Cu2O シートの結晶学的

特性評価結果から，ホール密度増加のメカニズムとして，Na 原子が格子間に取り込ま

れ，これにより酸素空孔と会合中心が形成され，酸素空孔によって自己補償されている

Cu 空孔を開放してホール密度が増加し，抵抗率が減少すると言うメカニズムを提案し

ている。 
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＜平成２７年度＞ 

 本年度の研究では，昨年度までの研究成果をベースとして，酸化亜鉛／亜酸化銅ヘテ

ロ接合太陽電池の基礎的な作製技術において，(A)パルスレーザー蒸着（PLD）法によ

る新規な n 形半導体層材料の探索，およびそれぞれの材料に適合する最適成膜条件につ

いて検討した。(B)平成 25 年度に確立した超高品質 Cu2O シートの電気的特性制御技術

を駆使して，各種 n 形半導体層材料薄膜に対する Cu2O シートの電気的特性の影響を詳

細に検討し，各種 n 形半導体層材料薄膜に対する Cu2O シートの最適ドーピング条件を

検討した。（C）実用化に適した安価な成膜技術である電気化学堆積（ECD）法による高

品質 Cu2O 薄膜のエピタキシャル成長技術を確立した。また，不純物添加技術について

も検討し，金属塩化物が Cu2O 薄膜の有効なアクセプタ不純物として働くことを明らか

にした。得られた成果を以下に要約する。 
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(A) パルスレーザー蒸着（PLD）法による n 形半導体層材料の探索および成 
膜技術の確立 

 多元系酸化物薄膜を n 形半導体層に用いた Cu2O 系ヘテロ接合太陽電池の作製。Cu2O
シート上に各種多元系薄膜を n 形半導体層として形成した Cu2O 系ヘテロ接合太陽電池

の太陽電池特性について，n 形半導体層形成条件の最適化について詳細に検討した。例

えば、Al の最適組成が X=0.025 であることを明らかにした。Ga0.975Al0.025O 薄膜を形成

した Al 添加 ZnO(AZO)/Ga0.975Al0.025O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池において，

Ga0.975Al0.025O 膜形成時の最適酸素分圧および最適膜厚について検討した。酸素分圧

1.2[Pa，膜厚約 75[nm]において最も良好な光起電力特性が実現できることを明らかにし

た。その結果，上記の MgF2/(AZO)/Ga0.975Al0.025O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池において，

最高変換効率 6.25[%]が実現できた。また、新規な n 形酸化物半導体材料として，Zn-Ge-O
薄膜を見出し，当該薄膜の Ge の最適組成が X=0.62 であることを明らかにした。

Zn0.38Ge0.62O 薄膜を形成した Ge 添加 ZnO(AZO)/Zn0.38Ge0.62O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電

池において，Zn0.38Ge0.62O 膜形成時の最適酸素分圧および最適膜厚について検討した。

酸素分圧 4.0Pa、膜厚約 60nm において，最も良好な光起電力特性が実現できることを

明らかにした。その結果，上記の MgF2/(AZO)/Zn0.38Ge0.62O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池

において，最高変換効率 8.1[%]が実現できた（図 3.3-8 参照）。これは，Cu2O 系太陽電

池おける世界最高変換効率である。 
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(B) 亜酸化銅シートの抵抗低減技術の確立 

 熱酸化によって作製した p 形 Cu2O シートを基板兼活性層として用いる Cu2O ベース

ヘテロ接合太陽電池では，Cu2O シートの厚さと高い抵抗率が直列抵抗を上昇させてい

る。平成 25 年度に確立した Cu2O シートの抵抗率制御技術を更に発展させることを目

的として，各種 n 形半導体薄膜に対する最適ドーピング条件について詳細に検討した。

その結果，例えば，Al 添加 ZnO(AZO)/ Ga0.975Al0.025O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池に対

しては，Na2CO3をドーパントとして採用し，Ar 雰囲気中で 1000[℃]で 1[h]の熱処理を

施した正孔密度 1015[cm-3]台の p型Cu2Oシートにおいて最も高い変換効率を実現できる

ことを明らかにした。特に，1015[cm-3]台の p 型 Cu2O シートを用いた MgF2/(AZO)/ 
Ga0.975Al0.025O/p-Cu2O ヘテロ接合太陽電池においては，Cu2O 系太陽電池おける世界最

高変換効率である最高変換効率 8.1%を実現できた。 

 

(C) 電気化学堆積（ECD）法による、高品質 Cu2O薄膜のエピタキシャル成長 

技術の確立 

安価に大面積且つ高速成膜が可能であり，Cu2O系太陽電池の低コストな実用化技術

として有望な電気化学溶液堆積法(ECD)を用いて，ホール密度が1015～1019[cm-3]台に制

御されたCu2O:Na シート上にCu2O 薄膜のエピタキシャル成長を実現できた。また，エ

ピタキシャル成長させたCu2O薄膜を活性層に採用するAZO/Cu2O薄膜/p形Cu2O:Na太陽

電池を作製し光起電力特性について検討した。加えて，ECD 法を用いるCu2O薄膜への

不純物ドーピング技術を確立し，n形化が期待できる不純物を添加して作製したn?形
Cu2O:X薄膜を採用するAZO/n?形Cu2O:X薄膜/p形Cu2O:Na太陽電池を作製し光起電力特

性を検討した。 
ECD 法を用いてホール密度が 1015[cm-3]の Cu2O:Na シート上に Cu2O 薄膜を 2[µm]

形成し，Cu2O 薄膜の表面および断面を SEM で観察し、p 形 Cu2O:Na シート上に Cu2O 
薄膜を形成することに成功した。また，成長させた Cu2O 薄膜は，X 線回折法を用い

て評価し，p 形 Cu2O:Na シートの面方位である 110 面にエピタキシャル成長している

ことを明らかにした。また，AZO/n?形 Cu2O 薄膜/Cu2O:Na ヘテロ接合太陽電池におけ

る n?形Cu2O薄膜の膜厚は 240[nm]でVoc が最大となり，変換効率 3.37[%]を実現した。

さらに，不純物 X を添加して作製した AZO/n?形 Cu2O:X 薄膜/Cu2O:Na 太陽電池におい

て，最大変換効率 4.21[%]を実現した（図 3.3-10 参照）。 
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（２） BaTiO3セラミックスを基板兼絶縁層とする高輝度無機薄膜 EL ランプの

作製に関する研究  

 近年，無機 EL 素子の面発光源としての応用が注目されている。無機 EL 素子は薄型，

軽量でかつ耐環境性に優れている特長を活かした環境調和型照明・調光システムへの応

用が期待されている。しかし，光源としての無機 EL 素子，すなわち無機 EL ランプを

実現するためには，ランプに適した超高安定性及び超寿命並びに各種用途に適合する光

源としての発光波長および色純度等を解決できる新しい蛍光体薄膜材料の探索および

作製技術の確立が必要不可欠である。 
 

 

開発目標 
 

研究開発成果 
 

達成度 
[%] 

【平成 23～24 年度】 
Bi と希土類元素を共添加

したバナデートベース酸

化物蛍光体薄膜の作製と

その PL，EL 特性の検討。 

BiあるいはBiとEuを共添加したYVO4，GdVO4

および LaVO4蛍光体薄膜を，コンビナトリア

ル・マグネトロンスパッタ法を用いて作製し，

多色発光 PL を実現した。また，EL 素子におい

ては，1kHz 正弦波交流駆動時に最高 24[cd/m2]
の赤色発光を実現した。 

 
100 

 

【平成 25～27 年度】 
Cr 単独もしくは Ce を共添

加して作製した新規なペ

ロブスカイト LaAlO3 ，

LaGaO3 および LaInO3 薄膜

の生成。 
動作電圧の低減を目的に，

多結晶 Ca0.6Sr0.4 TiO3蛍光

体薄膜のPLおよびEL特性

の検討。 

LaAlO3:Ce,Cr，LaGaO3:Ce,Cr および LaInO3:Ce，
Cr 薄膜 EL 素子において，波長約 730，700 およ

び 780[nm]付近にピークを持つ PL および EK 発

光を実現。 
YAG:Bi薄膜において 276[nm]の励起光照射時に

おいて，波長約 302[nm]にピーク波長を有する

近紫外領域での発光を実現。 
Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr,Bi 薄膜を発光層に採用したＥ

Ｌ素子では，最高輝度 4.4[cd/m2]，発光開始電圧

約 60[V]の低電圧を実現。 
GdTaO4:Bi 蛍光体薄膜を発光層として採用する

100 
 

図 3.3-10  AZO/n?形 Cu2O:X 薄膜/Cu2O:Na 太陽電池の J - V 特性 

表 3.3-1 年度ごとの開発目標および成果と達成度のまとめ 
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検出器用光源として使用

可能な Y3Al5O12(YAG)等酸

化物蛍光体薄膜の PL およ

び EL 特性の検討。 

 

薄膜 EL 素子において，白色に近い青緑色の発

光(x=0.29，y=0.40)を実現。 
Bi を共添加した Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr,Bi 薄膜におい

て，発光ピーク波長ならびに発光スペクトル形

状は，Bi 含有量に加えて熱処理条件等に依存し

ないことを明らかにした。 

 
多色発光ならびに色純度の最適化を目的として，新規な各種酸化物蛍光体薄膜材料の

探索，およびそのフォトルミネッセンス（PL）とエレクトロルミネッセンス（EL）特

性を詳細に検討した。表 3.3-1 は，年度ごとの開発目標および成果と達成度のまとめを

示す。研究成果の詳細については，以下に年度毎に記述する。 
 

＜平成２３～２４年度＞ 

 多色発光の実現を目的に，Bi と希土類元素を共添加したバナデートベース酸化物蛍

光体薄膜を作製し，そのフォトルミネッセンス(PL)およびエレクトロルミネッセンス

(EL)特性について詳細に検討した。得られた成果は以下に要約される。 

① 膜の不純物含有量を変化させた Bi 添加 YVO4および GdVO4，あるいは Bi と Eu を

共添加した YVO4，GdVO4および LaVO4蛍光体薄膜を，コンビナトリアル・マグネ

トロンスパッタ法を用いて作製し，多色発光 PL が実現できた。また，これらのバ

ナデートベース酸化物蛍光体薄膜を発光層に用いたセラミックス絶縁層形薄膜 EL
ランプにおいて，多色発光 EL が実現できた。特に，GdVO4:Bi,Eu 蛍光体薄膜にお

いては，PL および EL 発光ともに緑色から赤までの多色発光を示し，EL 素子にお

いては 1[kHz]正弦波交流駆動時において最高 24[cd/m2]の赤色発光が実現できた。 

② 色純度の高い赤色発光の実現を目的として，新規なペロブスカイト LaAlO3，LaGaO3

もしくは LaInO3を母体材料とする蛍光体薄膜の開発を実施した。図 3.3-11 に示すよ

うな発光中心材料として，Cr 単独もしくは Ce を共添加して作製した LaGaO3：Ce，
Cr 蛍光体薄膜を発光層に採用するセラミックス絶縁層型薄膜 EL ランプにおいて，

色純度の比較的良好な赤色発光が実現できた。また，Ce を共添加することにより，

EL 強度が増大することを見出した。一方，LaAlO3もしくは LaInO3に発光中心材料

として Cr 単独もしくは Ce を共添加して作製した LaAlO3：Ce，Cr 及び LaGaO3：

Ce，Cr 蛍光体薄膜を発光層に採用するセラミックス絶縁層型薄膜 EL ランプにおい

て，中心波長約 700[nm]の強い赤色から近赤外発光が実現できた（図 3.3-12 参照）。 
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＜平成２５年度＞ 

本年度は，昨年度までの研究成果をベースとして，センサー等への応用を目的とし，

赤外および紫外を含む多色発光の実現，新規な各種酸化物蛍光体薄膜材料の探索，なら

びにそのフォトルミネッセンス（PL）およびエレクトロルミネッセンス（EL）特性を

詳細に検討した。得られた成果は以下に要約される。 
① 赤外発光の実現を目的に，Cr 単独もしくは Ce を共添加して作製した新規なペロブ

スカイト LaAlO3，LaGaO3および LaInO3を用いたセラミックス絶縁層形薄膜 EL 素

子を作製し，そのPLおよびEL特性について検討して作製条件の最適化を検討した。

蛍光体薄膜は，例えば，LaInO3:Ce,Cr 蛍光体薄膜では，LaInO3:Ce(Ce 含有

量;(Ce/(La+In+Ce))を 1[at.%])，および LaInO3:Ce,Cr (Ce 含有量 1[at.%], Cr 含有量; 
(Cr/(La+In+Cr))を 5[at.%])で構成した 2 分割粉末ターゲットを使用するコンビナトリ

アル・スパッタ成膜法を用いて，スパッタガス Ar，スパッタ圧力 6[Pa]，投入電力

100[W]，基板温度 350[℃]の条件下で，BaTiO3 セラミックシート上に成膜し，その

後，Ar ガス雰囲気下 900-1200[℃]で 1[h]の熱処理を施して作製された。熱処理した

蛍光体薄膜上に，電子加速層として ZnS 薄膜を形成し，その上に Al ドープ ZnO 透
明電極を，BaTiO3セラミックシート上に Al 背面電極の形成により作製された。EL

x
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図 3.3-12  LaGaO3：Ce，Cr 蛍光体薄膜 EL ランプの発光特性 
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素子を用いて 1[kHz]正弦波交流電圧駆動下で評価した。上記の作製条件下で作製し

た EL 素子において，得られた EL 特性は，LaAlO3:Ce,Cr，LaInO3:Ce, Cr 薄膜 EL 素

子において，Ce3+からと思われる波長約 730，700 および 780[nm]付近にピークを持

つ発光がそれぞれ観測された。発光ピーク強度および波長は母体材料に依存し,ピー

ク波長は LaInO3:Ce,Cr 薄膜 EL 素子において，最も長波長側の近赤外領域に観測さ

れた（図 3.3-13 参照）。これらは，母体材料が変化したことにより，発光中心の周

囲の結晶場が変化した為と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 検出器用光源として使用可能な近紫外から近赤外領域までの様々な波長で発光する

新規な薄膜エレクトロルミネッセンス(EL)素子用蛍光体薄膜の開発を目的として，

母体材料に Y2O3をベースとした YTaO4, Y2SiO5, Y3Al5O12(YAG),Y3Ga5O12等を用い，

発光中心材料として Bi を添加した新規な酸化物蛍光体薄膜を作製すると共に，それ

らを発光層に採用するセラミックス絶縁層形薄膜 EL 素子を作製し，その PL および

EL 特性について検討した。蛍光体薄膜は，Y2O3と Ta2O5, SiO2, Al2O3, Ga2O3等の各

種酸化物を組み合せた酸化物粉末および発光中心として，例えば、Bi を添加した酸

化物蛍光体粉末を 2 分割ターゲットとして用いるコンビナトリアル・スパッタ成膜

法を用いて，スパッタガスAr，スパッタ圧力6[Pa]，投入電力100[W]，基板温度350[℃]
の条件下で，BaTiO3セラミックシート上に成膜し，その後，Ar または Air ガス雰囲

気下 900-1200[℃]で 1[h]の熱処理を施した後，PL 評価を行った。EL 特性は，熱処

理した蛍光体薄膜上に ITO 透明電極または電子加速層として ZnS 薄膜を成膜後に，

AZO または ITO 透明電極を形成し，最後に，BaTiO3セラミックシート上に Al 背面

電極を形成して作製した EL 素子を用い，1[kHz]正弦波交流電圧駆動下で計測し評

価した。その結果，例えば，YAG:Bi 薄膜の 276[nm]励起光照射時において，波長約

302[nm]にピーク波長を有する近紫外領域でブロードな発光が観測された（図 3.3-14
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図 3.3-13  LaGaO3：Ce，Cr 蛍光体薄膜 EL ランプの発光特性 
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参照）。この発光の起源は，中心波長およびスペクトルの形状から，発光中心とし

てドープした Bi3+であると考えられる。また，PL 強度は，Bi 含有量の増加に伴い増

大し，Bi 含有量約 2.4[at.%]において最大となることが明らかになった。また，YAG:Bi 
薄膜EL素子で波長約 320[nm]を中心とした近紫外領域において，ELが実現できた。

これは，現在までに報告されている EL 素子において，最も短波長の発光である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成２６年度＞ 

 本年度は，昨年度までの研究成果をベースとして，赤外および紫外を含む多色発光な

らびに EL ランプへの応用で重要な低駆動電圧化の実現を目的とし，新規な各種酸化物

蛍光体薄膜材料の探索，ならびにそのフォトルミネッセンス（PL）およびエレクトロ

ルミネッセンス（EL）特性を詳細に検討した。得られた成果は以下に要約される。 

① 無機薄膜 EL 素子は動作電圧が比較的高く，多発光効率が低いことから，TV 用モニ

ター，パソコンやスマートフォン用ディスプレイとしては，実用化に至っていない。

しかし，ペロブスカイト型酸化物蛍光体である Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr を用いた単結晶薄膜

EL 素子において，2[V]程度という極めて低い印加電圧における発光を実現したこと

が近年報告されている。そこで，本年度は，動作電圧の低減を目的に，多結晶

Ca0.6Sr0.4TiO3薄膜に Bi 等の各種発光中心材料を添加した蛍光体薄膜を作製し，それ

らのフォトルミネッセンス(PL)特性およびエレクトロルミネッセンス(EL)特性を詳

細に検討した。Pr 含有量を 0.4[at.%]一定として，Bi を共添加した Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr,Bi
薄膜では，波長 275～336[nm]で励起した場合，波長約 610[nm]をピークとするブロ

ードなピークが観測された。発光ピーク波長ならびに発光スペクトル形状は，Bi 含
有量に依存しなかったのに対して，発光ピーク強度は，Bi 含有量に強く依存し，Bi
含有量約 0.8[at.%]において最高 PL 強度が実現でき，それ以上の Bi 含有量において
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図 3.3-14  LaGaO3：Ce，Cr 蛍光体薄膜 EL ランプの発光特性 
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は，発光ピーク強度が低下することを明らかにした（図 3.3-15 参照）。これは，Bi
を共添加することにより，Bi から Pr へのエネルギー伝達等による Pr 励起効率が向

上したことによると考えられる。Bi を共添加した Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr,Bi 薄膜を発光層

に採用したEL素子では，Bi含有量の増加と共にEL特性が改善し,Bi含有量 4.2[at.%]
において最高輝度 4.4[cd/m2]，発光開始電圧約 60[V]の低電圧が実現できた（図 3.3-16
参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 発光色の多色化を目的に，発光中心として Bi を採用し，母体材料として，Bi とイ

オン半径が近いガドリニウム(Gd)の酸化物である Gd2O3をベースとして，Ta2O5を

組み合わせた GdTaO4を採用する新規な Gd TaO4:Bi 蛍光体薄膜を作製し，その PL
特性および EL 特性を詳細に検討した。作製した GdTaO4:Bi 薄膜を波長 280[nm]の励

起光照射すると，波長約467[nm]にピークを有するブロードなPL発光が観測された。

また，蛍光波長 467[nm]において，波長約 280[nm]にピークを有するシャープな PLE
スペクトルを観測した。上記の PLE スペクトル観測，および PL スペクトルの中心

波長と形状から，この発光の起源は，発光中心として添加した Bi3+の 6s2-6s6p 遷移

であることを明らかにした。また，作製した GdTaO4:Bi 蛍光体薄膜を発光層として 
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図 3.3-16  Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr,Bi 薄膜 EL 素

子の L-V 特性に関する Bi 含有量依存性 

印加電圧 V [V]

輝
度

L
[c

d/
m

2 ]

GdTaO4:Bi薄膜EL素子

Bi含有量:2.5[at.%]

1.8

1.2

0 100 200 300 400 50010-1

100

101

2.5
3.0

2.0

1.0

1.5

0.5

5.5
6.0

5.0

4.0

4.5

3.5
 158 



 
 
 
 
 
 
 
採用する薄膜 EL 素子を作製し，その EL 特性について検討した。観測された EL の

発行色は，Bi 含有量 0.5[at.%]において，白色に近い青緑色の発光(x=0.29，y=0.40)
が得られた。また，発光色は，Bi 濃度にほとんど依存しないことを明らかにした。

さらに，Bi 含有量約 2.5[at.%]において，最高輝度約 3.93[cd/m2]を実現した（図 3.3-17
参照）。 
 

＜平成２７年度＞ 

 本年度は，平成 26 年度までの研究成果を更に継続的に発展させることを目的とし，

赤外および紫外を含む多色発光，ならびに EL ランプへの応用において重要な低駆動電

圧化実現する為，新規な各種酸化物蛍光体薄膜材料の探索，およびそのフォトルミネッ

センス（PL）とエレクトロルミネッセンス（EL）特性を詳細に検討した。得られた成

果は以下に要約される。 

① 無機薄膜 EL 素子は動作電圧が比較的高く，また発光効率が低いことから，TV 用

モニター，パソコンやスマートフォン用ディスプレイとしては実用化に至っていな

い。しかし，近年，ペロブスカイト型酸化物蛍光体である Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr を用い

た単結晶薄膜 EL 素子において，2[V]程度という極めて低い印加電圧における発光

を実現したことが報告されている。本年度は、昨年度から研究している Pr 含有量

を 0.4[at.%]一定とし，Bi を共添加した Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr,Bi 薄膜に関して，更に詳細

な PL 特性および EL 特性を検討した。波長 275～336[nm]で励起した場合，波長約

610[nm]をピークとするブロードなピークが観測された。発光ピーク波長と発光ス

ペクトル形状は，Bi 含有量に加えて熱処理条件等に依存しないことを明らかにした。

また，Bi を共添加した Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr,Bi 薄膜を，発光層に採用した EL 素子では，

EL 特性が熱処理条件に強く依存することが明らかになった。 

③ 発光色の多色化を目的に，昨年度の開発で成功した発光中心として Bi を採用し，

母体材料として、Bi とイオン半径が近いガドリニウム(Gd)の酸化物である Gd2O3

をベースとして，Ta2O5を組み合わせた GdTaO4を採用する新規な GdTaO4:Bi 蛍光

体薄膜の PL および EL 特性について継続的に詳細な検討を行った。作製した

GdTaO4:Bi 薄膜において，波長 280[nm]の励起光照射時に，波長約 467[nm]でピーク

を持つブロードな PL 発光が観測された。これらの PL 特性は，GdTaO4:Bi 薄膜の熱

 159 



処理条件等に依存することが明らかになった。また,作製した GdTaO4:Bi 蛍光体薄

膜を発光層として採用する薄膜 EL 素子を作製し，その EL 特性を検討した。観測

された EL 素子の特性は，PL 特性と同様に GdTaO4:Bi 薄膜の熱処理条件等に依存す

ることが明らかになった。 

 

 

 

（３）へき開共振器ミラーを有する低コスト・高性能緑色レーザに関する研究 

 これまでに，窒化物半導体を用いた青紫色レーザや純青色レーザが実用化されている

が，緑色レーザは実用化されていない。実用レベルの緑色半導体レーザが実現すれば，

光の３原色のすべてが半導体レーザで実現することになり，携帯電話にレーザプロジェ

クタを搭載されるなど，フルカラー表示の市場が拡大する。窒化物半導体で緑色レーザ

の実現を難しくしている要因の一つは，ピエゾ電界の存在であり，これを低減する手法

として非極性 GaN 基板の利用が注目されている。本研究では，この非極性基板を利用

し，かつ低コストレーザのために必須条件となる「へき開共振器ミラー」の利用を両立

させるための唯一の解として，低角半極性 GaN 基板を利用した新規なレーザ構造を提

案した。平成 23 年度は，このレーザの特性を決める重要な要素である偏光特性を，過

去に報告された実験データの解析により，正確に求める方法を考案した（図 3.3-18 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成２４年度＞ 

 本年度は，緑色半導体レーザの構造設計を行うのに不可欠な変形ポテンシャルを第一

原理計算によって求める研究を行った。 

図 3.3-18 過去の文献データから解析した偏光特性 
(a)：青色発光 InGaN， (b)：緑色発光 InGaN の活性層 
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① 窒化物半導体の変形ポテンシャルは通常のウルツ鉱構造半導体と大きく異なり，擬

立方晶近似が成り立たないことが分かった。 

② 半導体レーザを作製する際に必要な加工プロセスであるドライエッチングによる活

性層の劣化に関する研究を行った。 

 

＜平成２５～２６年度＞ 
 過去の偏光実験データに基づいて，kp 摂動計算から正確な変形ポテンシャルを予測 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
し，その結果に基づいて緑色半導体レーザの光学利得特性を予測した（図 3.3-19 参照）。 

 

＜平成２６～２７年度＞ 
 半導体レーザの特性決定に最も重要な要素となる価電子帯構造を調べるために，従来

の偏光発光スペクトル測定ではなく，偏光励起スペクトル測定が望ましいことを見出し

た。これは，InGaN 量子井戸活性層に混晶組成揺らぎが存在するためである。平成 27
年度は，様々な InGaN 量子井戸サンプルに対して，偏光励起スペクトルの測定を行い，

従来の偏光発光スペクトル測定と大きく異なる結果を得た。これより，従来考えられて

きた価電子帯構造が，必ずしも正しくないことが示唆された（図 3.3-20 参照）。 
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(a)

図 3.3-19 緑色半導体レーザの光学利得の基板面方位依存性の計算結果 

図 3 3 20 無極性 InGaN 量子井戸において偏光発光(PL)スペクトルと偏光励
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（４） 溶液法による酸化物蛍光体薄膜を用いた ELデバイスに関する研究 

 

(A)  コンビナトリアル・ディップコート法を用いた酸化物蛍光体材料の開発 

＜平成２３～２５年度＞ 
 低電圧駆動でのエレクトロルミネッセンス（EL）を実現可能な酸化物薄膜 EL デバイ

スに適応する酸化物蛍光体を開発するには，膨大な種類の構成元素の組み合わせについ

て検討する必要がある。このような材料を早期に探索するための有効な手法を提案した。

具体的には，基板の引き上げ速度を厳密に制御したディップコート法を用いる新規なコ

ンビナトリアル成膜手法を開発した。この手法を用いて，Bi を発光中心とし，母体材 
料に(Y2O3)1-x-(Al2O3)xもしくは(Y2O3)1-x-(Ga2O3)xを使用した多元系酸化物蛍光体薄膜

を作製した。その結果，近紫外から青色領域に PL を呈する Bi 付活 Y2O3ベース多元系

酸化物蛍光体が得られた。特に，図 3.3-21 に示すように，{(Y2O3)1-x-(Ga2O3)x}:Bi にお

いて Ga 組成を最適化することにより，波長約 314[nm]にピークを有する非常に強い近

紫外フォトルミネッセンス（PL）を呈する酸化物蛍光体材料を見出した。さらに，波

長約 380[nm]をピークとする強い近紫外 PL を呈する Eu2+付活(SrO)-(Al2O3)系材料を見

出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-21 (Y2O3)1-x-(Ga2O3)x:Bi 薄膜の PLスペクトル 
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(B)  Eu 付活ガレート系蛍光体薄膜を発光層とした赤色薄膜 EL デバイスの開

発 

＜平成２５年度＞ 

 Ga2O3，MgGa2O4および CaGa2O4を母体とする Eu 付活ガレート系蛍光体薄膜を，ス

ピンコート法により Si 基板上に作製した。その結果，MgGa2O4:Eu 蛍光体薄膜において

膜の表面が均一で亀裂などがなく，かつ強い赤色 PL が得られることが分かった。さら

に，MgGa2O4:Eu 蛍光体薄膜を発光層に使用して作製した薄膜 EL デバイス(SnO2:Sb 
(ATO)透明導電膜（膜厚約 300[nm]）／BaTiO3絶縁膜（膜厚約 400[nm]）／MgGa2O4:Eu
蛍光体薄膜（膜厚約 500[nm]）／Si 基板／背面金属電極）を，正弦波交流電圧（1[kHz]）
により駆動した結果，約 75[V]の低電圧において赤色の EL が確認された。 

 

(C)  発光・非発光同時可視化技術を用いた蛍光体材料の開発 

＜平成２５～２７年度＞ 

 蛍光体が吸収したエネルギーは，発光過程による PL もしくは結晶内の欠陥や非発光

中心を介した非発光過程による熱（フォノン）として放出される。従来の蛍光体材料の

開発は蛍光体からの PL を観測し，その結果をもとに良く光る蛍光体を得るための材料

設計と作製条件の最適化が行われてきた。本研究では，蛍光体の光らない過程（非発光

過程）に着目し，その原因を明確にすると共に，それを最小化させる新たな手法を提案

した。具体的には，図 3.3-22 に示すような蛍光体からの PL 信号と光音響信号を同時に

測定できるシステムを構築し，蛍光体からの発光過程と非発光過程の対応関係を明らか

にし，非発光過程を特定した。なお，光音響分光法を用いることにより，蛍光体からの

局所発熱の応答を直接測定することが可能となる。本システムを使用して，代表的な蛍

光体である Y3Al5O12:Ce（YAG:Ce）蛍光体の測定を実施した。その結果，得られた光音

響信号強度と発光強度には，相補的な関係があることが明らかになった。さらに，均一

沈殿法による YAG:Ce 蛍光体において，光音響信号を低減させるような作製条件を適用

することによって，市販の Ce 付活 YAG 系黄色蛍光体（P46-Y3）と同等の量子効率を

有する YAG:Ce 蛍光体を開発することに成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-22 発光・非発光同時測定システム 
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（５）高輝度 LED ランプの駆動回路における高効率化の研究 

 現在、高輝度 LED ランプの駆動回路には，スイッチングレギュレータが一般的に使

用されているが，電磁波ノイズが発生するので医療現場での照明には不向きであった。

本研究では、電磁波ノイズが発生し難いシリースレギュレータ方式に注目した。しかし，

シリースレギュレータ方式は，突入電流の問題の他に，電源電圧±10[%]の変動に対し全

光束が大幅に変動したり，電源効率が低くなったりする欠点があった。 

研究から得られた成果は以下に要約される。 

 

＜平成２４～２５年度＞ 

シリースレギュレータ方式で，リプルを減少させるために平滑コンデンサの充電電流

を時間的に分割する方法を考案した。また，充電は定電流によって行い，突入電流を防

止する方法を考案した。また，シリースレギュレータ方式において，LED の点灯する

数を電源電圧の変動に応じて自動的に変化させることにより，当初の目的であった電源

効率 85[%]を大きく上回る 91[%]という成果を挙げた。さらに，光束は，1000[lm]の目

標を大きく上回る 3000[lm]を達成した。さらに，電源電圧±10[%]の変動に対し、光束が

蛍光灯よりも安定し，コスト的にも安価な回路が実現できた。 
 

＜平成２４年度＞ 

① LED 点灯数を電源電圧の変動に応じて自動的に変化させる場合，前年度トランジス

タを使ったコンパレータからオペアンプを使ったコンパレータに変更した。 

② LED 点灯個数の LED に流れる電流をフィードバックする方法に加え，電流，電力

もフィードバックする方法を取り入れ，より安定な制御ができるようにした。また，

調光機能の取り付けやノイズ対策も万全に行った。 
 

＜平成２５年度＞ 
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① 電源電圧の変動に対し，LED の点灯個数を切り替えているが，その時に LED が点

滅する現象が起きていたので，パルス幅変調で徐々に切り替える方式を採用し，マ

図 3.3-24  LED 駆動回路のブロック図 

図 3.3-25  LED 駆動回路図 
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イコンを使ってコントロールすることによって解決できた。 

② 図 3.3-23 は平成 24 年度に作製した回路をしめす。また，図 3.3-24 は，平成 25 年度

に作製した LED 駆動回路のブロック図を示し，図 3.3-25 は，図 3.3-24 の実回路図

を示す。 
 

(６) 三次元画像表示システムに関する研究 

 当初の目標は，三次元画像表示システムの開発で，画素数が 1[M]の動画表示を可能

にするためのシステムを構築し，より簡単に画像を作成するためのソフトを開発するこ

とであった。しかし，それ以前に画質の改善と構造の改善が先決課題として浮かび上が

り，その改善に向けた研究を進めた。表 3.3-2 は，従来の 3D 表示システムと本研究の

3D 表示システにおける表示の比較を示す。得られた成果は以下に要約される。 
 

 

作成年度 

モノクロ/カ

ラー 
画素数 画素ピッチ[㎜] 

円盤

の 

直径

[㎜] 

ア

レ

イ 

群

数 

ボリ

ュー

ム周

波数

[Hz]  

画像

デー

タの

保存 

動

画 

表

示

時

間 

色数 階調 
垂

直 
水平 

奥

行 

垂 直

画 素 

水 平

画 素 

奥

行

画

素 

平成 23年

度 

フル    

カラー

1,677  

万色 

256 

64 1500 

14 

2 . 6 0 . 8 8 640 2 12 
フラ

ッシ

ュ 

メモ

リ 

2

秒

間 
平成 24 年

度 

128 1000 1.63 0.94 4 450 3 18 

平成 25 年

度 

組み

込み

パソ

コン

内の

SSD 

約

1

時

間 

 

＜平成２３～２４年度＞ 

従来フルカラー化は実現していたが，平成23～24年度にかけて表3.3-2に示すように，

垂直画素数を 2 倍にし，垂直画素ピッチを 2.6[mm]から 1.63[mm]に狭くした。水平画素

数は 1500 画素から 1000 画素に減らしたが，水平画素ピッチは，表示する円周の長さを

短くした為，0.8[mm]から 0.94[mm]とそれ程変化していない。また，ボリューム周波数

表 3.3-2 従来の 3D 表示システムと本研究の 3D 表示システにおけるの比較 
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（2 次元でのフレーム周波数）は 12[Hz]から 18[Hz]となり，チラツキが改善できた。 
 

＜平成２４年度＞ 

平成 24 年度，この 3D 表示システムを製作するに当たり，画質を向上させると同時

に，システム重量の軽量化と容積のコンパクト化，価格の低コスト化を実現する目標を

持って研究した。その結果，重量は 88[kg]から 51[kg]の減量に成功し，容積も 128×106～

64×106[mm3]と半減できた。また，コストは，回路の工夫と動力部の変更により，使用

する LED 数が 3 倍に増えているにも拘らず，従来（140 万円）より 10 万円安く作製で

きた。 
 

＜平成２５～２６年度＞ 

動画表示時間の長時間化に取り組んだ。すなわち，従来画像データの保存には，フラ

ッシュメモリを用いていたが，2 秒間しか表示できず，広告用としては同じコンテンツ

の繰り返ししかできなかった。その為，組み込みパーソナルコンピュ―タを表示の回転

部に取り付けることにより，1 時間違う画像を表示できるようにした。しかし，実際に

パソコンに記録できる形態は，2 次元画像の形態であり，それを 3 次元用に変換する必

要があった。また，パソコンの出力も 2 次元用映像信号として出力されるので，その信

号を 3 次元用に変換する必要があり，この取り組みに 3 年の歳月を要した。 
 

＜平成２７年度＞ 

本年度は，組み込みパソコンなど回路部品が増えたにもかかわらず，その価格は更に

コストダウンでき，130 万円で製作が可能となった。図 3.3-26 は，LED 回転型三次元画

像表示システムの外観を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3.3-25  LED 回転型三次元画像表示システムの外観 
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４． 研究成果のまとめ（優れた成果）（対応する成果に*印と下線を付す） 

【研究課題[Ⅰ]】： 高電界エネルギー変換・応用システムの開発研究 

[課題１] 気体・液体・固体誘電体中の電気絶縁特性と放電応用技術の高度化研究 

（１）架空絶縁電線表面のインパルス沿面放電に関する研究 
① 負極性沿面放電の発生から進展停止に至るモデルを提案し，進展過程の全メカニズ

ムを解明した。また，長い波頭長(≧10.0[μs])の誘導雷サージによる沿面放電の進

展長特性と進展様相を初めて明確にした（雑誌論文*9, *16, 学界発表*1, *108, 
*136）。 

③  サージ電圧波高値 Vm=90～140[kV]，波頭長 Tf =1.2，2.0，4.0，6.0，8.0[µs]におい

て，電線表面が湿潤状態おける負極性沿面放電の進展特性を解明した。また，負極

性沿面放電進展時に電線下部の水滴表面から発生する垂直放電の存在を見い出し，

放電進展 モデルを提案して 放電進展との関連性を明確にした（雑誌論文*3, 学界発

表*93）。 
③ Vm＞80[kV] の領域における正極性沿面放電の進展長特性と進展様相を明らかに

し，放電進展 モデルの提案によって，そのメカニズムを解明した（雑誌論文*1, 学
界発表*61）。 

（２） 大気中のバリア放電とその応用に関する研究 
① 均一バリア放電（均一 DBD）の放電形態と発生メカニズムの解明，均一 DBD によ

る O3生成特性，低温プラズマと脱硝触媒を併用した NOx 除去について新しい知見

を得た（雑誌論文*10‐*13, *24, *25, 学界発表*29‐*34, *41‐*44, *103‐*105, 
*107, *117, *118‐*127, *133‐*135, *141‐*144, *146‐*148, 新聞報道等*6）。 

③  均一 DBD の発生メカニズムを解明し，これによるオゾン生成特性とオゾンガス

中の NOx 濃度測定法を確立した。また，DBD による複合材料用炭素繊維の親水性

向上および DBD と脱硝触媒を併用した排ガス中の NOx 除去メカニズムを解明した

（雑誌論文*4, *6, 学界発表*3, *9, *10, *20, *21, *49, *50, *58, *59, *67‐*69, *74, 
*84, *87, *89, *90, *92, *97）。 

④  電動アクチュエータと表面電位計を組み合わせた帯電分布計測システムを新たに

構築し，負極性コロナ放電によるバリア表面帯電電子の蓄積分布を明らかにした（
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学界発表*11, *23, *47, *48, *57, *92）。 
④ 大気圧空気中タウンゼント放電(APTD)の発生メカニズムを解明し，APTD を応用

したオゾン発生器による副生成物の発生抑制，DBD による複合材料用炭素繊維

(CF)の表面処理と CF/ポリプロピレン界面制御，および DBD と脱硝触媒を併用し

たNOx除去性能の向上を実現した（学界発表*1, *2, *8, *13‐*16, *22, *60, *80, *91, 
*52）。 

 
（３） 植物系代替絶縁油の電気絶縁特性に関する研究 
①  油入電力変圧器内部のフラッシオーバは複雑な経路を辿る場合が多く，その原因を

明確化するため，固体誘電体板間の狭い隙間を進展するインパルス沿面放電の振る

舞いとフラッシオーバ電圧の関連性を調べ新しい知見を得た。また，電力変圧器の

油劣化診断に関して，測定パラメータの影響を明らかにした（雑誌論文*8, *14, *19
‐*23, 学界発表*25, *28, *37‐*40, *102, *106, *110, *111, *115, *130‐*132, *140）。 

③   交流高電圧(60[Hz]，0～45[kVrms])印加時における沿面ストリーマ形状と進展長，

ストリーマ速度，放電電流，放電電力，プレスボード表面トラッキング，プレスボ

ード貫通破壊等の沿面放電特性を明確にした。また，放電進展後の油中ガス分析

(DGA)により，アセチレン(C2H2)ガスの生成を確認し，ストリーマチャンネル上ま

たはその付近の局部的温度が，少なくとも 500℃以上に上昇すること証明するとと

もに，トラッキングの形成メカニズムを明らかにした（雑誌論文*2, *5, 学界発表*17, 
*19, *55, *66, *73, *77, *79, *83, *86, *94, *98）。 

③  熱加速劣化法によって酸価値が 0.3mgKOH/g の劣化絶縁油を作製し，交流沿面放電

特性に関する絶縁油の劣化効果を明確にした。これらの研究を通じて，PFAE 油は

電気絶縁性能と酸化安定性に優れることが立証され，次世代絶縁油として IEC 規格

標準化へ踏み出している（雑誌論文*7, 学界発表*4, *5）。  
（４） ナノ粒子の均一分散化に関する研究 
① 酸や界面活性剤などの添加物を使用せずに，有機溶媒(オクチルアルコール)中のバ

リア放電を利用した新たな分散方法(放電分散法(DDM))を確立し， カーボンナノ

チューブ(CNT)が均一分散できることを明確にした（雑誌論文*35, 学界発表*18, 
*100, *101, *112, *113, 特許出願*6）。 

③  上記の 放電分散法(DDM)に加えて，電界分散法(FDM)を新たに開発し，両者の

併用によるハイブリッド分散系によってナノ粒子凝集体の分散効果が向上すること

を明らかにした（学界発表*6, *56, *62, 特許出願*1）。 
④  この手法で 分散した CNTs をフィラーとするエポキシナノコンポジット(CNT 含

有率：0.01-0.03 wt%)の機械的応力(引張強度)は，CNT フリーのエポキシ樹脂より

約 1.6 倍向上することを明確にした（学界発表*6, *18, *75）。 
[課題２] 電気流体力学（EHD）ポンピング現象のメカニズム解明とその工業的応用   
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① 「伝導ポンピング」と命名した EHD ポンピングメカニズムを提案した。これは，解

離性の弱導電性液体中で，液体分子(または不純物分子)の解離と再結合反応が電界

によって不平衡化し，電極付近に形成されるヘテロチャージ層と電極との間に働く

引力に起因した圧力が流動を生じさせると言う原理に基づく。このメカニズムでは，

電極から液体中への電荷注入機構が含まれず，作動液体の長期使用に対して電気的

劣化が少なく実用的である。作動液体としては，フッ素系の冷媒(HFC43-10，
HFE7600 等)が適する。これを利用した「EHD 液体循環型冷却システム」を設計・

試作し，熱源の冷却性能について注目すべき知見を得た（雑誌論文*15, *17, 学界

発表*27, *36, *129, 特許出願*3, *4, *7）。 
④ 弱導電性液体中の正・負解離イオン移動度の計測法として，飛行時間法(Time of   

flight method)を改良した新しい計測手法を確立し，EHD ポンピング効果の大きい

HFC43-10 中のイオン移動度を明確にした。イオン移動度の明確化は，伝導ポンピ

ングのメカニズムを定量的に考察する上で極めて重要である（学界発表*12, *76）。  
[課題３] 電気・磁気レオロジー（ER・MR）流体の実用的な開発とその工業的応用   

ER 流体(ERF)の研究では， 
① ゾル－ゲル法を用い，酢酸カルシウム一水和物，酢酸ナトリウム三水和物および界

面活性剤を添加して作成したチタン系 ER 粒子は, ナノ ERF の ER 効果発現に有効

である（学界発表*96）。 
② 粒子分散系 ERF の応用として，ERF をゲル化した機能性ゲル(ERG)とその改良素

材(EAM(Electro Attractive Material)：ERF の分散質を樹脂に分散させ，シート化し

た機能性素材)を開発し，これを利用したブレーキを試作した。これは，ERF の応

用製品として世界的にも最初の試みであり実用化が見込まれる（学界発表*45）。 
MR 流体(MRF)の研究では， 

① キャリア流体に菜種エステル油を用い，スメクタイト(SAN316)の混入・拡散により，

環境に適合したチキソトロピー性流体からなる MRF を創製し，実用レベルの MR
効果が発現できることを明確にした。この MRF は，関連企業との共同研究として

進められ，2015 年から実用化材料として企業販売を開始した（学界発表*17, *72, 
*114, *137, *139, 特許出願*2, *5, 新聞報道等*1‐*4）。 

 

【研究課題[Ⅱ]】： 磁気応用エネルギー変換・貯蔵・環境保全技術の開発研究 

[課題１] 環境負荷低減に役立つ発電機・モータ技術の開発 

（１） 電力・産業・車両用新型回転機の研究 
① 固定子に界磁巻線を備え，磁気ギア効果を有する新構造の多極同期機(磁束変調同

期機: FMSM)を開発した。4[kVA]，80 極のプロトタイプを製作し，ほぼ正弦波の出

力電圧，少ないトルク脈動，広い速度範囲で高効率が得られることを確認した。ま

た，磁石補助突極形同期機の開発を進め，従来の問題点；“磁極胴部の磁気飽和に
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よる端子電圧の制限”に関して，PM やロータを変更した構造を考案し，出力向上

効果を高め高速運転時の特性を向上した。更に，磁石の不可逆減磁を防ぐための運

転制約条件を明らかにした。（雑誌論文*12‐*19, 学界発表*4, *11, *13‐*17, ＊54
‐*62, *69‐*73, *75, *76, 特許出願*8, *13）。 

② MW 級風力発電機への適用を前提として，サイズと増速比の異なる 2 台の 2[MW]
磁束変調同期機を設計し，電気特性を有限要素法(FEA)で評価した結果，既存の永

久磁石式同期発電機(IPMSM)より 1 割程度サイズを増加すれば，同程度の出力と

90[%]以上の効率が得られること，および大容量化に伴い出力に対する界磁銅損(励

磁容量)の割合が減少し，FMSM が大容量機に適していることを明確にした。また，

電磁石式および永久磁石式 FMSM のインダクタンス特性は，円筒形同期電動機と

類似の特性を持ち，トルクは直流電動機と同様に，電機子電流と界磁電流によって

直接制御できることが分かった。更に，EV・HEV 用電動機への適用を前提として，

50 kW 級 FMSM を設計し，その特性を FEA によって既存の IPMSM と比較・検討

した結果，FMSM は永久磁石無しに IPMSM の約 9 割の最大トルクが発生でき，

電流位相の調整によりトルク脈動を IPMSM と同程度に低減できることを明確に

した（雑誌論文*1‐*3, *7, 学界発表*1, *3, *26, *28, *34, *35, *39, *49, *53, 特許出

願*1‐*4, *5）。 
③ 磁極片の間に永久磁石（PM）を挿入した新構造の PM 補助突極形同期機(PMa-SM)

を開発し実用化を目指した。実験と FEA による解析を重ね，PMa-SM が低速から

高速に至るまで高い性能を示すことを明確にした（雑誌論文*10, 学界発表*6, *38, 
*40, *48, 特許出願*6, *7）。   

（２） 回転機の物理現象解明と設計法の高度化研究 
① 塊状磁極同期機において，磁極表面損失による温度上昇の低減が構造設計上重要な

課題であるが，表面損失低減のメカニズムが十分に解明されていなかった。そこで，

ヒステリシスを考慮した有限要素法(FEA)を用い，表面損失低減効果の評価・分析

を行い，高精度解析の実現により表面損失低減原理を明らかにした。更に，同期機

の面内渦電流損の高精度解析を行い，渦電流発生原理を明らかにした（雑誌論文*11, 
学界発表*12, *18, *67, *68, *74, *82）。 

② 解析の際に励磁電流波形の初期位相のみを変化すると，表面損失が幾分異なる値に

なる。これを解明するため，実物の環状試料を用いて初期位相を変えたところ表面

損失値も変化することが分かった。これは，初期位相の変化に伴うヒステリシス現

象による試料内部の偏磁状態の変化に起因することが判明した（雑誌論文*6, 学界

発表*2, *5, *7, *20, *29, *41, *50, *77）。 
[課題２] 駆動用磁気エネルギーを無線により供給するマイクロマシンの開発   
① 本研究のマイクロポンプは，従来空冷で行っている冷却装置を水冷に変え，パイプ

内の液体を循環させるものであり，静穏性の確保と冷却効率の向上を図っている。
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大きさ数[mm]のリング型ネオジウム磁石にフィンを取り付け，これを半往復回転

させて，液体をフィンより後方へ掻き出す方法による。アクチュエータの駆動源は，

520[turn]の電磁石であり，全長 740[mm]の水路を持つ。駆動源の周波数は 35～70[Hz]
の範囲で可変し，水路の流速を測定した。印加電圧は 14[Vrms]である。考案したマ

イクロポンプの動作は高速度カメラで撮影し，動画解析ソフト(TEMA)を用いて動

作解析を可能とした。また，マイクロポンプの流速最大周波数は 50[Hz]であること

を明らかにした。マイクロポンプの効率は，周波数 50[Hz]で最も高く 11.4[%]であ

った。マイクロポンプの効率向上には，流速が速いこととチューブ内の液体が滞留

せずに流れることが必要である。学会等への公表は，今後，逐次予定している。 

[課題３] 超伝導応用によるエネルギー貯蔵および水浄化技術の開発 

（１） 超伝導エネルギー貯蔵装置(SMES)の基本設計と磁界解析：  
③ 交流電流を直流電流に変換して超電導コイルに流し，磁気エネルギーとして電力を

貯蔵する SMES に関して，ユニットコイルを用いたトロイド型 SMES を設計し磁

界解析を行った。ソレノイド型コイルの個数を増すと磁束密度が理想的な磁束密度

に近づき漏洩磁束が少なくなるので，周辺機器や人体への悪影響を低減できる。一

方，ソレノイド型コイル個数を増すことによりコイル部の応力が増し破損に繋がる。

従って，SMES の設計には，漏洩磁束と応力の両者を考慮してコイル個数を選定す

る必要がある。（学界発表*36, *51, *84）。 
（１） ストロンチウム(Sr)とセシウム(Cs)への磁気種付けに関する実験的検討，およ

び磁化活性汚泥の二次処理水に残留するリン・懸濁物質への磁気分離の適用検討 
① 磁気力を利用して水中の弱磁性微粒子あるいは電離金属イオンを簡易に捕獲する

手法は，それらに直径数十[μm]以上の強磁性粒子を結合(磁気種付け)させることで

ある。当該研究では，対象物質である放射性の 90Sr や 137Cs に直接，磁気種付けさ

せることは困難なため，ゼオライトを用いてこれに対象物質と強磁性微粒子を吸着

させた。また，磁化活性汚泥処理水に含まれる不溶解有機浮遊物質とリンを磁気的

に除去する手法を実験的に検討し，1,000[mg/day]という高速処理が可能なことを見

出した。（雑誌論文*20, 学界発表*63, *66, *78, *80, *81, *87）。 
④ 放射性セシウム除染に関する磁気分離技術の応用可能性について，システムモデル

を印加磁界 5.0[T]，半径 500[µm]の強磁性線の飽和磁化 1.6[T]，粒子磁化率 0.002，
土壌洗浄後の 2:1 型粘土鉱物濃度 0.1[%]，磁気フィルタ段数 60 段，浄化速度(流水

速度)50[mm/s]として検討した。その結果，磁気フィルタに懸濁試料水を流し始め

てから閉塞するまでの時間は 23 分 34 秒，磁気フィルタ径(キャニスタ径)に対する

浄化水量は，内径 200[mm]の磁気フィルタ採用で１年間稼働すると，約 50,000 ト

ンの水量浄化と約 50 トンの 2:1 型粘土鉱物(常磁性放射性セシウムを吸着した物

質)を回収捕獲できることが判明した（雑誌論文*4, *5, 学界発表*8, *9, *22, *27, 
*31, *42）。 
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（１） 磁気フィルタ性能に関する理論検討：  
② 強磁性細線に垂直磁界を加えると，周囲に大きな磁界勾配が発生し，ここへ微粒子

懸濁系の液体や気体を導入すると，微粒子に磁気吸引力または反発力が働く。この

原理に基づく実際的な磁気フィルタ性能を理論的に検討した。その結果，93[%] 程
度の高フィルタ性能を達成するためのフィルタ長(強磁性線の長さ)は，従来の解析

結果に比べて半分程度，これ以上高いフィルタ性能を必要とする場合には桁違いの

短いもので実現可能なことが明らかにされた。（学界発表*10, *23, *32, *43, *46, *64, 
特許出願*9-*12）。 
 

【研究課題[Ⅲ]】： 光・電子デバイス・システムの開発研究 

[課題 1] 環境調和型光・電子デバイス・システムの研究開発 

（１） 酸化亜鉛/亜酸化銅ヘテロ接合太陽電池の基礎的な作製技術に関する研究，お 

よび多結晶亜酸化銅シートの作製と新規な高品質酸化物半導体材料に関する研究 

① 亜酸化銅 Cu2O は p 形伝導性を示す酸化物半導体である。安価，無毒であることか

ら太陽電池材料として期待され，理想的な pn ホモ接合が実現されれば期待の変換

効率(20[%])を達成できると考えられ，世界的に活発な研究が行われている。①酸

化亜鉛/亜酸化銅ヘテロ接合太陽電池の基礎的な作製技術において，熱酸化法によ

る超高品質多結晶 Cu2O シート作成技術およびパルスレーザー蒸着(PLD)法による

酸化亜鉛系薄膜(n 形層および透明電極層)作成技術を確立し，Cu2O ヘテロ接合太

陽電池を再現性良く作製する技術を構築した。また，ノンドープ酸化亜鉛薄膜/亜
酸化銅ヘテロ接合太陽電池の世界最高効率が実現できた。（雑誌論文*8‐*10, *17, 
*19‐*22, *26, *28, *29, 学界発表*35‐*39, *51, *53‐*56, *58‐*63, *67, *105, *114, 
*117‐*119, *126, *128‐*132, *135‐*138, *148‐*153, *155, *161‐*163, *165, 特
許出願*4, *5, *6, 新聞報道等*6‐*12）。 

② パルスレーザー蒸着(PLD)法による各種 n形半導体層材料にそれぞれ適合する最適

成膜条件を明らかにした。また，超高品質 Cu2O シートの電気的特性制御技術を発

展させ，世界で初めて縮退した低抵抗多結晶 p 形 Cu2O シートを作製し，Cu 等の

金属電極とのオーミック接触を実現した。更に， 実用化に適した安価な成膜技術

として，電気化学堆積(ECD)法による高品質 Cu2O 薄膜のエピタキシャル成長技術

を確立し，金属塩化物が Cu2O 薄膜の有効なアクセプタ不純物として働くことを明

らかにした。この ECD 法を用いて，p 形 Cu2O:Na シート上にエピタキシャル成長

した Cu2O 薄膜を形成することに成功した。これは，Cu2O 系太陽電池の低コスト

な実用化技術として注目される（雑誌論文*1, *3‐*5, *7, 学界発表*2‐*7, *16‐
*24, *68‐*73, *75, *84‐*90, *93‐*98, 特許出願*1, *2, *3）。 

（２） BaTiO3セラミックスを基板兼絶縁層とする高輝度無機薄膜 EL ランプの作製に

関する研究：  
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① 無機エレクトロルミネッセンス(EL)素子は，次世代フラットパネルディスプレイ

の候補の一つである。多色発光ならびに色純度の最適化を目的として，新規な各種

酸化物蛍光体薄膜材料の探索およびそのフォトルミネッセンス(PL)とエレクトロ

ルミネッセンス(EL)特性を詳細に検討し，多色発光 PL および EL を実現した。セ

ラミックス絶縁層型薄膜 EL ランプでは，中心波長約 730[nm]および 780[nm]の強い

近赤外発光が実現できた。一方，PL 強度については，Bi 含有量の増加に伴い増大

し，Bi 含有量約 2.4[at.%]で最大となることを明らかにした。また、YAG:Bi 薄膜

EL 素子において，波長約 320[nm]を中心とした近紫外領域で EL を実現した。これ

は，現在までの報告で最も短波長の EL 素子発光である。更に，GdTaO4:Bi 蛍光体

薄膜を発光層とした薄膜 EL 素子を作製し, Bi 含有量 0.5[at.%]のとき発光色が白色

に近い青緑色(x=0.29、y=0.40)となることを見い出した。発光色は Bi 濃度にほとん

ど依存しないが，Bi 含有量約 2.5[at.%]で最高輝度約 3.93[cd/m2]を示した（雑誌論文

*27, 学界発表*49, *57, *64‐*66, *99, *106, *112, *113, *120, *127, *133, *134, *141, 
*142, *154, *160, *164）。 

（３） へき開共振器ミラーを有する低コスト・高性能緑色レーザに関する研究 

① 窒化物半導体を用いた青紫色や純青色レーザは実用化されているが，緑色レーザは

まだ実用レベルではない。①窒化物半導体を用いた緑色レーザが実用化されていな

い要因の一つは，ピエゾ電界の存在である。これを低減する手法として，低角半極

性 GaN 基板を利用した新規なレーザ構造を提案した。さらに，kp 摂動を用いて光

学利得の偏光依存性を正確に計算する理論手法を構築した。また，標準的窒化物半

導体レーザの光学利得が測定可能であることを実証した（雑誌論文*18, *23‐*25, 
*30‐*32, 学界発表*41‐*50, *107, *121, *125, *139, *140, *143‐*147, *156‐*159, 
新聞報道等*13, *14）。 

② ナノインプリンティング技術を利用し，欠陥密度が低く，かつ低コストな GaN テ

ンプレート基板の作製に成功し，強励起領域における GaN テンプレート基板上素

子が，サファイア基板上素子に比べて 2 倍以上の発光効率を示すことを明らかにし

た。また，混晶組成揺らぎの効果により,「偏光ルミネッセンス測定」による材料

パラメータの決定が不正確であることを実験的・理論的に明確にし，「偏光吸収ス

ペクトル測定」または「偏光励起スペクトル測定」によってのみ正しい決定が行え

ることを明らかにした（雑誌論文＊2, ＊11‐＊14, 学界発表*8‐*15, *25‐*32, *76
‐*80, *91, *92, *100, *101, *108, *109, *115, 新聞報道等*2）。 

（４） 溶液法を用いた酸化物蛍光体薄膜に関する研究：  

① 無機薄膜 EL は，ZnS 系などの硫化物蛍光体薄膜を発光層として，これを二つの絶

縁層で挟む二重絶縁層構造が採用される。しかし，デバイスの駆動には高電圧(100
～200[V]程度)が必要となり実用上問題となるので，無機薄膜 EL の低電圧駆動によ

る EL 発光の実現を目指した。溶液法(ディップコート法やスピンコート法など)を
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採用し，低電圧駆動の EL 発光が実現可能な強い PL を有する酸化物蛍光体材料の

早期探索手法を提案すると共に材料設計を行った（学界発表*122, *123）。 

② LaInO3:Bi 薄膜において，適切な添加物と適量の Bi を使用した原料溶液を用いて，

LaInO3の結晶化と波長約 425[nm]をピークとする強い青色発光を実現した。また，

CaAl2O4:Eu 薄膜において，炭素熱還元処理を施すことにより，波長約 420[nm]をピ

ークとするブロードな青色 PL を実現し，更に，Eu 濃度の最適化により強い青色

PL を実現した（学界発表*74）。 

③ スピンコート法により, Ga2O3, MgGa2O4および CaGa2O4を母体とする Eu 付活ガレ

ート系蛍光体薄膜を Si 基板上に作製し, MgGa2O4:Eu 蛍光体薄膜において強い赤色

PL を得た。また，MgGa2O4:Eu 蛍光体薄膜を発光層に使用して作製した薄膜 EL デ

バイスにより，約 75[V]の印加電圧（1[kHz] 正弦波交流）で赤色の EL を得た（学

界発表*111）。 

④ EL デバイスに適用可能な新規蛍光体材料を開発するため，コンビナトリアル・デ

ィップコート法により Eu または Bi 付活多元系酸化物蛍光体薄膜を作製した結果，

Eu2+付活(SrO)-(Al2O3)系材料において，波長約 380[nm]ピークの強い近紫外 PL を得

た。また，Y3Ga5O12:Bi 蛍光体において、Bi 含有量の最適化により波長約 314[nm]
の非常に強い紫外 PL を得た。更に，光音響分光測定システムを構築し，均一沈殿

法による YAG:Ce 蛍光体において，光音響信号を低減させる作製条件の下で，市販

の Ce 付活 YAG 系黄色蛍光体(P46)と同等の量子効率を有する YAG:Ce 蛍光体を開

発した（学界発表*110, *116）。 

（５） 高輝度 LEDランプの駆動回路における高効率化，および三次元画像表示システ

ムに関する研究 

① 一般に，高輝度 LED ランプの駆動回路には，スイッチングレギュレータが用いら

れるが，電磁波ノイズの発生により医療現場などの照明には不向きであった。①高

輝度 LED ランプの駆動回路として，LED の点灯数を自動的に変化させ，電源効率

91%，光束 3000 lm を達成した。また，三次元画像表示システムの画質改善と構造

改善を進め，低価格で性能アップすることができた（学界発表*33, *34, *52, *82, *83, 
*102, *103, 新聞報道等＊5）。 

② 電圧変動による LED 点滅現象を削減するため，マイコン搭載制御法を考案し，電

源電圧 90[V]～110[V]の変動でもチラツキを感じさせず，電源効率 91[%]～94.3[%]
を維持する回路を開発した。また，電流と電力のフィードバック法を採用し，LED
駆動の安定制御を実現すると共に，調光機能とノイズ対策を万全にした（雑誌論文

*6, 学界発表*1, *81）。 

 

５． 研究成果の副次的効果 
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 当該応用研究センターの研究は，電気・電子工学，材料物性工学，光・電子デバイス

工学の分野を中心とした広範囲な領域に跨る。電磁界を利用したエネルギー変換技術

（高電界応用技術，磁気応用技術，新素材創製技術，光・電子デバイス応用技術）は現

代および将来の社会基盤・産業基盤を支えるキーテクノロジーであり，環境負荷低減と

資源・エネルギーの有効利用・安定利用の観点から，その高度化が強く求められる。こ

れまでに蓄積してきた種々のエネルギー変換技術におけるノウハウは，社会が要求する

多くの技術シーズを産んでおり，これらを更に発展させさせることによって，更なる特

許出願と研究成果の社会への還元が期待できる。また，産学の緊密な連携の下に将来を

担う優秀な人材の養成，並びに人と環境のための「新世代電磁界エネルギー変換システ

ム」の基盤技術が確立できる。 

 

６．研究課題に関する今後の課題 

【研究課題[Ⅰ]】： 高電界エネルギー変換・応用システムの開発研究 

[課題１] 気体・液体・固体誘電体中の電気絶縁特性と放電応用技術の高度化研究 

(1) Vm＞80[kV]の誘導雷サージに対する正・負極性沿面放電の挙動とそのメカニズムの

更なる検討，および地中電力ケーブルの誘導雷サージに対する沿面放電の影響， 
(2) 誘電体バリア放電を利用した高性能なオゾン生成法，炭素繊維とポリプロピレンの

表面改質による界面接着力強化法，および高効率 NOx 除去法の完全な構築と実用化

検討， 
(3) 植物由来の次世代絶縁油中におけるインパルス沿面放電および直流沿面放電の詳

細な挙動と特性の解明，(4) 均一分散したカーボンナノ粒子の応用と実用化に関す

る検討 

[課題２]  電気流体力学（EHD）ポンピング現象のメカニズム解明とその工業的応用：

EHD ポンピングの応用範囲と実用化検討 
[課題３] 電気・磁気レオロジー（ER・MR）流体の実用的な開発とその工業的応用 

ER・MR 流体の更なる高性能化とその実用化検討および実用機器の性能評価 
 

【研究課題[Ⅱ]】： 磁気応用エネルギー変換・貯蔵・環境保全技術の開発研究 

[課題１] 環境負荷低減に役立つ発電機・モータ技術の開発 

(1) 50[kW]級磁束変調同期機（FMSM）の低速運転時や高速運転時における損失・効率

の分析，および実用化技術課題の検討 
(2) PM 補助突極形同期機（PMa-SM）において，磁気飽和の強い条件における精度検証，

および零相成分を考慮した過渡特性計算法の構築。 
(3) 磁極表面に 5 種類のグループを持つ塊状磁極同期機における磁極部表面損失の実測

値と FEA 解析との比較による解析精度の検証と物理現象の分析，および表面損失
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低減可能な新構造の発案 
(4) 同期機固定子鉄心端部における面内渦電流損の 2 次元 FEA による近似解析の実現 
(5) 塊状突極形同期機の全電圧始動直後に生じる大きな電圧低下の改善， 
[課題２]  駆動用磁気エネルギーを無線により供給するマイクロマシンの開発 

マイクロポンプを冷却装置として応用する際に問題となるポンプ効率の向上法検討 
[課題３]  超伝導応用によるエネルギー貯蔵および水浄化技術の開発 

(1)  SMES で用いるソレノイド型コイル個数の最適設計構築 
(2)  磁気分離システムによる放射性土壌除染技術の実用化に向けた検討 
 

【研究課題[Ⅲ]】： 光・電子デバイス・システムの開発研究 

[課題 1] 環境調和型光・電子デバイス・システムの研究開発 

(1) 高変換効率を実現できる Cu2O ヘテロ接合太陽電池の実用化に向けた更なる検討 
(2) 無機 EL ランプの実現に向け，蛍光体薄膜材料の探索と作製技術の更なる検討 
(3) 窒化物半導体を用いた低コスト緑色半導体レーザの実現と実用化に向けた種々の

検討  
(4) 高性能環境調和型ELデバイスの開発による低電圧駆動型EL発光の実現と実用化検

討 
(5) LED 回転型三次元画像表示システムの実用レベル構築。 

 
これらの課題に付いては，研究期間終了後も研究を継続し，社会への還元を目指して

取り組んで行く。 
 

７． 結  言 

 当該研究プロジェクトの研究期間（平成 23 年度～平成 27 年度）に遂行され公表され

た研究成果は，各研究課題[Ⅰ]，[Ⅱ]，[Ⅲ]ごとに纏めた「成果リスト」のように極め

て多い。これまでに鋭意取り組んできた 3 つの研究課題によって構築された成果は，科

学技術に変革をもたらし得る重要な要素技術を多く含んでいる。21 世紀の我が国にお

ける様々な強弱電磁界利用エネルギー変換技術の将来的ニーズに応え，環境に適した

「究極の省エネルギー・完全リサイクル」型産業構造を実現する上で不可欠な「インテ

リジェント技術」の発信が大いに期待できる。当該研究によって得られた要素技術の構

築は，産学連携の下に人材育成と併せて遂行されたものであり，その幾つかは実用化検

討に入っている。 
今後は，獲得している要素技術を更に拡張し，電力・エネルギー分野，高機能性機器

制御分野，半導体デバイス分野，新素材開発分野，ディスプレイ分野，医療福祉分野な

ど幅広い工学分野に普及させると共に，実用化と社会への還元ならびに産学共同による
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人材育成を主眼として研究を続行する。これによって，産業構造の変革と地域産業への

振興を深める発信源となるべく，鋭意研究を重ねて行く所存である。 
  
最後に，研究期間の終了に当たり，当該研究プロジェクトをご採択頂いた「文部科学

省」ならびに貴重なご指導頂いた「外部評価委員会」の委員各位に深甚なる謝意を表す

る。 
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